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本 シ ンポ ジ ウ ム の 狙 い

近年 、産 業界で は、経営か ら個別 業務 に至 る さま ざまな分野 にお いて 、

情報 ・通信 システ ムの構築 ・利用 の重要性が認識 され、情 報を よ り早 く、

効果 的かっ経 済的 に管理、活用す るため の情報 ・通信 システ ムが 指 向さ

れて い ます 。 これ らは機能 ・性能 ・価格 の面でユ ーザ ーの対象業 務 に適

した システ ム、機器が導入 されてお り、各 企業あ るいは各 部門毎 で さえ

異 な ったベ ンダーの情報 ・通信機 器を抱 えるマル チベ ンダ ー環境 にな っ

て い るのが現状です。

この ため、各 システム個 別毎の ソフ トウェア開発や 、 システムを接続

し、相互運 用を図 る際 に、 システ ム毎 に異 な るプロ トコルの変 換な どが

必要 に な り、そ の結果 、期 待 して いた機 能、性能が実現 で きない、導 入

コス トに見合わ ない、 さらに は既存 の システ ム資源が使 え ない とい った

リスクを、ユ ーザ ーが 負 うことにな ります。

情 報化投 資が増大す る中で、 こう したユーザ ー負担 を可能 な限 り解 決

す るた め、ベ ンダーに依 存 しな い情報 ・通 信 システム環 境へ の期待 は急

速 に高 ま り、 ソフ トウ ェアの移植性(Portability)や 情 報 ・通 信 システ

ムの相互接 続性(Interconnectivity)、 さらにEDI(ElectronicData

Interchange)に 代表 され る共通的業務 アプ リケー ションの実現 に向 けた

トー タルな相互運用性(Interoperability)を 確保 す る 「オープ ンシス

テ ム」へ のニ ーズ として集約 されっ っあ ります。

本 シンポ ジウムは、 「オ ープ ンシステ ム」 の実現 に向 けて、ユ ーザニ

ーズの提 示、 ベ ンダーの対応 の紹介 、製品/機 器の導入 に際 して の考 え

方な どを整理す ることで、ユ ーザ ーの結束 によ る 「オ ープ ン システ ム」

市場 の形成 とユーザーの利益拡大 を図 り、 ひいて は産業 の情報化 の 円滑

な推進 に資す るもので あ ります。





挨 拶

影山 衛司(働 日本情報処理開発協会会長)

皆 様 、 お早 うご ざ い ます 。財 団 法人 日本 情報 処 理 開発 協 会 の会 長 を承 って

お ります 影 山で ござ い ます 。

本 日は、 日本 経 済 新 聞社 と共催 で第7回 産 業情 報 化 シ ンポ ジウム を開催 い

た しま した と ころ 、 大 変 お忙 しい中、 また朝 早 くか ら、 この よ うに多 数 の ご

出席 を賜 りま して誠 にあ りが と うござ い ます。

本 シ ンポ ジウム は、 わ が 国 の産 業界 にお け る情 報 ・通 信 ユ ーザ ーが抱 え る

問題 や、 ま た関 心 を お持 ちの テ ー マを取 り上 げ ま して 、 ユ ーザ ー だ けで は な

く、 メー カー や情 報 サ ー ビス産業 の 皆様 が 参加 して催 され る シ ンポ ジウム と

して,お か げ さま で 、 ご好 評 を いただ い てお ります 。

今 回 の シ ンポ ジ ウ ム は、最 近 、注 目を集 めて お ります オ ー プ ンシス テム に

っ いて 、主 と して ユ ーザ ー の立 場 か ら考 え よ う とい う もの で あ ります。

ご承 知 の通 り、 わ が 国 に お け る高度 情 報化 社 会 の 進 展 は大 変著 しく、 また

情報 ・通信 技 術 の 発 展 も 日進 月歩 で ござ います が 、 産 業 界 にお け る情 報 化 、

ネ ッ トワー ク化 もま た、 企 業 内 は もちろん 、企 業 間 、 業界 、 業 際 さ らに国 際

へ と進展 して お ります 。

特 に 、EDIの 導 入 を契 機 と しま して 、ユ ー ザ ー サ イ ドか らの 異機 種 間 、

あ るい は情 報 シス テ ム 間 の イ ンター オペ ラ ビ リテ ィの 確 保 等 の要 請 が大 変 強

くな って お ります 。 また こう した背景 か らク ロー ズ ドシステ ムか らオ ー プ ン

シス テ ム化 へ の 要 請 と して取 り上 げ られ は じめ て お ります 。

しか し、 オ ー プ ン シス テ ム と申 して も、 そ の 目的 や位 置づ け によ り、異 な

る概念 や イ メー ジが 持 たれ る こ とにな ります の で 、 こ こで オ ー プ ン システ ム

お よび これ に対 応 す る標 準 化 の概 念を 次 の よ うに 整 理 して み ま した。

まずOS環 境 の オ ー プ ンシステ ム化 で ござ い ます 。 これ までOS依 存性 の

高か った ア プ リケ ー シ ョンプ ログ ラムの移 植 性 、 可 搬 性 す な わ ち ポー タ ビ リ

テ ィ確保 の た めのOS標 準 化 で ござい ま して、 国 際 的 なUNIX標 準 化 団体

で の動 きが これ にあ た ります。

第2に 、相 互 接 続 性 の 要 請 か らの通 信 プ ロ トコル標 準 化 に よ るオー プ ンシ

ステ ムで す。



OSI、 す なわ ち オ ー プ ン ・システ ム ズ ・イ ンタ ー コネ ク シ ョンに代 表 さ

れ る国 際的 標準 化 の動 きが ござ い ます 。

第3に 、 共通 的適 用 業 務 、 例 え ばEDIに お いて 、 ネ ッ トワー ク上 を流 れ

る取 引業 務 に関す るデ ー タ、 あ るい は シス テ ム 自体 の 相 互 運 用性 、 す なわ ち

イ ンターオ ペ ラ ビ リテ ィ確 保 の た めの ビジネ スプ ロ トコル の 標 準化 な どのオ

ー プ ン化 で あ ります。

この 、第2、 第3の カ テ ゴ リー に入 るオ ー プ ンシス テ ム化 にっ きま して は、

国 内で もす で に標準 化 の取 り組 みが 行 わ れて お り、OSI/FTAM準 拠 の

新 しい通 信 制御 手順 や 、広 汎 なEDIの た めの シ ンタ ック スル ー ルで あ りま

すCII標 準 な どが 、通 産 省 の ご指 導 の下 、 関係 業 界 の ご協 力 を受 け ま して 、

わ れ わ れ 日本情 報処 理 開発 協 会 で検 討 を進 めて お ります 。

もち ろん 「オ ー プ ンシス テ ム化 」 イ コ ール 「標準 化 」 で は ござい ません が 、

少 な くと もオ ー プ ン シス テ ム化 へ の プ ロセ スの 中 で 、標 準 化 が 占め る役割 は

非 常 に大 き く、 ま た必要 な イ ンフラ ス トラ クチ ャ とな る と思 わ れ ます 。

そ う した意 味 にお き ま して 、本 シ ンポ ジウムで はオ ー プ ン システ ムの 実現

に 向 けて ユ ーザ ーニ ーズ の 提示 、ベ ンダ ーの対 応 の紹 介 、 ま た、 スペ シ ャ リ

ス トの 方 々の討議 な どを通 じて 、有 力 な プ ラ ッ トフ ォー ム とな りうる標準 や

モ デル な ど も考 えて い きた い と思 い ます 。

最 後 に、本 シ ンポ ジウム の 開催 に あ た り、講 師 を お 引受 け い ただ い た方 々、

また ご協 力 をい ただ き ま した 関係 各 位 に対 し、 心 か ら御 礼 を 申 し上 げ ます。

有 り難 うござい ま した。



挨 拶

土井 勇(日 本経済新聞社常務取締役)

ただ い ま ご紹 介 にあず か りま した 日本 経済 新 聞社 の土 井 で ござい ます 。主

催 者 の 一 員 と して ご挨拶 申 し上 げ ます。

今 回 の シ ンポ シウ ム は 「始 動す るオ ー プ ンシス テ ム実 現 へ の挑戦 一ユ ーザ

ーか らの システ ム思 考 一」 とい うテ ーマで 、 オ ー プ ン シス テ ム の実現 に 向 け

て、 ユ ーザ ー ニ ー ズの 提 示 、ベ ンダ ーの対 応 、製 品 の導入 に 際 して の考 え方

な どを 中心 に討 議 が 行 わ れ ます 。

オ ー プ ン シス テ ムの 環境 の将 来像 が 示 され る ことに よ り、 わが 国産 業 界 の

情報 化 推 進 に少 しで も寄 与す る こ とが で きれ ば 、 と思 う次 第 で あ ります 。

ご高 承 の とお り、技 術 革新 が もた ら した コ ン ピュー タ と通信 の発 達 に よ り、

高度 情 報 化 社 会 は現 実 の もの とな って まい りま した。 その 中 で 、産 業界 は ま

す ます 国 際化 、事 業 の多 角化 、 ソ フ ト化 な ど に対 応 して い く ことが要 求 され

て お り、 この ため 、 ユ ーザ ー 自 らが必 要 な知 識 や 情報 を 吸 収 し、理 解 を深 め

て い くこ とが 非常 に重 要 にな って きて お ります 。

日本経 済 新 聞 社 と しま して は、 引 き続 き、 産 業 界 の情 報 化 の進 展 にお役 に

立 つ よ う、紙 面 あ るい は シ ンポ ジウム、産 業 展 な どを通 じて ご協 力 させ て い

ただ く所 存 で ござ い ます 。

ど うか 今 日、 明 日の2日 間 にわ た る講 演 、討 議 に参加 され ま して、 高度 情

報 化 社 会 の 中 での 情 報 ・通 信 システ ムの 構築 と、 それ を具 現 化 す るオ ー プ ン

シス テ ム に関 す る ご理 解 を深 め て いた だ けれ ば幸 いで ござ い ます 。

簡 単 で は ござ い ます が 、 ご挨拶 とさせ て いた だ きます。
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基 調 講 演1 産 業 の 情 報 化 推 進 に 向 け た 重 点 施 策

熊野 英昭(通 商産業省機械情報産業局長)

ただいま、ご紹介にあつかりました通商産業省

機械情報産業局長の熊野でございます。

まず最初に、 この産業情報化シンポジウムも今

年で7回 目を迎え、とりわけ本シンポジウムのテ

ーマである 「オープンシステム」は、今後の情報

化を進めるうえでの鍵とも言えるものであり、大

変時宜を得たものと思います。

本シンポジウムの主催者の方々、およびご参加

の企業の方々、皆様のご熱意に敬意を表したいと

思います。

本 日は 「産業の情報化推進に向けた重点施策」

と題 し、お話 し申 し上げます。

90年代は国際情勢の大きな変化 とともに幕を開

けました。統一 ドイツが誕生するとともにソ連、

東欧諸国の民主化の動 き、韓国 ・北朝鮮の国連同

時加盟な ど、21世 紀に向けて新たな国際秩序が模

索されております。

また、他方で湾岸紛争をは じめ地域紛争の発生

といった国際情勢の不安定感、不透明性が強まっ

てきていることも否めないところです。

経済的には、人 ・物 ・金、さらには情報 ・技術

などの国際間の流れが飛躍的に増大 しており、特

に金融な どの移動 コス トが少ない分野では世界的

な統合化が急速に進んでお ります。

まさに 「国境なき経済」 「一つの世界市場」の

実現に向けた動 きが活発になってきております。

例えば、1992年 末に予定されておりますECの

市場統合は、現在のEC加 盟国のみならず、北欧

諸国さらには東欧諸国までを包含する一大 ヨーロ

ッパ市場に発展す る可能性 もあ ります。

こうした国際的な経済交流の深化のゆえに構造

的側面が拡大する傾向もあ り、特に急速にプレゼ

ンスを増 してきてお りますわが国の経済力に対す

る国際的な不安が強まる中で、わが国は世界的課

題の解決のために主体的 ・創造的なイニシアティ
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ブを発揮するとともに、国内諸制度 ・慣行の国際

的調和、透明性の向上を図ることが従来以上に必

要になってきていると思います。

国内に目を転 じてみます と、す ぐれた経済パフ

ォーマンスを世界に誇ってきたわが国も、それに

ふさわしい国民生活の質的充実を享受しているか

といえば、残念ながらまだまだであるのが現状で

あり、個人の活力 ・創造性を維持 し、向上させる

ためにも、国民ひとりひとりが、その選択 と個性

に基づいて自己実現を図れるような時間的 ・空間

的ゆとり、多様な消費の選択機会の充足が急務で

あります。そのためにも、基礎 となる労働時間の

短縮なども重要ではないか と思 っております。

以上のような国際経済社会への貢献や、国民生

活の充実 といった要請は、1990年 代の通商産業政

策のビジョンの中で、昨年、打ち出 したものです

が、これ らの要請に応えてい くには長期的な経済

発展の基盤の確保が不可欠の前提 となります。

90年代を展望 します と、さまざまな問題があり

ます。活力ある産業構造の実現、急速な高齢化社

会への対応、産業間あるいは地域間格差の是正、

低生産性部門の合理化 ・転換、そ して経済活力の

源である中小企業の育成などであ ります。 こうし

た課題を解決するには、科学技術の振興、エネル

ギー政策の推進 と並び、高度情報化の推進が重要

な鍵となると考えてお ります。

情報化は、経済社会のさまざまな活動に必要な

情報の収集 ・利用と知的な創造的活動を支援 し、

ゆとりある豊かな国民生活の実現に資するととも

に、国際間での情報の交流を通 じて、時間、空間、

言語などの制約を超えた相互理解の一助 となるも

のであります。

わが国における情報化の核 となるコンピュータ

の普及は、世界有数の水準に達 してお り、その利

用による受益者層は急速に拡大 しておりますが、



今後はその利用の一層の高度化を可能にするため

の基盤整備が重要な課題であります。

その最も重要な背景 として、コンピュータの利

用環境の急激な変化があげ られます。

第一に、コンピュータのネットワーク利用は、

企業内やグループ内にとどまらず、業種や国境を

越えて急速に拡大 しております。 まさに情報化が

国、業種、企業、個人などさまざまな レベルの垣

根を取 り払うことによりボーダーレス化を進めて

いるわけであります。

真の情報化社会においては、あらゆるネットワ

ークが相互に、自由に接続される状態が実現され

るべきであり、本 日のテーマであるオープンシス

テムとは、まさにその不可欠の前提条件 とい うこ

とができるのではないでしょうか。

第二に、市場において新たな機能を備えた多様

な製品が次々に供給され、ユーザーの情報化投資

が増大する一方、既存資産の蓄積は相当な規模に

達 しており、ユーザーとしてはいかに効率的に情

報 ・通信システムを構築するかが切実な問題 とな

っております。

この観点からも、オープンシステム化は避けて

通れない課題であると考えます。

また、情報 ・通信 システムに対する経済社会の

依存度は高まる一方であり、情報 ・通信システム

の安全性 ・信頼性をいかに向上させるか、企業規

模間、地域間の格差や、利用者の多様性を乗 り越

えて情報化の受益者をいかに拡大 して行 くか、 メ

ディアの融合が進む中で、高度映像情報化社会 と

もいうべきものを、いかに健全な形で実現 して行

くか、将来の基盤 となる基礎技術開発をいかに進

めて行くかな ど、情報化の進展につれ、多 くの課

題が形を変えなが ら次々に発生 しているわけです。

以上、情報化の進展の現状 と課題を簡単にご紹

介しましたが、通産省 としての情報化施策の基本

的立場は、情報化により、新たに発生 してきた問

題を解決 し、情報化が健全な形で進展するように

その環境の整備を行 うということであります。

以下に、通産省がこれから進めようとしている

情報化施策の考え方について申 し上げます。

第一が、ユーザーの選択の自由を拡大するオー

プンシステム化の推進です。通産省が考えている

オープ ンシステム とは、コンピュータ ・システム

のさまざまな要素、例えばハー ドウェア、ソフ ト

ウェア、コンピュータの本体 と周辺装置を、ベン

ダーを問わず自由に組み合わせられるようなシス

テム、さらにはこれ らのシステム同士が自由に接

続、運用できるシステムを意味 してお ります。

このようなオープンシステム化が進展すれば、

ユーザーはシステムのなかで好きなパーツを選択

し、組み合わせることが可能にな ります。このた

め、①経済的かつ柔軟な情報処理システムを構築

で きるようになり、②既存の ソフ トウェア資産の

有効活用も促進 され、③他社の情報処理 システム

との相性を気にせずに情報ネットワークの業際化、

国際化を円滑に進めることがで きます。

また情報産業にとっては①国際的に開かれた競

争的市場の拡大、②共通的開発環境の採用による

ソフ トウェア生産性の向上、③限 られたソフ トウ

ェア人材の有効活用な どの効果が期待されます。

このようなオープンシステム化の推進は、ユー

ザーニーズに対応 しているだけではなく国際的な

潮流に沿 ったものであり、コンピュータ市場を一

層国際的に開かれたものにすることが期待 されま

す。

通産省の今後の情報化施策の主眼は、このよう

な意味において、ユーザー重視 と国際貢献 ・国際

調和であ り、オープンシステム化の推進は、まさ

にその中心 となるものです。

オープンシステム化の第一の柱が、OSI(開

放型システム間相互接続)の 推進です。これまで

ISO(国 際標準化機構)で 合意されましたOS

I規 格のJIS化 は既に27規格であり、 このよう

なJIS制 定をはじめ、1985年 か ら91年 までの7

年間をかけて進めている 「電子計算機相互運用デ

ータベースプロジェクト」によるOSI実 用化の
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ための実装規約の開発、オブジェクト登録管理制

度の創設な どを行ってきました。

さらにOSI製 品が実装規約に正 しく準拠 して

いるか否かを検証するための規格適合性試験所の

認定制度の創設など、OSIの 普及に向けた環境

整備を進めているところです。

オープンシステム化の第二の柱が、EDI(電

子データ交換)の 標準化の推進です。EDI、 す

なわちコンピュータネットワークによる企業間取

引に係る情報交換の流れを振 り返ってみますと、

初期においてはユーザーがネットワーク上を流れ

るデータフォーマ ットやコー ドを独自に定めてい

った結果、系列ネットワークが拡大 してまい りま

した。そこで標準 ビジネスプロトコルによる開放

的なEDIの 必要性が認識されはじめ、80年 代に

は米国で国内標準化が進展 し、80年代後半には欧

米協調による国際標準(EDIFACT)の 開発

が進んでお ります。

通産省では、効率的で開放的な企業間情報ネッ

トワーク構築に向けたビジネスプロ トコルの標準

化を提言するとともに、これを具体化するために

「電子計算機の連帯利用に関する指針」、いわゆ

る連携指針制度を創設 してお り、すでに8事 業分

野における連携指針を制定 してお ります。

また、本年3月 の情報処理振興審議会/産 業の

情報化部会報告 「連携指針の今後のあり方」にお

きまして、EDIの 業際化、国際化の観点か ら、

連携指針制度の新たな活用方策について提言をい

ただいてお ります。

これを受けまして、この秋には国際標準 との互

換性が とれた業際間のEDIの ための標準、CI

I標 準の利用を想定 しまして、業際的EDIの モ

デルケースとして、相互に密接に取引関係のある

電子機器、電機、電線、電力の4業 界による連携

指針の策定を行 う予定でお ります。

オープンシステム化の第三の柱が、アプリケー

ションソフ トウェアのポータビリティ(可 搬性)

の確保であります。現在のアプリケーションソフ

トウ ェアはハ ー ドウ ェアの機種、基本 ソフ トウェ

アが異 なる と、 その可搬性が容易な ことでは確保

され ません。 これがユ ーザ ーに とって不便 さを感

じさせ る大 きな要 因 とな って お ります。

この問題 は、アプ リケー ションソフ トウ ェア と

基本 ソフ トウ ェア とのイ ンタ フェースをいか に共

通化 してい くか とい う要素 と、アプ リケーシ ョン

ソフ トウ ェアの開発をいかにハー ドウ ェアや基本

ソフ トウ ェアか ら独立 して行 うか とい う二つ の要

素が あ ります。

前者 については、近年ア プ リケー シ ョンソフ ト

ウ ェア と基本 ソフ トウ ェア とのイ ンタフェースが

ある程度共通化 されたUNIXな どの基本 ソフ ト

ウ ェアが市場で供給 され は じめ、大 きな注 目をあ

びてい ます。今後は、 この ようなアプ リケー シ ョ

ンソフ トウ ェアが稼働す るための共通的な基盤 を、

オープ ンなプロセ スを通 じて拡大 して行 くことが

求め られてお り、通産省 として も積極的 に貢献 し

てい きたい と思 います。

後者 につ いて は、 ソフ トウ ェア開発の標準化 と

自動化 を図るCASE(コ ンピュータ ・エイデ ッ

ド・ソフ トウ ェア ・エ ンジニア リング)技 術に期

待が集 まってい るわけです が、 この技術 を標準的

な環境 において用いれば、対象機種 や基本 ソフ ト

ウ ェア に依存 しない開発が可能にな り、 また ソフ

トウ ェアの再利用や部品化を行 うことも可能で、

生産性 の飛躍的向上が期待で きます。

通産省で は、 これ まで にも Σプ ロジ ェク トをは

じめ、 開発環境の整備方策 を講 じてい ますが、今

後 とも標準的 な ソフ トウ ェア開発環境の総合的な

普及策 を推進 して まい ります。

以上 、申 し上げ ま した よ うに、通産省 は総合 的

な情報 化基盤 として オープ ンシステム化の促進 を

図 って まい りたい と考えて お り、 この秋か ら 「オ

ープンシステム環境整備委員会 」を設 け、ユ ーザ

ー、 メーカー、学識経験者 な どの方 々にご参加い

ただ き、情報政策の 中心 的な課題 として こ議論 い

ただ きたい と考 えて お ります。
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情報化施策の第二の柱は、情報関連基礎技術の

開発推進でございます。既に1982年 か ら着手 して

おります第五世代コンピュータプロジェクトにつ

いての最終的仕上げと今後の展開に関する検討を

進めてまいりたいと考えております。

同時に、新情報処理技術、 「四次元コンピュー

タ」と命名 しておりますが、 この新 しいプロジェ

クトについて も取 り組んで行 こうと考えておりま

す。いずれに しましても、第五世代 コンピュータ

よりも進んだ形での国際協力、特に日米欧の国際

協力のもとで、この新情報処理技術、四次元 コン

ピュータプロジェク トを進めたいと考えておりま

す。

第三の、地域間の情報化格差を是正するため、

地域における情報処理、集積機能の強化を図るこ

とであります。特に通産省では東京一極集中の是

正が産業政策の観点からも、あるいは豊かな国民

生活 とい う目標を追求する意味で も非常に重要な

テーマではないかと考えております。

その一環としまして、地方中核都市に産業業務

機能拠点(ビ ジネスパーク)を 整備するという新

しい政策を、目下、検討中でございます。

第四は、メディア融合時代への政策対応であり

ます。映像、情報、印刷等のメディアの融合を契

機に形成 されます高度映像情報化社会の展望 と課

題を整理 しつつ、地域の映像 ・情報ソフ ト制作の

基盤を整備 してまいります。 このため産業構造審

議会/情 報産業部会の中に高度映像情報化社会に

ついて検討を行う小委員会を設け、この秋か ら来

年にかけて取 り組んでい く予定です。

第五は、情報化社会の安全性を確保するための

セキュリティ対策、情報化社会を支えるソフ トウ

ェア人材育成等、幅広 く情報化基盤の整備を進め、

情報大学校構想等さまざまな施策に着手 しつつあ

ります。

第六は、メロウ ・ソサイエティ構想の推進によ

り、21世紀の理想的な高齢化社会への対応のため

に、情報化 という観点から検討を進めてお ります。

具体的には、 「高年齢者向けインタフェース」

「個人健康情報 ファイ リングシステム」 といった

二つのシステムをモデル的に取 り上げ、メロウ ・

ソサイエティの構築に向けた第一段階にいるとこ

ろでございます。

以上、通産省が現在進めております情報化施策

についての基本的な考え方をご紹介いた しました

が、来る高度情報化社会を実現する主役はあ くま

で も産業界の方々、そして国民の皆さんであ りま

す。

その意味におきまして、本 日ご参加下さいまし

た皆様の一層のご理解、 ご協力をお願い し、講演

の結びとさせていただきます。
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田 島 義 博(微)流 通経済研究所理事長/産 業の情報化部会長)

ただいまご紹介いただきました田島でございま

す。

情報処理振興審議会の中にソフ ト、ハー ドなど

い くっかの部会がございますが、その一つに 「産

業の情報化部会」がございます。昨年度は、その

部会長を勤めさせていただきました。

この産業の情報化部会は、 コンピュータ産業の

今後の展開について、産業界、つまりユーザーの

ニーズを取 りまとめて、今後のハー ドウェア、あ

るいはソフ トウェアの開発に反映させていただ く

とい う役割を担っております。

ここでは、非常に多 くの産業、鉄鋼、電力、電

機、流通な ど、さまざまな産業の問題点、ニーズ

や展望などを多面的に調査 しまして、その調査に

基づいて検討を加え、情報処理振興審議会に提言

申し上げる。この提言が今後の通産省の情報化施

策に反映されるという関係になってお ります。

日本の社会は、産業界に限らず、情報化の影響

を受けて変化 してい くことが予想されます。情報

化のインパ クトは非常に多面的ですが、その中心

になるのが産業の情報化であろうと思います。

私 自身は流通を専門にいた してお りますが、例

えば流通の分野だけでも、中小企業の比率は非常

に高 く、そのことが消費者の利便につながる反面、

効率 という面か ら問題を持っています。

これが情報化の進展、情報システムの利用によ

って、多 くの中小商業が存在する利点を生か しっ

つ、効率面のデメリットを克服することが期待で

きます。 これは流通業界に限 らず、多 くの産業に

ついて同様の期待が持てるわけです。

いずれにしても、産業界における情報化の進展

は、非常に多 くの期待を集めているわけですが、

産業の情報化部会では、情報化に期待される5つ

の役割をまとめてお ります。

1つ は、組織活動が合理化され、また活動にお

ける高付加価値化 というものが、情報化、情報シ

ステム化で推進 されるという期待です。これは組

織の中のコミュニケーションが非常に活発になる

と同時に、他方、外部からのニーズ吸い上げや、

そのニーズに適合する商品、サービスの計画など

の組織内活動の合理化、高付加価値化 ということ

です。

ただ、企業の現実としては、まだまだ情報シス

テム化時代にふ さわ しい経営組織、意思決定の仕

組み、マーケティング活動と生産部門あるいはそ

の他の事業部門間の距離を埋めるコミュニケーシ

ョンが必ず しも十分でない、これをどのように変

えてい くかという問題があります。

このような組織内の問題に加えて、今後、非常

に重要になって くるのは、組織間活動の合理化、

つまり組織 と組織の間での取引、この取引の仕組

みが日本の場合は、国際的に特異性をもっている

ということがしば しば指摘 され、 日米構造協議の

一テーマにもなってお ります。

外国から批判 されるまでもなく、国内的に見ま

して も継続的な取引をするという点では非常に安

定的ですが、反面、非常に人間関係的に処理され

るという点で、ケース ・バイ ・ケース、不透明で

複雑であります。

そうした組織間の伝統的な活動は、今後、情報

システム化の推進によってかな り変質 し、生産性

や効率、取引関係での支配 ・従属関係の克服に寄

与することが期待されます。

3っ め として、最近、企業活動の一つの理念 と

してCS、 カスタマー ・サティスフアクション、

つまり 「顧客満足」という言葉が国際的にも重要

視されるようになっております。ただ、カスタマ

ー ・サティスフアクションは、決 して消費者を相

手 とする消費財産業だけの問題ではな く、生産財、

資本財において も浸透 しつつあります。
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このため、顧客ニーズを吸い上げ、どういうサ

ービスを計画するか、提供するか、その提供され

たサービスが どのように評価されているかなどの

情報 も、情報システム化の推進によって効果的に

分析、利用で きるという期待が集 まっています。

ニーズの多様化が、一層、進むことは明 らかで、

多 くの企業が消費者ニーズの多様化に対 し、商品

あるいはサービスの多様化によって応 じる。その

ことにより、消費者満足は満たされてい くわけで

すが、一方で、生産効率の低下が予想されてきま

す。総需要の拡大には限界があ りますか ら、市場

に投入される商品の種類が多 くなると、単位生産

量は低下 します。そのため、全体的な生産の技術

革新や物流の面でなん らかの取 り組みが必要にな

ります。

こうなると、 どうやって適切な商品の多様化を

図るかが重要な問題 となってきますがこれは市場

を観察する以外にないわけです。

従来、市場を観察する手段は、非常に限 られて

お り、例えば、半年に一回、3ヶ 月に一回の棚卸

しによって何が売れ、何が売れなか った というこ

とがようや くわかります。 これがPOSシ ステム

の導入によって即時にわかるようにな ります。

こうした製品のアセスメン ト、メーカーにおけ

るプロダク トラインや流通業におけるア ソー トメ

ン トなど、 これ らのアセスメントが可能にな りま

す。 これによって消費者ニーズの的確な把握 と多

様化する商品の適正な製造 ・流通の評価 に結びつ

きます。

今後の生産 ・流通は、さらに大量生産を進め、

規模経済を追求することが期待できませんので、

いかに消費者満足を極大化 しなが ら、商品の高付

加価値化を図るかが課題となってい くわけですが、

その実現には情報システムの推進に負うところが

非常に大 きいと考えます。

また、社会的要請か ら、例えば環境の保護であ

るとか、資源の節約、あるいは職場で も仕事の仕

方、快適性などのアメニティを追求 しようという

動きがございますが、このような社会的要請にも

情報化の推進によって応えられる部分がかなりあ

ると考え られます。

産業の情報化に対するこのような意味での期待

される役割、ニーズにっいて、 どのように実現 し

ていくのかにっいても、大 きく2つ にわけて、こ

の部会で討議 しております。

その1つ は製品 ・技術などの情報システムに係

わる問題であり、もう1つ は環境、情報化環境の

問題です。

まず情報システムに関す る問題ですが、これに

は非常に多 くの問題がございます。 しかも、それ

ぞれの問題が独立 しているのではな く、複雑に絡

みあっているのが現実です。

相互に絡み合っている場合、その関係は、た と

えば補完関係であ り対立関係であり、それぞれが

非常に複雑に絡んでお ります。

ただ、その中か ら主要な問題をいくつか ピック

アップし、さまざまな業界を調査 した結果、7つ

のテーマに絞 りました。

1つ は、情報システムの相互運用性をいかに高

めていくか という問題です。

ユーザーの側か らみますと、どのメーカーのハ

ー ドウェアを選択するかによってハー ドの価格 も、

機能 も、 ソフ トウェアにかかるコス トやサービス

の内容も異な ります。そこで目的や業務に最適な

ハー ドウェアを選んでも、それぞれのハー ドウェ

アメーカーが異なると相互につなが らない、運用

できないという問題がございます。

2つ めは、情報機器が身近になり、年配の方か

ら若者まで、利用者層が多様化 しています。 この

ように多様化する利用者の誰でもが使いやすい、

どのメーカーの製品で も、機能が同じなら基本的

な使い方が同じで、す ぐに使えるような使い勝手

の良さが要求されて くる。特に情報 システムの大

衆化には欠かせない問題です。

3つ めは、音声や映像な どの多様なメディアも

活用していきたい。それに対応 したハー ド、ソフ
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トの提供 も充実 して欲 しい という要求です。

それか ら、情報化が進んでまい りますとデータ

ベースの分野への要求が出てきます。何が売れて

何が売れないのか というPOSデ ータ、また、特

許や信用情報などをデータベース化 してユーザー

企業に提供することで、特に意思決定の適正化に

非常に役立つ と考え られますが、このデータベー

スの利用が現在では、あまり普及 していない、 し

かも外国のデータベースはあっても、 日本で構築

されたデータベースが非常に少ないという問題が

4つ めにございます。

5つ めの問題としまして、現在、コンピュータ

が活用されている分野はオペ レーショナルな分野

に留 まっていますが、これを意思決定支援や知的

創造支援などの分野に利用 してい くかという問題

がございます。

一方、情報化環境整備の問題については、特に

インフラス トラクチャの部分でありますOSI、

EDIな ど標準化の問題がございます。これ らは

1っ めに述べ ました相互運用性の問題 と重要な関

係があります。

さらに企業の中で情報化を強力に推進する環境

をつくる上で、その中心的役割を果たすCIO、

チーフ ・インフォメーション ・オフィサーを育て

ていくことも必要になるか と思われます。

問題 としては、そのほか安全性、セキュリティ

や法制度な どございますが、以上、申 し上げまし

たように、システムその ものに係 る問題 と情報化

環境の整備に係 る問題について、産業の情報化部

会で討議 し、提言いた しております。

これで、簡単ではございますが、昨年度の産業

の情報化部会の中でとり上げられた情報化の現状

とニーズについてのご報告 とさせていただきます。
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皿演講調基

ユ ー ザ ー ニ ー ズ の 反 映 と 製 品 開 発 の 重 点





基 調 講 演 皿 ユ ーザ ーニ ーズ の反 映 と製 品 開発 の重 点

水野 幸男(日 本電気㈱副社長)

日本電気の水野で ござい ます。

いよい よ具体化 しは じめ ま したオープ ンシステ

ムに対す るユ ーザ ーニーズの反映 と、 それ に対 し

て メーカー として どう製品開発 を行 って い くか に

つ いて、お話 しさせていた だき ます。

情報処理産業 は、1990年 に10兆 円を越え る産業

に成長 して まい りま した。 この背景 にはニ ーズそ

の ものの革新、技術の進 歩な ど、 シーズの革新、

ニ ーズの拡大に も支え られ、個人、企業、社会へ

とコン ピュー タシステムが浸透 して いることがあ

げ られ ます。

技術革新 の基本的構造 は、何 よ りもLSI技 術

を中核 に高速化、低価格化 、多様化、専門化 して

お ります。1つ の例 として、 この25年 間でテ クノ

ロジーが どの ように進歩 して きたかをお話 し しま

す。

日本電気 のモデル500シ ステムが1966年 に発表

されま したが、1991年 の98NOTESX/Eと い う新 し

いパ ー ソナル コンピュータの諸元 と比較 してみ ま

す と、性能面で15倍 、価格面 では500分 の1と い

うこ とで コス トパ フ ォーマ ンスを考 える と7,500

倍 と急速 な進歩が あ りま した。(図1参 照)

コンピュータその ものの進歩 を眺 めて み ます と、

大 き く分 けて1つ はスーパ ー コンピュータのよ う

にハ イス ピー ドの演算力を利用 して複雑な シ ミュ

レーシ ョン等 を行 うもの と、一方で手頃 な コンピ

ュータに よる大衆化、パ ー ソナル化が あげ られ ま

す。

処理形態を整理 してみ ます と、 コ ミュニケー シ

ョン技術の進 歩が情報処理 技術の進歩 との シナジ

ー効果を経 て、大 き く処理 形態が変化 して きてお

ります。(図2参 照)

ホス ト集 中の階層 型ネ ッ トワー クか らワー クス

テー ションを主力 に した分散 型の ネ ッ トワー クへ

と移行 し、 その拡大 によるパ ラダイムの大 きな転

換が行われてお ります。(図3参 照)

まず、効率化 ということで、社内を中心に情報

化が進んでまい りましたが、SISな どにみられ

るように付加価値の追求、対外的利用への展開が

行われております。

またシングルベ ンダーからマルチベ ンダー化へ、

さらに トップダウン的なシステム構成 ・利用形態

か らボ トムア ップ的な形態へと移 りつつあります。

同時に、テクノロジー中心か ら利用者中心のカ

スタムオ リエンテ ッドな方向に大きく変化 してお

りまして、企業の情報処理部門だけでな く、エ ン

ドユーザー型のシステムが重要視されつつありま

す。

このような環境のなかで、ベ ンダーが製品開発

の重点をどこに置いているのかを簡単にご説明い

た します。(図4参 照)

最新技術の提供、独自の技術を使 って、他社よ

り一歩進んだコス トパフォーマンスの機器、 シス

テムを提供することも重要ですが、今後は、標準

化を目指 した最新技術、標準化をベースに して他

社 より一歩進んだ、優位性を確保したシステムが

重要な流れになって くると思われます。

また、利用者の立場か ら考えてみます と、ソフ

トウェア、データ、あるいは従来のオペ レーショ

ンなどの既存資産の継承性が個別企業体の情報 シ

ステムだけでなく、他社 との接続上の相互運用性

の問題としても大変重要にな ります。

これらを考えてみますと、今後の製品開発の重

点は、最新技術を用い、よりオープンなシステム

の実現 という方向に重点が移って くると考え られ、

ここに注力 しているわけでございます。

オープンシステムの意義はいろいろ考え られま

すが、 まず広 く受け入れられる標準仕様、例えば

国際標準、業界標準を採用 して特定のベ ンダーの

機種に依存せず、ユーザーの立場から自由にシス
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テム構築が可 能な もので、具体的には現在、OS

の分野 ではUNIXが 注 目されてい るわ けで あ り

ます。(図5参 照)

この よ うな製品開発の重点を一歩進めて考えて

み ます と、従来製品 のオープ ンシステ ムへ の組入

れのた めの強化が特 に重要 にな ります。(図6参

照)

また、最新技術を世 の中に認知 して もらうため

の努力 も必要 にな ります。例 えば、OSIを とり

ま して もまだ十分に受 け入 れ られていない。 それ

は標準 化技術 がいまだに受 け入 れ られていない こ

とに要因があ ると思い ます。

オープ ンシステム実現のための製品上 の重要技

術 としてい ろいろ考え られ ますが、 ここで は代表

的な4つ の技術にっ いてお話 しいた します。

それ は、UNIX、OSI、SQL、CASE

の4つ の領域です。実際の運用、 オペ レー ション

の面 とシステム開発の面で あ ります。(図7参 照)

運用 の面でい きます と、 オープ ンな基本 ソフ ト

ウ ェア、OSと してUNIXが ござい ます し、 コ

ンピュー タの相互接続 にはOSI、 それか ら、デ

ー タベースをア クセスす るSQLで あ り、 システ

ム開発の面では最終的に ソフ トウ ェアが動作す る

ターゲ ットマ シンとは独立に、ハー ドウェアに と

らわれない開発方法を 目指す ソフ トウェア開発支

援 ツールであるCASEと い うことがで きます。

これ らの うち、UNIXに ついてポイ ン トだ け

申 し上 げ ます と、POSIXあ るいはX/OPE

N、 この2つ の標準仕様の策定をわが国 メーカー

がほぼ全て参加 して、積極的 に進めて お ります。

また、 その標準 にそ って実際 のソフ トウ ェアや

OSを 開発す るUI、OSFが ございます。 この

2つ の グループはそれぞれの企業戦略上 の問題か

ら独立 してお りますが、将来 、ぜ ひ とも1っ とな

って世界 的にディス トリビュー トされてゆ くこと

が期待 され、また我 々ベ ンダー も働 きかけてい く

必 要があ ると考 えてお ります。(図8、9参 照)

それか らOSIに っいては、現在、POSIや

INTAPを は じあ とす るOSI推 進 機関な どに

より積極的 に進 め られて お りますが、具体的には

FTAM、MOTIS、ODA/ODIF、TP、

RDA、OSI管 理 な どのアプ リケーシ ョンがほ

ぼ整 理 されてお ります。(図10参 照)

これ らOSIの ユーザー も、特許庁 をは じめ、

損害保険業界な ど、大 きいユーザ ーが現 れて お り

ます。 また、欧州 や米国のCOSな どのOSI推

進機関 との接続実験 も終 え、世 界的に協調 しなが

ら進展 してい るのが現状です。(図11参 照)

以上 のようなOS、 あるいはイ ンタフェースに

つ いて のオープ ンシステ ム化は非常に重要であ り

ますが 、一方、 これか らの情報処理 はデ 一夕オ リ

エ ンテ ッ ドな システムへ と変化 しつつ あ りますの

で、データ中心 の システム、 ソフ トウ ェアのつ く

り方 やデータその もの も重要 にな ります。

例えば、データベースをいち ど構築す る と、 シ

ステ ムの移行 ・改造 の際にプ ログラム 自体 の変換

はある程度、容易にで きますが、データベースの

変換 は大変難 しい問題があ ります。 またデー タベ

ースを変換す るこ とで プログラム も大 き く変わ っ

て きます。

このこ とか ら、 オープ ンシステ ムにお いては、

デー タ、データベ ースにおける互換性、相互運用

性 が非常 に重要 になる と考 えます。

これ も、幸 いな ことに50以 上の データベ ースが

SQLを サポー トしは じめ、 マイ クロ ンステムか

らメイ ンフレーム まで、あ らゆる レベ ルのマ シン

でSQL言 語 が使 われ、データベ ースア クセスに

ついての相互 互換性 が高 まって きてお ります。

しか し、細 かい議論 にな ります と、 まだ まだ メ

ーカーご との方言が ござい ま して、SQLを 実装

して いる とい って も完全な互換性 とい う点では、

問題が ございます。(図12、13参 照)

ただ、SQLそ の ものは、1987年 に第1次 の規

格 が策定 され、1989年 にはデータの整合性 をベ ー

ス に した シス テ ム が 規 格統 一 化 され 、ISO

9075と な り、現在 に至 って お ります。
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このよ うな運 用面で のオ ープ ンシステム と同時

に、 オープ ンシステム上で稼働す るソフ トウェア

を開発す るための ソフ トウ ェア開発用 ツー ルと し

てCASEが ございます。

例 えば、通産省 がバ ックア ップ してお ります Σ

システム も重要 なCASEで ござい ます。現在、

各 メーカーのハ ー ドウ ェア、エ ンジニア リングワ

ー クステー シ ョンで稼働す るよ うにな って います。

特 に、事務処理分野 でのツール開発 とい う意味

で2つ のアブv－ チが とられてお ります。(図14

参照)

1つ は、 ジェネ レータ中心 のアプ ローチで、 も

う1つ はチ ャー トエ デ ィタを 中心に した ソフ トウ

ェア開発 ツール として のア プローチです。

ジ ェネ レータ形式 の場合、部品あ るいは ソフ ト

ウ ェアの標準的 なパ ター ンな どの標準品を流用 し、

肩 的の ソフ トウ ェアを効率 よ くつ くることを狙 い

としてい ます。 チ ャー トエデ ィタでは、 エデ ィタ

に よるプログラムの作成、つ ま りチ ャー トを編集

しなが らソフ トウ ェアを形成 してい きます。

さ らに再利用重視の合成 メカニズムの中で、 ソ

フ トウェアの標準 モジュール、パ ッケー ジ、パ タ

ー ンな どを ソフ トウ ェア開発用のデータベースに

入れ、 シ ンセサ イザ ー的な合成 メカニズムを使 う

こ とで、 ソフ トウ ェアを作成す る作業の効率化 を

図 ってい ます。

またデ ータ ・アーキテ クチ ャの定義の公開や組

合せの 自由な ツール体系な ど、 ターゲ ッ トマ シン

に依存 しない開発環境を 目標に してい ます。

以前、私は 日本 と米国の ソフ トウ ェア開発部 門

の比較を したことがありましたが、米国ではソフ

トウェアの開発の際に、まず開発ツールの調査、

スタディから入って、良いツールを選び、それを

徹底的に利用 して開発 していくのに対 し、日本で

はあまりツールには関心を示さないという大 きな

違いがございました。

その結果、ソフ トウェア開発の生産性は米国の

ほうが良いとい う分野が ございます。このことか

ら、今後の情報処理産業の発展のベースとなるの

は開発ツールの積極的な利用ではないかと考える

次第でございます。

ときどき若い技術者に話すのですが、以前、北

京へ行った際、北京原人の墓がございまして、そ

の墓の立て札に 「北京原人 と従来の猿 との違いは、

北京原人は道具を使 った。 しか し、猿は道具を使

わなかった。」と書いてあ りました。

これはソフ トウェア開発の面でも猿人の時代か

ら原人、人の時代へ と移らなければいけない、 と

いう例え話ですが、 こうしたツールを積極的に使

うことでソフ トウェア開発保守の生産性が良 くな

り、情報化はどん どん進展 していくと考えます。

以上、今話 しました4つ の領域を十分反映 しな

が ら、今後の製品戦略を展開 していきたいと考え

ております。オープンシステムそのものは、まだ

まだ発展の段階にありますので、ベンダーがオー

プン化への取 り組みに積極的に参加 し、業界全体

としてこれに応えてい くことが、大変重要なこと

だと思っております。

ご静聴、有 り難うございました。
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25年 間のテ ク ノロジの進 歩

N2200/M500 98NOTESX/E

発 表 1966 1991 25年

性 能 0.2 3.0 15倍

メ モ リ コア DRAM

0.5Kb〃 くツ ケ ー ジ 4Mb/チ ップ

最 大524KB 640KB

デバイス 1万6千 個 59個
1

-

270

大 き さ 3m3 0.004m3
1

-

750

価 格 1.76億 円 27.8万 円
1

-

500

川RishtsR啓erv●d.COP7rl肋t◎ 日 本 電 気 複 式 会 社 ハ991

図1

処理形態の推移(分 散処理への展開)
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Allli`h白a臼er▼ed,Co,,ri`ht◎ 日 精 気 株 式 会 社 八四1

図2

利用の拡大に伴 うパラダイムの転換

効率 化(内 向 き) 付加価値の追求(外 向き)

単独集中システム 分 散ネ ッ トワーク化

シ ングル ベ ンダ マルチ ベ ンダ化

トップ ダ ウン(ホ ス ト中心) ボ トム ア ップ(WS中 心)

利 用 者 中 心

最 新 技 術 の 提 供

利 用 者 の 保 全

A】」RI`htsReser∀ed,Copyright◎日本電気株式会社|991

図3
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製 品 開発 の重 点(1)

最新技術の提供 利用者の保全

1独 自の最新按司
s

資産の継承性

標準化 された/標準化を

目指 した最新技術

畢

o

資産の継承性
十

相互運用性

⑨

最新技術を用いた、よりオープンなシステムの実現

o本 気

図4

オ ープ ンシス テ ム とは

一広 く受 け入れ られてい る標準仕様(国 際標

準、業界標準)を 採用 し、特定のベ ンダや

機種に依存せ ずにシステムの構 築が可能な

システム

ーオ ープ ンシ ステ ム のOSと して
、現状 で 最 も

注 目 され て い るOSがUNIX

◎ 式 社

図5

製品開発の重点(2)

オープ ンシステムへの取組み と

最新技術の標準化への努力

ーオープ ンシステム対応製 品の拡充

一従来製品のオープ ンシステムへの組み入れの

為の強化

一最新技術 を世の中で認知 して もらう為の努力

o

図6
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運 用 開 発

CASE

川R1`htgx・Str▼ ●d.c叩,・ltbt◎ 日 本 電気 採式 台 社1eel

図7

UNIX標 準 化組織

組 織 活 動 概 要 参加メンバ

POSIX UMX中 核部分の標準仕様を定義 欧米60社の技術者
(IEEE1003)

(1985)

X/Open 業界標準 を 「共通アプリケション環 日欧米の メーカ

Co.,1td. 境」の仕様 として採用 株主会社21社
ユーザ ・カウンシル30社
|SV・カウンシル22社
システムベンダ・カウンシル7社

(1984) 〔1991年胡 現在)

Ul UNIXSystemVとBSDの 統 合化 製品 の AT&丁,S卵 な ど

(UMX 提供 メ ンバ
佃temational

Inc.)
(1988)

POSIX,X/Open準 拠アプ リケーシ ョン・

オ ペ レーテ ィ ング環境 の提 供

240社 以 上

('99博朋 現在)

OSF OSFア プリケ ーシ ョン環 境の 提供 lBM,DECな と

(Open POSIX,X/Open準 拠Machベ ー ス の 新 スポンサー7社
Software OSの 提供 全会員数
Foundation)

(1988) 275社 以 上(1gg南 月聴

Sl:RishtsRe●trved,Co,yrl`ht◎ 日本 竜 気 性 弐 会 社1田1

図8

UNIX標 準化組織の関連

採用

SViD
採 用

ユーザ
ベ ンダ

UniForum

代表

代表

IX
→ISO

X/Open

CAE(CommonApPlication

Environment)採 用

ライセンス
契約

ライセンス
契約

顯

麟 ユ嬬 ダ

川ft1.hts頁 稔・。rVtd,c。pyrltht◎ 日本 電 雄 気 会 社1ss1

図9
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OSIの 適用領 域

グ2蒜 房 ラ毛玉㌶三き《1品ξ

アプ リケ ー シ ョン

LAN

輪⑥ 　
t th◎ 日本電気法式会社tg9]

図10

地域 ワークシ ョップ と国際協 調

アジア太 洋 州地 域/

ワークショップ
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[・Wr巨STWSI「EW・Sl/＼/

/

、、
、、

、

lpOSIl COSLISPAGl
MAP/TOP

、、

、 、

、

l

l
、

!
ノ

!ノ

!/

!
ノ

、

、、
、、

PDISP提 案

、

、

、
1

、 、

、 、
、
フ ィーダーズ

フォーラム

∂
〆、 、

lISO/IECJTCIl
PDtSP:ProposedDraftlnternationatStandardProfile

AllR o日 本電気良式会社ISSI

図11

標準化の背景

一一一50以上 の 製 品がSQ1を サ ポ ー ト

ー マイク ロか らメイ ンフ レーム まで
、 あ らゆ る

レベル の マ シ ンで 稼働

一・一－SQLで 書 か れ たAPが 増 加 し
、事 実 上 の標 準 に

なって い る(特 に米 国)

但 し

一 いろ いろ な方 言が 存 在 す る

－SQLを 実装 してい る とはい って も互換 性 に問題

◎ 日本電気株式会社1991

図12
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国際規格の現状

lSO9075-1987SQL

デ ー タベ ー ス を扱 う利 用者プ ログラム の可搬 性 を最優 先 に して、

必 要最低 限の 機 能 を規 格化

lSO9075-1989SQL

リレーシ ョナル モ デル の よ り良 いサポ ー トを 目的 と して 、ISO

9075-1987の 補遺1を 規 格 に統一

補 遺1(Addendum-1)

○参 照制約 定 義(Referenciallntegrity)

表 間の参 照/被 参照 を定 義 し、デ ータの 保全 性 を強化

〇 一－t意性 制約 定義 の拡 張(TABLEconstraint)

○初 期値 定義(DEFAUtT)

OCHECK制 約 定義

A|1胃ihgdら|h◎ 日撒 橡式台社1旬1

図13

Σ事務処理分野ツールの開発目標

ロ二つ の アプ ローチ

(ジ ェネレータ中心、チャー トエディタ中心)

日暮利用重視の合成メカニズム

ロデ 一夕ア ーキテクチ ャの定義 と公開

ロ組み合せ 自由なツール体系

ロターゲットシステムに依存 しない開発環境

川Ri.hts9稔 舗r路d.Co,7rl・ht◎ 日本 電 気 糠 民 会 社 ハ89】

図14
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W演讃詞基

これ か らの 情 報 サ ー ビス産 業 の 役 割 と使 命





基 調 講 演Wこ れ か らの 情 報 サ ー ビス 産 業 の 役 割 と使 命

佐藤 雄二朗((社)情報サービス産業協会政策委員会委 員長/

㈱アルゴテクノス21代表取締役社長)

これ まで、ユーザーの立場 か ら田島先生、 メー

カーの立場 か ら水野副社長 とご講演が続 きま した

が、私は情 報サー ビス産業 としての立場か らお話

し申 し上げ ます。

先に、情報サー ビス産業 のあ るべ き姿、技術革

新 とユーザーニーズの変 化に どう応えてい くかに

ついて 「2000年の ビジ ョン」を発表いた しま した

が、 これを中心に 「これか らの情報サー ビス産業

の役割 と使 命」 と題 して お話 しさせていただ きま

す。

今、米国では コンピュー タ誕生40周 年、1951年

に人 口統 計局 にユ ニパ ック ・1が 導入 されて40年

がたち ま した。 これをっ くったDr.エ ッカー トは、

当時、ペ ンシルバニ ア大学 の学 生で したが、彼 は

米 国 と欧州、 アジアに1台 つつ の コンピュータが

あれば、世界 中の計算処 理 は全て足 りる と考えて

いたそ うです。

それか ら40年 過 ぎた今 日、 ソフ トウ ェア資産 と

ネ ッ トワークが築 き上 げた世界が これ だけ巨大に

なるとは想像 もで きなか ったわ けです。

昭和61年 に通産省 が 「2000年 の情報産業 ビジ ョ

ン」を発表いた しまして、 その 中で 日本が年率5

%の 経済成長 を続 けてい くと、2000年 には情報産

業がGNPの20%を 超え、160兆 円近い リーデ ィ

ングインダス トリーになる と予測 してお ります。

(図1)

この ような巨大 な産業 は、戦 時中の軍 需産業 を

除いては存在 しなか った もので 、 自動車、家 電、

流通 とさまざまな産業があ るなかで、将来的 には

非常 に大 きな産業にな るこ とが期待 されて いるわ

けですが、 これを支 え る3つ の産業が存在す ると

思 います。

半導体技術を中心 とする コ ンピュータ産業、ネ

ッ トワー ク技術 の中核 を担 う通信産業、そ して ソ

フ トウェア開発を中心とする情報サービス産業で

す。(図2)

このうち、コンピュータ産業、通信産業は歴史

と伝統を誇 る企業群によって形成されていますが、

残念ながら情報サービス産業は歴史 も浅 く、非常

に脆弱な企業が多いのが現状です。

一方で、ソフ トウェア開発を中心 とする情報サ

ービス産業の規模は、平成2年 度には5兆9,000

億円、46万 人を抱える産業になっており、今後 も

成長が予想 される産業の一翼を担 う業界のあり方

をビジョンという形でっ くったわけです。(図3)

40年 におよぶ情報化社会の歴史は、ユーザーと

メーカーがつ くってきた歴史でありますが、その

世界が広がるにつれ、ユーザー、 メーカーだけで

はできない部分が大 きくなってまい ります。 ここ

に情報サー ビス産業の出発点があったわけですが、

残念なことに、その当初の役割は労働力の提供で

した。(図4)

しか し、新 しい技術、新 しい付加価値に対する

市場ニーズが増大するにつれ、これまで労働力提

供型であった情報サービス産業を知識提供型へ と

質的に転換 していかなければならない状況にきて

お ります。

情報化社会の3っ の柱の一角が崩れれば、産業

全体に大 きな歪みができます し、その影響は市場

にも現れます。そこで情報サービス産業をいかに

健全な産業に育成 してい くかが重要な問題になっ

てまいります。

この産業を支えている基本的技術は ソフ トウェ

ア技術であります。1973年 の第1次 オイルシ ョッ

クの際、 「ウォールス トリー ト・ジャーナル」が

名言を吐いてお ります。 「これからの世界の経済

成長を阻害するものがあるとすれば、それは石油

とソフ トウェアである。」(図5)
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それほ どソフ トウェアは資源 として重要 だ とさ

れ るわけです が、企業家に とって ソフ トウ ェア と

は一体 何なのか という問題は大変難 しい問題 にな

ります。

これは2つ の面か ら考え られ ます。一つ は測定

可能 な世界 で、例えば開発 とい うフェーズ の中で

ステ ップ単位で あるとか、何 日で、何人で、何 ヵ

月でで きるか という部 分で、 どちらか とい うと労

働力提供 の世界です。

問題 は2つ めの測定不可能な世界。いわ ゆる シ

ステムの設計、、システ ムの提供、あ るいは構築、

運 用、保守 な どの大変難 しい世界で あ り、 いわゆ

る知識 の提供 の部分です。

ソフ トウ ェアには、開発の面 とア ーキテ クチ ャ

、構造 の面 とがあ りソフ トウェア開発 には計画 ・

分析 ・設 計 ・プログラ ミング ・保守 と5つ の フェ

ーズが あ りサイ クリックにな ってお ります が、 そ

の 中で重 要 となるのは上流工程 としての計 画 ・分

析 ・設計 の部分です。(図6)

プロ グラ ミングの ような労働力 に依存す る部分

は、将来 的な技術 の進展に よって、CASEな ど

に吸収 されてい くだろう、その ため に も情 報サー

ビス産業 は労働力提供型か ら知識提供型へ と転換

を図 らなければな りません。

もう一つ、構造の世界につ いてお話 ししま しょ

う。 ソフ トウ ェア技術の根底 には基本 ソフ トウ ェ

アがあ ります。 その代表はOSや デ ータベ ース、

コ ミュニ ケーシ ョンな どです が、ユ ーザ ・一 ・アプ

リケーシ ョン ・プログラムを効果的に利 用す るた

めに も基本 ソフ トウェアのイ ンタフェース の構造

を、生産性 を考慮 しなが ら考 えてい く必 要 がある

と思われ ます。

その よ うな背景か ら、仙情 報サー ビス産業協会

が発表 した 「2000年の ビジ ョン」は情報サ ー ビス

産業の独立宣言であ り、基本 的には下請 けか らの

脱皮ですが、従来の労働力提供型か ら知識 提供型

へ転換す る ことによって、ユ ーザ ーの よ り高い信

頼 を得て い く。質的転換に よって品質の 向上、 ノ

ウハウの蓄積、 そ して開発 コス トの削減 を図 って

い くことが、結果的に は産業の資源、財産にな っ

てい くわけです。(図7)

こう した産業 の近代化が阻害 されてい た大 きな

要因は、実 は、現在の価格 体制あるいは契約問題、

例 えば人 月単価、 ステ ップ数な ど質 とは まった く

関係 な く、労働力だ けが 目に見える評価の対象で

あ ったか らです。

また、 この産業が これ まで怠 っていた もの とし

て投資があ りま した。厳 しい競争 の中で さ まざま

な先行投資を しなが ら血のに じむよ うな努力 を続

けて きた他の産業 に比べ ると、情報サ ー ビス産業

は、 この ような投資、特 に質の向上 に対す る投 資

を して こなか ったこ とも原因 と言 え ます。

ただ、 ソフ トウ ェアの世界では生産性 の向上 が

非常に難 しく、 プログラムをマ シンコー ドで組 ん

でいた時代か らアセ ンブラーの時代にな り、そ し

て ランゲー ジの世界 になるまで3.6倍 しか生産性

が向上 してい ません。

この ような情報 サー ビス産業が抱え るさまざ ま

な問題を見据 え、解決 して い くことに よって コン

ピュータ産業、通信産業 と相伍 してい けるだ けの

健全な産業 として 自立す る ビジ ョンが必要にな り

ます。

さて、望 まれるオープ ンシステム化の中で、情

報サー ビス産業 は どの ような役割を果たすのだろ

うか とい う点にお話 しを移 してい きたい と思い ま

す。

オープ ンシステム とは、お そ らくユーザーオ リ

エ ンテ ッドなシステムで、ハ ー ドウ ェア、 ネ ッ ト

ワーク、 ソフ トウ ェアな どを 自由に選 択で きるコ

ンセプ トではないで しょうか。(図8)

この 目的は、最大 の効率 と最小の費用でユーザ

ーシステムを構 築す る ことですが、その実現には

い ろい ろな ものが共通化、標準化 されな ければな

りません。

まず、OSが 取 り上 げ られ、ア プ リケー シ ョン

ソフ トウェア とのイ ンタ フェースが問題にな りま
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す。 さ らに、 システム接続 、デー タベ ースあるい

はGUIの ような見た 目、使 い勝手、 そ してネ ッ

トワー クサー ビスな どの世 界が ござい ます。 こう

した さまざ まなア ーキテ クチ ャが連動 し合 ってお

りますので、標準化 とい って も複雑な問題があ り

ます。(図9)

ところで、 こ うした世界 はOSか らネ ッ トワー

クまで、 その有力 な ソフ トウ ェアの構造の部分 は

ほ とん ど輸入技術 で して、国産技術 は非常 に少な

い。 ここが 日本 の情報産業 の大 きな弱点で はな い

か と思 い ます。30年 を振 り返 って基礎技術 の研究、

投 資を怠 って きた結 果であ ります が、知的所有権

に対す る認識 が高 まって くるにつ れて どう対応 し

てい くか とい う課題 がでて まい ります。

われわれに とって、オープ ンな環境 とは、標準

化、多 様化 された部品をユーザーニーズに よって

カス タマイズ してい くことですが、 これは選択 の

自由に よって生産性を高め ることにな ります。

(図10)

そ して、 オープ ンとい う問題は、ユーザ ーが任

意 にシステム構成要素 を選択す る自由が明確にな

る とともに、ベ ンダー とユ ーザ ーの境界が明確に

な り、ユ ーザ ーは 自らの選択 に対 して責任 を持 っ

て いかなければな らない。(図11)

ベ ンダーは どうか とい うと、従来 か らの差別化

とは別の競争の中で優 位性 を保 っていかな ければ

な らない。 これ まで固有の コンセプ ト、ア ーキテ

クチ ャの 中で開発 を進めて きたため、例えば、A

NSI標 準の プログラ ミング言語が各 メーカー固

有 の実装方法で提供 された ため、ユ ーザ ーが苦 し

んで きた とい う現実が オープ ン化の要求 につなが

って いるこ とを認識 しなけれ はな りません。

これ までの差 別化 は、必ず しもユ ーザ ーの コス

トを下 げ、あ るいは業績 を上 げる ことに直接的 に

貢献 してい るか とい うと疑問 が残 ります。

そ うい う意味ではベ ンダーの環境 も変 わ り、 コ

ス トパフ ォーマ ンスや アフターサー ビス とい った

部分で どうユ ーザ ーを支援 してい くか とい う世 界

へ変化 して い きます。(図12)

では情報 サー ビス産業 は どうか と申 します と、

ユ ーザーの責任が 明確にな る中で、ユーザーの側

に立 って、多様化す る技術 と知識への支援を行 う

パ ー トナー シ ップを持たな けれ ばな らない。

(図13)

これは単 に、 システ ム設計 ・開発のサ ポー トだ

けで はな く、技術 や知識等 の ノウハ ウの蓄積 と、

質 的なものに対す るご理解 をいただいた上での価

格 、契約体系の確立、 そ してパ ー トナー として の

モ ラルの向上が課題 となるで しょう。

米 国の情報サ ー ビス産業 では、 こうした 自覚 に

燃えて産業の イ メー ジを変 えつっあ ります。

いわゆるコ ンピュータ ・ソフ トウェア&サ ー ビ

スイ ンダス トリー とい う名 称を変 え、イ ンフ ォメ

ーシ ョン ・テ クノロ ジー ・インダス トリーへ と脱

皮 し、ADAPSOか らlnformationTechnology

AssociationofAmericaへ とな ります。 同時 に

カ ナ ダで もCDAPSOか らlnformation

TechnologyAssociationofCanadaに な ります。

(図14)

こうした産業の質的転換 の根底 には、や は り個

人の努力が必要 にな ります が、個 人が スキルを上

げてい くには適性 な能 力評 価基準 、労 働環境 の整

備等、産業 内部 での質的向上が必要にな ります。

(図15)

いずれに して も情 報サ ー ビス産業の使命 と役割

は、テ クノロジー と文化、経済、社会を結んで、

新 しい知識社会をつ くり出す ことであ る と確信 し

て お ります。 皆様におかれ ま して も、 この産業 の

健全な発展、育成に対 し、多大 なるご支援 をいた

だ き、 また ご理解をい ただきたい とお願い 申 し上

げ ます。
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〈通 産 省 〉 ζ ノ

2000年 の 情 報 産 業 ビジ ョ ン

◆GNP年5%成 長 と し て

・西 暦2000年 の 産 業

・西 暦2000年 の 情 報 産 業

図1

情報産業 を支える三本の柱

★ コ ン ピ ュー タ産 業

マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス の 技 術 を

駆 使 し た メ ー カ 群

富 士 通 、 日 電 、 日 立 、IBM等

★ ネ ッ トワー ク産業

ISDNを こ れ か ら の 中 核 に

通 信 回 線 の 提 供 や 通 信 機 器 メ ー カ 群

NTT、KDD、 第 二 寛 々

★情報 サー ビス産業

コ ン ピ ュ ー タ と 通 信 を 駆 使 し 、 ユ ー ザ 、

社 会 の 要 求 に 答 え る 仕 組 み 作 り を 行 う

企 業 群

NTTデ ー タ 、 野 村 総 研 、CSK

日 立 情 報 シ ス テ ム ズ 、 日 本 総 合 研 究 所

図2
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情 報 サ ー ビ ス産 業 の 規 模
一 通 産 省 平 成2年 度 ま と め よ り

総 売 上 5兆9.000億 円

従 業 員 数 460.000名

事 業 所 総 数 12.000社

前 年 対 上ヒ

売 上 向 上 率

35%土 曽

10年 平 均 24.3%増

主 要 売 」二先

① 金 融

② 製 造

1兆5.700億 円

1兆5.400億 円

図3

22%増

GNPは6%

26.6%

26-3%

サ ー ビ ス

200 の ビ ジ ョ ン

★ 産 業 の あ る べ き 姿

今 、 何 故"あ る べ き 姿" な の カ 、。

メ ー カ 、ユ ー ザ に で き な い こ と を 指 向

拉 術 と 社 会 を 結 び つ け る

役 割 を 担 う産 業

現 状 ど お り

規 模 は 大 き い が

主 体 性 の 乏 し い

産 業Zこ な る

〔労 働 力 提 供 型 〕

'図4

実 力 と

使 命 感 の あ る

産 業 と し て 自

裁 あ 「・:.る;べ6きU姿 覗

〔知 識 力i提 供 型 〕

社

会

の
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ソ フ トウエ ア の理

★ ウ オ ー ノレ ス シ ー ノレ

"経 済 発 展 を 阻 害 す る 要 因 は

石 油 と ソ フ ト ウ ェ ア"

そ の 正 体 が つ か め な い

2則 定 可 能

(ス テップ/人 ●月)

*正 確に話せる人がいない

乏則定 不 可 能

灘 情'… 与 一 ビ ス 産 業 が 担 う べ き役 割|

プログラミング 牒 ソフトウェア論理
の世界 牒 仕組み作りの世界

労働力の提供 総 知識の提供
一,

◆ ソ フ ト ウ ェ ア は

2つ の 面 か ら と ら え る の が 合 理 的

・ ソ フ ト ウ ェ ア の 構 造

一 ソ フ ト ウ ェ ア の 開 発 工 程

図5

ソ フ ト ウ ェ ア

造

◆ベ ー シ ッ ク ソ フ ト ウ ェ ア

(OS)オ ペ レーテ ィングシステ ム

(DB)デ ー タベー スシステム

(DC)デ ー タコ ミュニケ ー シ ョン

ラ ンゲ ージ

◆ミ ドル ソ フ ト

ア プ リケ ー シ ョ ン ソ フ トと

ベ ー シ ッ ク ソ フ トの 橋 渡 し

◆開発支援 ツール

・CASEetc.

◆ア プ リケ ー シ ョン

ソ フ ト ウ ェア

・産業別

・業務別

開

◆シ ス テ ム 開 発 ライフサイクル

・:画

亘析一.(玉 ⊃
統 計

ラミiシ:グ

守(玉 ⊃

5つ の フェー ズか ら成 り立 っている

それぞれの フェーズでの

作業 を定 義 した もの

メ ソ ドロ ジ ー とツ ー ル に よ り

減 少 して い く!

SIシ ス テ ム イ ンテ グ レー シ ョ ン

図6



ユ ー ザ か ら信 頼 され る産 業

下請け構造か らの脱皮
労働力提供→知識提供

質への評価を得る

価格、契約問題

技術力の向上

先行投資

生産性の向上

　

産 業 と し て の 自 立

ド役 を め ざ す 一

図7

▼

最 高 の 効 率 と最 小 の 費 用 で 、

ム 構 築 を 実 現 さ せ る こ と

図8
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オー プン化 のため の

ア ー キ テ チ ー

ランゲージ

EDI

OSI

LAN

GUI

↓

異 機 種 間 連 動

ア プ リ ケ ー シ ョ ン 通 信

図9

オ ー プ ン シ ス テ ム環 境 と は!

ユ ー ザ ニ ー ズ

多 種 多 様 イヒ

、

標

準

イヒ

さ

れ

ナこ

音B

品

()S

＼

ユ

」.

＼

一

!一

/

1

、

N

/

選 択 の

自 由Zこ よ る

'生 産 性 の

,高 し、

カ ス ト マ イ ズ

SI SO

DB

シ

ス イ

テ ン

ム テ

グ

レ

1

シ

ヨ

ン

シ

ス オ

テ ペ

ム レ

ズ1

シ

ヨ

ン

DC

.

ラ ンゲ ー ジ

ハ ー ドウ エ ア

/

ネ ッ トワ ー ク

/

//
/

・ メ ー カ と の 責 任 区 分 が 明 確 に な る

・ シ ス テ ム 構 築 の 最 終 責 任 は ユ ー ザ が 負 う

図10
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ユ ー ザ に と って の オ ー プ ン シ ス テ ム と は,

ユ ー ザ は 、 任 意 に シ ス テ ム 構 成 要 素 を

選 択 す る 自 由 を 得 る こ と が で き る 。

↓
組 み 合 わ せ に 責 任 を も た ね ば な ら な い

・仕 様 の 決 定

一機 種 の 選 定(マ ル チ ベ ン ダ ー)

・ ソ フ ト ウ ェ ア の 選 定

(DB・ 開 発 支 援 ツ ー ル)

一ネ ッ ト ワ ー ク の 選 定

・ カ ス ト マ イ ズ

・ シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア の 教 育

●保
.守

etc－

図11

メ ー カ に と っ て の オ ー プ ン シ ステ ム とは,

◆ 競 争 優 位 を ど こ に 求 め る か?

一 差 別 化 が な く な る 一

◆コ ス トパ フ ォー マ ン ス の 良 い 製 品 の 開 発

◆ア フ タ ー フ ォ ロ ー の 充 実

◆開 発 環 境 支 援

◆標 準 の 早 期 実 装/デ リ バ リ ー

◆そ の 他 の 機 能

・ ラ ン ニ ン グ コ ス ト

・ ス ペ ー ス コ ス ト

・災 害 対 策

図12
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情 報 サ ー ビス産 業 に と って の一
シ ス テ ム 組 み 合 わ せ の 多 様 化 に 対 す る

幅 広 い 技 術(知 識)の 提 供

ユ ー ザ に と っ て は 、 ま す ま す シ ス テ ム

の 選 択 に 対 す る 責 任 が 重 く な る 。 そ の

面 を 当 産 業 が 技 術 、 知 識 、 見 識 を も っ

て 支 援 す る 。

そ の た めZこ も

◆あ ら ゆ る 製 品 に 対 す る 充 分 な 知 識 と 理 解 力

が 必 要 と な る 。

◆シ ス テ ム 設 計 に 対 す る 思 想 が 求 め ら れ る 。

図13

米国 〈情報 サー ビス産業〉の動 向

ADAPSO

1989

口

SUCCESS2000

10年 が か り で こ の 産 業 の 重 要 性 を

学 生 に 訴 え る 。

1990

5ヵ 年 計 画10項 目

・産 業 の イ メ ー ジ

・政 府 機 関 と の 関 係

・地 域 的 プ ロ グ ラ ム

・品 質 保 証

●紛 争 解 決

図14
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情 報 サ ー ビ ス産 業 の課 題

◆産 業 と し て の 課 題

産 業 と し て の 自 立 へ の 挑 戦

◆企 業 と し て の 課 題

明 確 な 経 営 の ビ ジ ョ ン

◆個 人 の 善果題

ス キ ル 向 上 へ の 努 力

《役 割 と 使 命 》

テ ク ノ ロ ジ ー と 文 化 、 経 済 、 社 会 を

結 び つ け 、 新 た な る 知 識 社 会 を 創 り 出

す こ と こ そ 、 我 々 の 役 割 で あ り 、 ソ フ

ト ウ ェ ア 技 術 を 基 に し た 情 報 サ ー ビ ス

産 業 の 使 命 と い え る 。

図15
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第1セ ッ シ ョ ン

本 格 化 す る オ ー プ ン シ ス テ ム へ の ニ ー ズ

情報 化が進展 す るにつれ 、増大 す るシステム資産 とマルチベ ンダー環

境 の中で システムの維持、拡張 に費やす膨大 な情報化 投資や、分散化 の

中で高 まる相互 接続/運 用 のニーズなど、情報 ・通信 ユ ーザ はどの よ う

な問題 を抱 え、 また対応 しているのか代 表的事 例 を紹 介。

こう した、長年 にわたるユーザーの課 題を統 合的 に解決す る概念 と し

て注 目され るオ ープ ンシステムについて、ユーザ ーニーズを整理す る と

ともに、必 要 とされ るオ ープ ンシステム環境 を提起 す る。

事 例 1

電 子 出 願 シ ス テ ム に お け るOSlの 利 用





第1セ ッシ ョン 本格化す るオ ープ ンシステムへのニ ーズ

事例1電 子 出願 システム にお けるOSlの 利用

小嶋 一正(特 許庁電子計算機業務課運行管理室長/シ ステム開発室長)

本 日は、昨年12月1日 から稼働 しました電子出

願システムの中で、いかにOSIを 利用している

かとい うことを中心に、 システム利用のオープン

化にっいてお話 します。

まず、特許制度について、簡単にご説明いた し

ます。(図1参 照)

特許制度の目的は産業の発展にあります。各企

業で研究された発明 ・考案を、一定期間、具体的

には特許な ら15年間にわたり法的に技術の製品化

および、その売買を独占する権利を保証 し、その

内容を公表することで、重複研究を排除するとと

もに、権利の許諾、売買によって独占的な技術を

広 く利用できるようにする制度でございます。

つ ぎに特許の取得方法の手続きについてご説明

します。ある発明があった場合、その内容を指定

の様式に従 って記述 した紙を特許庁に提出してい

ただ くと、これを 「出願」と呼びますが、出願さ

れた ものが定め られた様式に合致 しているか、必

要事項が漏れていないかなどをチェックします。

これを 「方式審査」 と呼びます。

この方式審査によって問題がないと認め られた

ものが受理されまして、出願より1年 半たちまし

たら出願の内容を一般に公開 します。特許庁では

「公開公報」という本を出版 していますが、こう

した方法で公表 したのち、審査請求があった場合

は、出願 された発明に特許権を与えるかを細かく

審査することになります。

どういう観点から審査を進めるかといいます と、

その発明 ・考案か産業に利用できること、新 しい

技術であること、つまり新規性ですが、さらに進

歩性があることなどを審査 していきます。

この中で、新規性のチェックについて具体的に

申 します と、過去の技術文献の中に類似の技術が

ないか、審査官が書類をめ くりなが らサーチ して

いきます。この作業がかな りの部分を占めます。

このような審査の結果、問題がなければ 「公告」

という形で一般に周知いたします。これで異議が

なければ 「登録」になります。

日本の特許制度では、方程式の解法のように自

然法則を利用していないものは発明 ・考案 とは見

倣されず権利になりません し、過去に類似のもの

があったり、進歩性がなければ 「拒絶」という形

で処理 されます。

こうした制度ができて100年 以上にな りますが、

最近の状況では昭和46年 からほぼ直線的に出願件

数が伸びております。昭和62年 の段階では、特許

と実用新案の出願を合計 して55万件にも達 してお

ります。現在で も、昨年末の段階で50万件を超え

ております。この出願件数は、全世界の特許出願、

実用新案の出願の約40%を 占あております。(図

2参 照)

さらに 「公開公報」、 「公告公報」などで公表

される 「特許情報」の件数は、全世界の約5096を

占めてお ります。

このように出願件数が多いということは、各企

業の研究が活発であるという評価につながると思

いますが、同時に、審査官が審査 しなければなら

ない作業が非常に多 く、審査期間が どん どん延び

てい くことになります。

昭和48年 の要処理期間、つまり審査に費や した

時間は4年 以上 もかかってお りました。そこで、

この時点で制度改正を行い、先ほどご説明 しまし

た公開制度、審査請求制度を導入することで、本

当に審査すべきものを絞るとともに、早い時点で

情報を公開 し、重複の出願を減 らす という対策を

してお ります。 この結果、要処理期間が減少 して

きまして、昭和55年 には1/2の2年 程度 となって

います。
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しか し、昭和50年 頃から出願件数そのものが伸

び、再び審査期間が長期化して きております。そ

こで、昭和57～58年 頃に10年後の予測を行いまし

たところ、審査の要処理期間は10年 にもなるとい

う結果が出ました。

特許行政の使命は、迅速 ・的確な権利付与です

ので、出願件数が伸びたり、審査官定員が削減さ

れても事務処理の効率化、審査業務の効率化を図

り対処 しなければなりません。(図3参 照)

こうした問題意識、背景か ら電子出願システム

の開発および審査官の審査を支援する機械検索シ

ステムの開発に10年 計画で着手いたしました。こ

の総合的施策を 「ペーパーレス計画」と呼んでお

ります。

特許を出願する人およびその代理人を 「申請人」

と呼びますが、 日本語ワープロの普及によりこう

した方 々がワープロで出願書類を作成 して くるよ

うにな ります と、今度はディスケットの電子デー

タそのものから出願できないか という要求が出て

まい ります。(図4参 照)

一方
、特許情報の利用者の多 くは企業関係者で

あり、各企業ではコンピュータの導入が進んでい

るため、公開情報 もマシンリーダプルな媒体で提

供 したほうが検索 し易いという要求 も出て まいり

ます。

以上のような特許庁外の背景からもペーパー レ

ス化が望ましいといケことで、昭和59年 から予算

化され、開発が始まりました。

では、概念図をもとにペーパー レスシステムに

っいてご説明いたします。(図5参 照)

「出願」は、出願人または代理人か ら出願書類

が提出され行われますが、これをオ ンラインまた

はフロッピーディスクに変えていく。当然、従来

か らの紙の出願も受付けられますが、紙の場合、

特許庁の中で電子化されます。

電子データを原本として官庁が扱 うのは世界で

も初めてのケースで、法制面での対応に苦労があ

りましたが、平成2年12月1日 より電子出願が開

始 され ま した。

電 子 デ ー タで 出 願 され た もの は、 図 の左 上

の 「受付 ファイル」で受 け付 け、他の出願情報 と

ともに 「出願デー タファイル」へ蓄積 します。 こ

れが原本 にな り、 これを もとに全 ての処理がな さ

れ ます。

方式審査で は、 コン ピュー タで可能 なチ ェック

はで きる限 り行 ってお き、 さ らに端末画面上 に表

示 してチ ェックして い くことで効率を図 ってお り

ます。

方式審 査を通過 した もの は、出願か ら1年 半後

に公開 しますが、電子データを自動編集 し、CD

-ROM等 で公報 を発行 します。 さ らに公報 デー

タは総合資料デ ータベースの中に蓄積 し、審査官

の審査 に役立て ます。

総合資料 データベー スの中で、利用頻 度が高い

ものにつ いては、 その技術内容を記号化 した ター

ムをつ け、検 索用データベ ース として、審査 ・審

判 の作 業効率 を上 げ、審査要処理期間の短縮 を図

ってお ります。

次に システ ム構成 について ご説明 します。 「受

付用 ホス トコ ンピュー タ」は2台 で、1台 が常時

受付用、 もう1台 は附帯業務 を処理 します。 も し

常時受付 用ホス トに障害が発生 した場合 、附帯業

務 用の ホス トに切 り換え るホ ッ トス タンバ イの体

制 を とって お ります。 この受付用ホス トと申請用

端末 との間をISDNお よびDDX-Pの 公衆回

線 で結ん でお ります。(図6参 照)

そ して、庁 内のさまざまな事務処理をサ ポー ト

す る 「事 務処理 ホス ト」や、 出願マ スタ ・書類 フ

ァイル、原本のデータな どのフ ァイル管理 用には

「全体管理ホス ト」が あ ります。

この他、特許庁 は昭和39年 か ら種 々の事 務処理

を コ ンピュータ化 してお ります が、その事 務処理

システ ムに、 まだペーパー レス化 されていない部

分が ござい ます。その処理を行 う 「既存事務処理

ホス ト」、 さ らに総合資料デー タベー ス、検索用

データベ ースを駆使 した 「サーチ総合資料 データ
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ベース」用 ホス トの合計4台 のホス トコンピュー

タが あ ります。

この 内、サ ーチ総 合資料用 ホス トを除 く5台 の

CPUをLANて 結 びま して、1日 毎のバ ッチで

データ転 送を行 ってい ます。 また、CPUと 端末

間に も高速LANが あ り、検 索や事務処理、方式

審査等に役立 って お ります。

さ らに現在 の電子出願 システムが稼働す る以前

に、既 にサーチ ・総合 資料の閲覧用に システムが

開発 され てお り、 この システムで もCPU・ 端末

間に専 用の高速LANを 利 用 してお りますので、

特許庁 には3つ のLANが あるわけです。

この ような システム構成 の中で、通信 プロ トコ

ルを どうす るか に非常 に苦 労を したわけです が、

電子 出願 用の通信 プ ロ トコル、CPU間 の通信 プ

ロ トコル、CPU－ 端 末間の通信プ ロ トコルをO

SIに 統一す るこ とにな りました。.

電子 出願 システ ム以前のCPU－ 端木間の通信

プロ トコロルは、OSI規 格が整備 され る前 に構

築 されてい ますので、当初 は非OSIプ ロ トコル

で動いてい ま したが、現在 はOSIに 準拠 した形

にな って お ります。

それで は、 システム構 築 にあた り、OSIプ ロ

トコルの採 用に至 った経緯等 についてお話 しいた

します。(図7参 照)

特許庁 のペ ーパ ー レス システムは、10年 間で総

額1,500億 円に も上 る非常 に大掛 か りな システム

です。

この よ うな大規模 な システムでは、ハー ドウ ェ

アの台数、種類 だけで も非常に大 きな数にな りま

す。 また、非常 に大 きな国家 プロジェク トとい う

面か ら考 え ます と、 システ ムに使用す るハ ー ドウ

ェア も一社 に限定せず多 くの メーカーに門戸を開

放 したほ うが よい と考え ま した。

さらにハー ドウ ェア提供側 には、それ ぞれ得意、

不得 意の分野が ござい ます。 ネ ットワー クを得意

とす るメーカー、CPUの 演算速度 を高 め る技術

が得意な メーカー、磁気 デ ィス クや光 デ ィス クな

ど周辺装置を得意 とす るメーカーな どいろいろご

ざいます。

また、新 たな技術 が開発 された場合、す ぐに対

応す るためには、つ ま り最新技術 への即応性 とい

う意味 か らもマ ルチベ ンダーで行 こうとい うこと

にな りま した。

それか ら、取 り扱 う電子文書の処理が非常 に特

殊 で、 ミクス トモー ド文書の形 を とります。 ミク

ス トモー ドでは、文字 データだけで な く、図形デ

ー タ、数式や科学構 造式 な どの出願書類に含 まれ

ているデータを一 緒 に取 り扱 うわけで、 しか も ミ

クス トモー ドデ ータの トランザ クシ ョン処理 を し

な ければな りません。

1件 当た りのデー タ量 は、平均す る と約120キ

ロバ イ トぐらいにな ります。 それが、年間50万 件

出願 され るわけです。 しか も、毎 日定量の 出願が

あるので はな く、季節的、時 間的な変動が あ りま

す。 こうしたデ ータの処理 に高速の レスポ ンスが

要求 されて くるとい う特殊性 があ ります。

また、既存のサ ーチ ・総合 資料 デー タベース シ

ステ ムはマルチベ ンダーで シス テム開発を行 って

お ります。 この総 合資料 データベ ースでは、イ メ

ー ジデータといい ますか、図形 データを含ん だ情

報 があ りま して、既 に ミクス トモー ドデータのよ

うな処理 を行 って い ま した。

このため、非常 に苦労 しま して、 ホス トお よび

端末の通信 プ ロ トコルを両 メーカーか ら開示 して

いただき、変換 用の ゲー トウ ェイを開 発 し、 これ

によ って接続 いた しま した。

それか ら文字デ ータ とイ メー ジデータ とい う異

な るタイプのデ ータを処理す るためにデータス ト

リームを2本 用意 しました。

この ような状態で したので、新 しく機能追加 や

性 能ア ップを図 ろ うとす ると、かな り難 しい問題

がでて きました。

この ような経緯 を踏 まえ、新 システムでは メー

カーか ら独立 したイ ンデ ィペ ンデ ン トな国際標準

OSIで 行な うことにな りま した。 これによ り、
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各 メーカーは独 自に、OSIイ ンターフェースを

開発す れば、相互 に通信が可能 になるわ けです。

OSIの 利用 につ いて具体的 にご説明 します。

電子出願 の部分で は、ISDN、DDX--P、L

ANの 各 ネ ッ トワー クを採 用 して お りますが、O

SIが 規定 して いる各 レイアのプロ トコル群が ら

それぞれに適 したプロ トコルを選 び採用いた しま

した。

第1層 の物理層か ら第7層 のアプ リケ ーシ ョン

層 までOSI標 準 を採用す る方法で決定 しま した

が、扱 うデータが ミクス トモー ドで あるたあ、全

てOSIで 固 める と、 その処理能力 に疑問が残 る

ため、アプ リケー ション層 を特許庁独 自に若干の

手直 しを加え ました。

まだOSIで 仕様 の固 ま って いない トラ ンザ ク

シ ョン処理 は特許庁独 自の プロ トコルに し、 ホス

ト間でのデータ転送 はFTAMを その まま利用す

る形 を取 って います。

もう少 し、詳 しく説明 します と、下位層で はI

SDNの 回線交換、DDX-P、(実 は システム

を構築 してい る頃 は、 まだISDNの パ ケ ッ ト交

換サー ビスが実現 して いませんので、回線交換 し

かサポー トして お りません。)そ れか ら庁内のL

ANはCSMA/CDを 利用 して います。(図9)

中間層では第4層 に交換網用の コネクシ ョン型

IS8073ク ラス0を 、LAN用 に コネ クシ ョンレス

型のIS8073ク ラス4を それぞれサ ポー トしてい ま

す。

トランザ クシ ョン処理 ではACSE、ROSE

の コマ ン ドをベ ースに独 自 トランザ クシ ョンプ ロ

トコルを開発 してお ります。 なお、ホス ト間の大

量デー タのバ ッチ転 送はFTAMを 利 用 します。

さて、特許 庁独 自のプ ロ トコルを設 けざ るを得

ない理 由は、 実はデ ータ構 造にあ ります。書誌 デ

ータを特許庁 独 自の形式 に して、他の文書構造 に

ついてはCCITT、(こ れ もISOのODA/

ODIFの 中に取 り込 まれてい るわけです が、)

のCCITTのT.73と い う規格を利 用 しま した。

ODA/ODIFは 、 システム設計の段階で は

まだIS(国 際標準)に な ってい ません ので、 当

時、GIVフ ァクシ ミリで実 用段階 にな ったT.73を

使 って文書情報を扱 いま した。 イ メー ジデータは

全て ラスタデータ(白 と黒 の点)と して扱 い ます。

このほか、電文 の構成 に特徴が ござい ます。R

OSE(RemoteOperationServiceElement)プ

[1ト コルでは、ROSEヘ ッダに格納 された コマ

ン ドに従 って一連 の処理が行 われ ます。 このRO

SEヘ ッダの次 にアーギュ メン トが続 きます。 ア

ーギ ュメン トはエ ンベ ロープ とコンテ ン トに分 け

られ ますが、エ ンベ ロープの中には電文 の発信 元

と配布先の情報 が入 れてあ ります。 コンテ ン トを

さ らに分割す るとデータ種 別 コー ドと実 際の職 位

情報 とい う形にな ります。(図10)

書 類情報はヘ ッダ部 とホデ ィ部 にわけ られ ます

が、 このヘ ッダ部 の中身 に特許庁 の工夫 を凝 ら し

てお ります。 ヘ ッダ部 は、 さらに レングス部 と書

誌情報部か ら構成 され ます。

本来のT.73フ ォーマ ッ トであれば書誌 情報部 は

ボデ ィ部に含 まれるのです が、特許庁 ではハイ ス

ピー ドの レスポ ンスが要求 され るため、 この よう

な形に しま した。 レングス部があ って書 誌情報部

があ る。書誌情報部 は前半 のデ ィレク トリ部 と後

半 の実デー タが入 る形 にな ります。

アイテムデータはJIS漢 字 コー ドの第1水 準

と第2水 準 だけで構成 されてお り、制御 符号 を全

く含 まない形 に して お ります。 これは書誌情報 の

チ ェ ックを し易 くす るためで、例 えば出願人 か ら

の書誌情報 にエラーがあ った場合、T.73フ ォーマ

ッ トでは制御 符号 を取 り扱 う毎 に時間がかか り、

エ ラー メ ッセー ジを出願人 へ返す レスポ ンスが維

持で きな くな ります。

この ような特許庁独 自のプ ロ トコルを開発す る

にあた り、 まず特許庁標準 仕様 とい うものを作 成

しました。(図ll)

当時は、 まだOSIの 開発が進んで い ませんで

したが、DP(DraftProposal)、DIS(Draft
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InternationalStandard)の 段階か らINTAP

で開発中の実装規約(案)を 開示 していただき特

許庁 用に若干 ア レンジ したわ けです。

このア レンジにあた って は メーカー、実際のユ

ーザ ーにな る方 々に参加 していただいた標準仕様

研究会 を組織 し、皆 さん の合意の上で標準仕様を

作成 し、 この仕様 に基づ いて端末機の開発指針等

をっ くりメーカー4社 がオ ンライ ン端末 を開発 し

て お ります。 さ らに もう1社 が、現在 、 コンフ ォ

ーマ ンステス トの段階 にきてお ります。

コンフォーマ ンステ ス トは、標準仕様 に基づい

て開発 された端末 が、本 当に この仕様 に合致 して

い るか どうかを試験 す る もので、特 に特許庁独 自

仕様 であるため、INTAPで 実施す るコンフォ

ーマ ンステス トだけでは不十分です。 このため、

特許庁で は独 自の コンフ ォーマ ンステス ト用 のプ

ログラムを開発す る とともに、データ構造 の特殊

性か ら特許庁仕様 にあ ったデー タ構造 であるかを

確認す るメーカー接続 テス トを実施 して お ります。

こ うして試験 に合格 したマルチベ ンダーの端末

を出願人 ・代理人の方々が安心 して使 うことがで

きるわけです。

しかし、 これだけではシステムとして不十分で

して、特許データは機密情報を含んでいるわけで

して、システムへのアクセスをある程度厳重に管

理 していなければ、ハ ッカーやデータの不正入手

等の事故が起こります。そのため、申請入接続テ

ス トを実施 しております。 これは申請人のID・

パスワー ドを設定 し、その申請人だけが使える回

線、 しか も同一回線を使った場合で も端末機のア

ドレスな どを区別し、これ らが一致 した段階で初

めて端末か らアクセスできるようになっておりま

す。

こうして10年計画で始められた 「ペーパーレス

システム」もほぼ構築を終え、現在では、出願用

のオンライン端末は約500台 、1ヵ 月あた り数万

件の出願がされる、政府機関では最大級のシステ

ムとなっております。

ご静聴ありがとうございました。
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2ペ ー パ ー レ ス 計 画

(■)特 許 行 政 の 使 命

的 確 な 権 利 付 与

(2)直 面 し て い る 課 題

出 願 件 数 の 急 増

定 員 肖1」減

事 務 処 理 負 荷 の 増 大
審 査 期 間 の 長 期 化

事 務 処 理 の 効 率 化
審 査 処 理 の 効 率 化

総 合 施 策 の 一 環 と し て

電 子 出 願 シ ス テ ム の 開 発

文 献 検 索 シ ス テ ム の 開 発

図3

(3)申 請 人 サ イ ドか ら の 要 請

OAイ ヒの 波

日 本 語 ワ ー ド プ ロ セ ッ サ ー の 普 及

↓

電 子 出 願

(4) 特 許 情 報 の ユ ー ザ'一 サ イ ド か ら の 要 請

OAイ ヒの 波

特 許 情 報 利 用 の コ ン ピ ュ ー タ ー 化

↓

特 許 文 献 の 電 子 化

↓

CD-ROM公 報 の 発 行

図4



ペーパー レスシステムの概念図
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ペ ー パ ー レス シ ス テ ム機 器 構 成 図
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3.OS工 採 用 理 由

マ ル チ ベ ン ダ ー 指 向

・ シ ス テ ム の 公 共 性

申請人 ・特許情報ユーザーを回線で結んだシステム

・ 大 規 模 シ ス テ ム

トータル7百 万ステップのアプリケーションソフ ト

大型 ホス ト10台 程度を含むハー ドウェア

巨大データベース(図 形データを含む5000万 件の技術文献)

・ 最 新 技 術 へ の 即 応 性 の 確 保

電 子 文 書 処 理

・ ミ ッ ク ス ト モ ー ド 文 書 の

ト ラ ン ザ ク シ 田 ン 処 理

・長 大 電 文 の 高 速 転 送

異 機 種 接 続 の 経 験

一 サ ー チ ・ 総 合 資 料DBシ3テ ム で 苦 労

ホス ト側はX,25

端末側はETHERNET

両者をゲー トウェイで接続

文字データとラスターデタの2デ ータス トリーム

仕様公開の範囲

図7

4.特 許 庁 の 通 信 プ ロ ト コ ル

層

特許庁外 特許庁内

受付 ホス トー電子出願端末
,

ホス トー庁内端末 ボス}一ホスト

7

特 許庁 トランザ クシ ョンプロ トコル 特 許庁 トランザ クシ ョンプ ロ トコル FTAM

IS8650 IS9072 'IS8650 IS9072 IS8650

6 IS8823.8824.8825 IS8823.8824.8825

5 IS8327 IS8327

4 IS8073(ク ラス0) IS8073(ク ラス4)

3 1,451 IS8208 IS8208 IS8473

2 1,441 IS7776 IS7776 IS8802/2(LLC)

1 L430 X.21

X.21bis

IS8802/3(CSMA/CD)

適

用

網

Dチ ャネル B.チ ャ ネ ル DDX-P

LAN

ISDN

図8
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5.OS■ 利 用 状 況

(■)通 僧 綱(下 位 層)

一 電 子 出 願 用 通 僧 綱 一 一 一 ■SDN回 線 交 換

DDX-P

・ 庁 内LAN-一 一 ー 一 －CSMA/CD

ホス ト問 ・ホスト端末筒井

(2)ト ラ ン ザ ク シ ョ ン 処 理

・ 電 子 出 願 用 通 信 網 一 一 一 庁 独 自 プ ロ ト コ ル

・ ホ ス ト 端 末 間LAN-一 庁 独 自 プ ロ ト コ ル

出願書類データの処理

ACSE(IS8650)・ROSE(IS9072)を ペースに
ー庁独自のトランザクシ日ンプロトコルを開発

(3)フ ァ'イ ル 転 送

・ ホ ス ト'間LAN-一 一 －FTAM

(4)デ ー タ 構 造

・ 書 誌 デ ー タ は 庁 独 自 形 式

'他 の 文 章 情 報 はCC工TTのT.73

一 図 面 ・表 ・化 学 構 造 式 ・数 式 は

全 て ラ ス タ ー デ ー タ(200DPI)

図9

(5)電 文 構 成

通 信 プ ロ ト コ ル 仕 様
の 規 定 範 囲

電 文 仕 様
の 規 定 範 囲

書 類 情 報 の 構 成

書 類 ・h膏…幸臣

ヘ ッ ダ ポ デ イ (T.73 デ ー タ)

ヘ ッ ダ の 構 成

レ ン グス 部 書誌情報部

総 レ 書 ド 明 図 ア ア ア ア ア ア
,

セ ア ア

情 ン 誌 キ 細 面 イ イ イ イ イ イ パ イ イ

報 グ 部 ユ 書 ド テ テ テ テ テ テ ～ レ テ テ 心

長 ス 情 メ ド キ ム ム ム ム ム ム 1 ム ム

部 報 ン キ ユ 1 デ 位 1 デ 位 タ デ デ

情 長 ト ユ メ D 1 置 D 1 置 1 1

報 情 メ ン タ タ 夕 タ

長 報情 ン ト 長 長

郎報 ト 長

長 長

;. '
・、

'
.、

ll`1

図10
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6)実 施 ま で の 手 順

一 特 許 庁 標 準 仕 様 の 作 成

特 許庁独自 トランザ クシ ョンプロ トコルの開発

・ 電 子 出 願 用 端 末 機 の 開 発 依 頼

特許庁標準仕様の公開

電子出願端末開発指針の公表

コ ン フ ォ マ ン ス テ ス ト

OSIプ ロ トコル(ACSE、ROSEま で)の テス ト

特許庁 トランザクシ ョンプ ロトコルのテス ト

メ ー カ ー 接 続 テ ス ト

データ構造部分の確認テス ト

申 請 人 接 続 テ ス ト

申請人ID・ パスワー ド等 システム設定値の確認テス ト

図11

一39一





事 例 2

「異 な る ホ ス トと の オ ンラ イ ンの 実 現 一 損保

業 界 に お け るOSI-VTの 適 用 」





事例2異 なるホス トとのオンラインの実現一損保業界におけるOSl-VTの 適用

礒山隆夫(東 京海上火災保険㈱取締役情報 システム管理部長)

ただいま、 ご紹介いただきました東京海上の礒 一方、皆さんの社内のオンラインを見ていただ

山でございます。 きたいのですが、その中で行われております仕事、

私は、 この6月 まで損保業界のシステム部門で 業務はインタラクティブな、会話型によるマスタ

進めて まいりましたOSI-VTに よる代理店ネ ーの照会であるとか、あるいはエ ントリが主であ

ットワーク構築の検討部会の主査を務あておりま りまして、ファイル転送の割合は少ないのではな

した。その関係か ら、本 日は業界でのこれまでの かいと思います。

取 り組みについてお話させていただきます。 社内のオンライ ンがこのような状況なのに、社

まず、損保業界では、オープンシステムを実現 外、特にOSIを 利用 したものになるとファイル

するためにOSIの バーチャルター ミナル(VT)、 転送 しかできないのか、そういう意味で、今回、

つまり仮想端末の利用を進めていたのではございOSI-VTの ホス トシステムやVANシ ステム

ません ということを、はじめに申し上げておきま が動き出しまして、このような状況に変化を与え

す。 ることができればと考えてお ります。

私 どもの業界では、複数の保険会社 と常時、取 また、損保業界では、相互接続性確保のための

引を待つ乗合代理店 とい うものが ございます。こOSI-VTの 仕様を作成 し、メーカーに依頼い

の乗合代理店 とのオ ンライン化を実施するに当た たしまして、ホス トシステムやVAN対 応 システ

り、複数の保険会社の異なるホス トコンピュ一夕 ムを開発 していただいただけではな く、相互運用

との接続を実現するための解決策 として進めてま 性確保のために各種標準化活動 も行 ってまいりま

い りましたのが、OSI-VTに よる代理店ネ ッ した。こうしたお話の前に、まず私 どもの業界に

トワー クの構築で した。 おける販売組織 と業務の特性について簡単に触れ

そ して結果的には、92年 春に各保険会社 とVAた いと思います(図1参 照)。

Nと の間の通信プロ トルコとして、世界初の、国 損保業界では、保険の販売は保険会社か ら独立

際標準OSI-VTを 利用 したネットワークがス した数多 くの損害保険代理店によって行われてお

ター トする運びとな りました。 ります。代理店は、各損害保険会社の出先や営業

後ほ ど詳 しく申し上げますが、このネットワ一 所、支社に所属いた しまして、保険会社の委託を

クでは、端末 として既存の メーカー ・プロ トコル 受け、お客様 との間で契約の募集や契約締結に係

・エ ミネ一夕を搭載 したパ ソコンなどを利用し、 わる仕事を行います。

VANがOSIプ ロ トコル とメーカー ・プロ トコ 代理店は、大規模な株式会社から個人で営業す

ルの変換を行 うとい う形態をとっております。 る小規模なところまで幅広い層にわたっておりま

さて、現在まだOSIを 利用するネットワーク す。また、保険会社1社 だけと取引 している専属

は非常に少な く、特に、企業間にまたがるネット 代理店 と複数の保険会社の保険を販売する乗合代

ワークでは、OSI-FTAMを 利用 したファイ 理店がございまして、どちらかというと乗合代理

ル転送を行 う特許庁の電子出願システム、九州の 店には比較的規模の大きい会社が多いといえます。

地銀 さんのネットワークだけと聞いてお ります。 さらに、保険販売を専業としている専業代理店

つまり実現 しているのはファイル転送のネットワ と、別に本業を持つ一方、保険販売 も行 う兼業代

一クです。 理店 というものもございまして、代理店の形態は

一41一



実に多様でございます。

次に、損害保険業務の特性について5項 目にま

とめてみたものをご説明いた します(図2参 照)。

まず、1つ は、契約をするために必要な情報、選

択すべき条件が非常に多 く、かっ複数であります。

契約者の住所、氏名、保険の対象 となるもの、契

約期間と保険金額、それか ら、お客様にお支払い

いただく保険料を算出するためのさまざまな条件。

この条件は保険の種類毎に異なります。

例えば、自動車保険です と車種や草名、形式、

担保種目、これは保障の項 目ですが、その他運転

する方の年齢条件や保険料の払込条件、事故歴な

ど非常に多 くの情報が必要にな ります。

2つ 目に、契約に必要な情報や選択すべき条件

が複雑なため、契約期間中の契約内容の変更、こ

れを 「異動」と呼んでおりますが、異動の頻度が

非常に高 く、また複雑になっております。

3つ 目は、損害保険の商品が多様化 しているこ

とです。自動車保険や火災保険にもいろいろ種類

がございますが、最近では高年齢、長寿化社会の

影響を受けまして、介護費用保険や、あるいは各

種積立型の保険の発売によりまして数が増えてい

るほか、今後 も各種 リスクに対応するために多様

な商品開発が増加 してい くと思われます。

4つ 目は、商品開発や料率改定のサイ クルが比

較的短いということです。これは保険を改良 しま

して、保険金をお支払いする対象を拡大 したいと

か、常に適正な保険料を適用 したいとい う努力の

結果で もございます。

最後に、積立型の保険が非常に売れておりまし

て、 この保険特有の仕事 として満期返還金や契約

者配当金を確実にお客様にお支払いするための管

理業務、あるいは契約者貸付金の取扱いな どがご

ざいます。

以上、損保業界特有の業務について一通 りご説

明いた しました後で、いよいよ本題に入 りたいと

思います。

私 どもの業界では1985年 頃までに各保険会社の

社内オンライン化が進んでまいりまして、全国各

地にございます支社、営業所あるいはサービスセ

ンターを結ぶネットワークが完成いたしました。

これによって社内事務の情報化はある程度達成 さ

れましたが、一方、代理店さんではどうかと申 し

ます と、大規模な代理店か らオフラインで始まっ

ております。以後、機器が安価になったこともあ

り、導入代理店数が増えて まいりました。

この時期の代理店側の情報化ですが、各保険会

社が開発 したシステム、あるいは代理店が独自に

開発 したシステムを利用 して、法定帳簿、つまり

法律で定められたフォームの帳簿の作成であると

か、保険会社 との清算業務、顧客管理、簡単な契

約管理などをオフコン、パソコンで行うもので し

た。 これはオフラインで行われたために、保険会

社 とは別に、代理店側でデータを再入力する必要

があ りました。

その後、情報化が進展 してまいりまして、代理

店の情報化に対する興味 も強まり、保険会社側 も

オンラインを社外へ と拡大 しは じめました結果、

代理店オンライン化の検討のきっかけになったわ

けです。

保険会社 と代理店 とを結ぶオンラインは、代理

店の効率化だけではなく、保険会社にとりまして

もお客様への迅速な対応が可能になる、いわば顧

客サー ビスの向上が期待できます し、さらに効率

化の効果も期待できるということで検討に着手 し

たわけですが、実際にはなかなか難 しく、単に社

内のオンライン端末を代理店に出せばいいという

わけにもいきません。

先ほどお話 した乗合代理店にしてみると、複数

の保険会社とオンライン化を行う必要があるわけ

で、取引のある保険会社からオンライン端末を導

入すると机の上が端末でいっぱいになる、つ まり

多端末状態にな ります。また、各社の端末 ごとに

オペ レーションが異な りますので非常に非効率的

にな ります。

そ こで1台 の端末で、各保険会社の異なるホス
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トコンピュ一夕とオンライン接続 し、会話型で業

務が可能な環境が望 ましいと考えられ、そのため

の共通プロ トコルがないかというのが当時の状況

でございます。

ここで代理店オンラインの目的について整理 し

てみますと次の4つ が上げられます(図3参 照)。

第1に 、保険会社から提供されるデータを利用

し、お客様のいろいろな問い合わせに、最新の契

約内容をもとに即時に対応することです。従来か

ら、代理店では紙ベースで、あるいは機械に契約

条項の一部を入力 しまして管理を行 っていました

が、オンライン化により保険会社のコンピュータ

が保有する最新の、詳細な契約内容の情報を利用

できることになります。

第2に 、代理店が設置する端末は1台 で各保険

会社のホス トに対応させたい、さらにホス ト側で

用意するプロ トコル も単一にすることで、業界全

体の重複投資を軽減 し、ひいては保険契約者にご

負担いただ くコス トの削減を図ることでございま

す。

第3に 、会話型オンラインによって代理店側で

各種保険料の試算を行えるよう準備 しました。最

新の契約情報を反映 した正確な保険料の試算や異

動、解約の保険料の試算が行われることで、即時

に、お客様に正確な保険料を提示でき、顧客サー

ビスの向上が図られています。併せて、代理店の

保険料試算にかかるロー ドの削減 と、保険会社に

とりましても事務処理ロー ドの削減を図ることが

で きます。

それか ら第4に 、機械化された代理店では、従

来、契約データは各代理店 ごとで入力されていた

のですが、保険会社か らデータの提供を受けるこ

とでデータ入力ロー ドが削減できます。

このような目的を達成するために、私 どもでは

以下のような適用業務を考えました(図4参 照)。

まず、会話型オンラインによります保険契約内

容、事故処理状況の照会です。保険会社の契約マ

スターは証券番号をキーとしております。 ところ

が、通常、お客様が、あるいは代理店でも契約内

容や事故処理状況を知 りたい ときに、証券番号で

問い合わせるケースは稀でございます。むしろ、

お客様の名前か ら検索 しまして該当する契約を照

会するようなイ ンタラクティブなオンラインの提

供が必要にな ります。

次に、会話型オンラインにより新規 ・異動の保

険料試算や積立型保険の契約貸付限度額の試算な

ど、いろいろ条件を変えながら計算を行 うシステ

ムです。

そ して、契約書の詳細情報を提供するためのオ

ンラインによる代理店 システムへの契約データの

ファイル転送です。

このような適用業務の実現に向け、業界として

進めてまい りました検討を振 り返 ってみたいと思

います(図5参 照)。

検討内容とその時期を簡単にご説明 します と、

85年頃に代理店オンラインの要望に対処する必要

が生 じは じめまして、当初か ら業界全体での検討

を進める体制をとりました。 これは、接続の排他

性による囲い込みという考え方 も無 くはなか った

のですが、結局は多端末化につながり、代理店の

スペースを無駄にするだけでな く、業務処理を混

乱させ、ひいては保険のコス トを増加させること

になって しまいます。そこで業界の英知を集めま

して、相互接続性の確保、相互運用性の確保を図

ることで各社の意見が一致 したわけです。

検討の当初、考えましたのは、銀行のファーム

バイキング端末をモデルといた しましてアンサー

手順のような統一プロ トコルを利用して、標準化

されたデータを交換するオンライン端末が実現可

能かどうか ということで、まだオフラインであっ

た代理店システムの機能を全て取 り込んだ損保業

界標準端末仕様を決め、共同開発を行うことです。

この検討の結果、オフライン代理店システムの

仕様を共通化することは、 システムの機能面で各

社の創意工夫の道を閉ざすことにな り、好 ましく

ないという結論になりました。
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次に、損保業界で共同のデータセンターをつ く

り、各社は共同センターに契約データを送 り、単

一コンピュータがオンライ ン処理を行うというア

イデアもございました。

しか し、これ ら各保険会社のマスター と共同セ

ンターのマスターとの同期が非常に難 しく、また

代理店オンラインが普及 した ときに、その全ての

対象代理店のデータをメンテナンスし、オ ンライ

ン照会するにはデータベース処理システムが対応

できないことが分か りました。

また、アンサーのように端末側に画面生成部を

持ち、各社が統一のデータレイアウ トで端末にデ

ータを送る方式が とりにくいことも分かってまい

りました。

画面の持ち方には、一般に次の2つ の方式がご

ざいます(図6参 照)。 左側の方式1で すが、こ

れは画面を端末側が持ち、ホス トか ら端末の画面

を指定するIDと 固定フォーマ ットのデータを送

り、端末側で画面ファイルの見出しと合成 して端

末に表示する方式です。右側の方式2は ホス ト側

で画面の見出しと表示データ、各 フィール ドの表

示方法などを付加 したデータを端末に送 り、端末

側は送られたデータを解析 して表示する方式です。

それぞれの方式の メリット、デ メリットを比較

す ると、次のようにな ります(図7参 照)。

ホス トと端末間を流れるデータ伝送量は、端末

側画面保持方式ではかな り少な く、 レスポンスを

速 くす ることができます。 しか し、画面見出 しフ

ァイルのメンテナンスには、タイムリーに全端末

に変更画面のデータを送 り、端末側でそれぞれメ

ンテナンスしなければなりません。

一方
、ホス ト側画面保持方式では、ホス ト側で

アプリケーションの変更に同期を とって、ホス ト

側のただ一つの画面ファイルを入れ換えるだけで

済みます。

このため、多数の社外の端末に対 してオンライ

ンを提供 している場合を考えます と、ホス ト側画

面保持方式の方が画面変更時のメンテナンスロー

ドも小 さくて済み、よりベターであるということ

になりました。

また、標準化 しなければならない部分を考えま

しても、端末側画面保持方式ではホス トー端末間

で交換される全てのデータを完全に標準化 しなけ

ればなりませんが、ホス ト側画面保持方式では、

極端に言えば、標準化しなくとも端末への表示が

可能です。

このような比較結果か ら、商品改定や新商品開

発の頻度が高い損保業界ではホス ト側画面保持方

式がふさわ しく、この方式によって、各保険会社

の異機種ホス トコンピュータとも会話型オンライ

ンが可能なプロ トコルを採用するという結論に達

したわけです。

この結論をもとに、代理店オンラインで利用で

きるプロ トコルの検討を重ねたわけですが、共通

プロトコルとしては、特定 メーカーのプロ トコル

を採用するのは適当ではない、できるだけ国際標

準を尊重 した形が理想的であるということになり

ました。まだ、この時点ではOSI-VTは 標準

化作業の途中で して、その結果、OSIの 採用に

ついては見送 りという形になりました。

しか し、この間の検討で各 メーカーのプロ トコ

ルについて情報交換が行われたことは非常に有意

義で した。特に、同 じような業務画面について、

どのように画面を持つのか、 メーカーはどのよう

な対応をしているのかについて積極的に情報交換

が行われたわけです。

このような中で、89年2月 に検討を一時中断 し

たわけですが、その後、 メーカーからOSI-V

Tの 標準化完了がまだ先のことなので、損保業界

としてアプリケーションレイヤの画面表示のデー

タス トリームを独 自に考え、業界標準 として

OSI7層 の上半分に載せてはどうかという提案

が ございました。

また、現在の情報処理環境を前提にします と、

端末側OSI対 応ソフ トの開発には時間がかか り

ます し、OSIの 通信機能を組み込んだ端末追加
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ハー ドウェアの開発 もす ぐには難 しいので、端末

までのOSI対 応ではな くVANで 既存プロ トコ

ルに変換 してはどうかとの提案もございました。

この提案を受けまして、VANセ ンターなら処

理能力 も大きいことからOSIに も十分対応でき

るだろう。また、端末側が既存プロ トコルを利用

できるな ら、安価なパ ソコン端末の導入が可能で、

システムの普及を図 ることができるだろうと考え、

この方式の実現可能性について検討を再開 しまし

た(図8参 照)。

ちょうどその頃、INTAPでVT(仮 想端末)

の検討を開始するか どうかの調査を行っていると

いう情報をメーカーか ら入手 しまして、直接、I

NTAPと 連絡を取 り、損保業界 としての結論を

お話いた しまして、仮想端末の実装規約の作成状

況などについてお伺いいた しました。

当時は、 まだ欧州から提案された実装規約をO

SI-VTの ワーキンググループで検討中という

段階で ございまして、その後1989年 の末頃に、I

NTAP実 装規約Fromsプ ロフィールの原案がで

きたので、業界 として正式な依頼があれば、検討

途中であるが広 くユーザー、メーカーに開示する

ことを検討 したいというご連絡がございました。

そこで損保業界 として開示の要請をいたしまして、

90年2月 にOSI-VT実 装規約原案を開示 して

いただ くことにな りました。

この結果、実装規約原案をもとに損保業界標準

の仕様開発に向け、具体的な検討に入ってい くこ

とになります。

損保業界の中でのプロフィール検討については

次のようになってお ります。

まず、既存プロ トコルの画面制約 との整合やV

ANで のプロ トコル変換を考慮 し、原案の作成を

開始 したのですが、各 メーカーの端末画面表示用

プロ トコルが非常に異なるのに驚かされました。

例えば、罫線を1文 字で表現するか2文 字で表

現するのかそれぞれ異なります し、同一 メーカー

でも対象機種が異なれば変わってくるケースがあ

ります。

そこでOSI-VT対 応の一環 として、各 メー

カーのエ ミュ レータを修正 して いただ きま して罫

線 を1文 字で表現で きるよ うに お願い しま した。

また、半 角のカタカナ と全角の漢字の同時表示 も

条件を揃 えていただ き、な るべ くメーカー独 自か

らくる制約 を緩 くしていただ きま した。

さて、INTAPか ら開示 していただいたOS

I-VT実 装規約 を もとに、VANで の変換 の し

易 さ、ホス トでのプ ログラム生成 の容易 さな どを

考 慮 しなが ら、損保業界標準 を作成 してい ったわ

けですが、実は私 どもの業界 には この分野 の専門

家 がお りません。 そ こで メーカーの方 に ご協力い

ただいたのですが、作業 の効率 化のために も、 メ

ーカー全体会議 を行 うの ではな く、先行す るメー

カーの方に案 とい う形で ご提案 いただ いた ものを

他 のメーカーの方 に提示 して調整 して いただ く方

法 をと りました。各 メー カーの主張の譲れ るとこ

ろはお譲 りいただ き、対立線 について は損保業界

側の決めに沿 っていただ くとい う形で、来年4月

に 「損保調達仕様 」 とい うプ ロフィールの決定 に

至 りました。

この調達仕様 と実装規約 との違 いは、 ご承知の

通 り、実装規約 はISP、 イ ンターナ シ ョナル ・

ス タンダー ド・プ ロフィールを もとに国際 的に同

じ仕様 を用い るわけです が、損 保業 界調達仕様で

は、実装規約上、必須 とな ってい るものを ソフ ト

のつ くり易 さ、VANで のプ ロ トコル変換 の し易

さのために使 わない部分 があ ります。

このため、損保業界で作成 したプロ フィールは、

今年4月 にJIS参 考 とな ったOSI-VTの

Formsプ ロフィールのサ ブセ ッ トとい う形にな っ

て お ります。

なお、欧州 ・EWOSで はOSIと 既存のプロ

トコルとの変換を行 うためのOSI-VTのPaged

プロフィールを検討 中であ るとい う情報を、やは

りINTAPよ り入手 しま して、今年6月 に欧州

へ調査 団を派遣 してお ります。
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それ によ ります と、欧州 で も既存 プロ トコルを

サポー トす る端末が安 価で入 手 し易 く、利 用者 も

多い ことか ら、VANで の変換を 目指 したPaged

のISP化 を考 えてい る とい うことです。

さて、次 に損保業界 のネ ッ トワー クの具 体的内

容 をご説明いた します。

図9はOSI-VTを 利用 した損保業界の代理

店 ネ ッ トワー クの形態 図です。各保険会社 のホス

トコンピュー タとVANをOSI-VTで 接続 い

た しまして、VANで 既存の端末プロ トコルに変

換 し、各 メーカー固有の プロ トコルで代理 店の端

末 と接続 して お ります。

この結果、端末 には実績 のあるエ ミュ レー タの

搭載が可能 とな り、安価で トラブルの少ない ソフ

トが利用で きます。 また、各保 険会社 はVANの

下 の代理店端末のプ ロ トコルを意識せず、OSI

-VTと い う単一のプ ロ トコルでVANと 接続で

きるわけです。

しか し、OSI-VTは いいこ とづ くめではあ

りません。

1画 面を表示す るためのデータの量が、既存の

プロ トコルの表示 データ量 に比べて数倍にな る と

い う欠点があ ります。簡単 に申 します と、OSI

では標準エ リアの属性 と表示 内容を分離 して送 ら

なけれ ばな りません。 しか も、各 データ毎 にデー

タID、 レングス ・タグを付 けな ければな りませ

んので、だいたい5倍 か ら6倍 のデータ量 にな り

ます。

ただ、最近 は高速回線サ ー ビスが安 くな りま し

たので、ホス トとVANの 間をこの回線を利用す

るこ とで遜色 のない レスポ ンスを実現 してお りま

す。

次 に、 この代理店オ ンライ ンでは、相互接続性

の確保 だけで な く、相互運用性の確保 も図 るよう

に してお ります ので、 その お話を させていただ き

ます。

ここで、相互運 用性 につ いて、ユ ーザ ーの立場

か ら非常に うま く整理 した ものが、昨年度 の電子

計算機相互運用環境整備委員会の報告の中にござ

いますのでご紹介させていただきます(図10参 照)。

この中では、相互運用性の条件 として、次の3

つのことがらを挙げております。

1つ は、通信 レベルの相互接続性が確保されて

いること。2つ 目は、アプリケーションか ら見た

通信の側面が同一であること。3つ 目はアプリケ

ーションの操作や内容が同一でなくともよいが、

共通化されていることです。

損保業界におきまして も、乗合代理店で異なる

保険会社のアプリケーションを利用するわけです

が、各保険会社間で相互運用性が確保されていな

いと、ユーザーである代理店は、各保険会社毎に、

別個のアプ リケーションを常に意識 しなければな

りません。それぞれ表示の仕方やオペ レーション

が異なっていると、非常に使いに くいわけです。

このような代理店側の不便さを取 り除 くため、

損保業界では次のような相互運用性の確保を図っ

てお ります(図11参 照)。

第1に 、通信 レベルの相互接続性についてはO

SI-VTを 採用する。第2に 、アプリケーショ

ンか ら見た通信の側面の同一化については、OS

I-VTの 画面設計の標準化をする。そ して第3

のアプ リケーション操作の共通化については、オ

ペ レーションの標準化を行ってお ります。

実は、損保業界では、ユーザーとして相互運用

性の確保を進めてきた経験が別にございます。

現在、各保険会社のシステム部門の間にNTT

-PC・VANを 利用 したパソコン通信ネ ットワ

ークがございます。このネ ットワークを利用して

各社の間でさまざまな文書が交換されているので

すが、当初、このネットワークを利用する際に、

やはり相互運用性が問題になりました。

通信 レベルやオペ レーションレベルでは、NT

T-PCの 提供するソフトを利用しますので問題

はないのですが、交換する文書の作成や文書 フォ

ーマ ットをどうするのか、同 じイメージでプ リン

トできたり、文書の二次加工ができなければ、ワ
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一プロ文書を交換する意味が ございません。

そこで、各社が共通 して利用可能なワープロソ

フ トを決めまして、これを業界共通的に使うこと

で、非常に成功 してお ります。

こうした経験から、画面設計の標準化 も各プロ

トコルの制約を満足させるように努力 し、表示画

面についても、例えば自動車保険の照会検索用入

力画面などは、各社 とも同 じ項目が同 じ位置に表

示され、またページング、つまり画面推移の方法

も同 じにすることで代理店側の相互運用性を確保

しております。

次に、操作の共通性にっいてご説明 したいと思

います。

表示画面だけではなく、アプ リケーション操作

の共通化のために、オペ レーションの標準化を行

いました。例えば、 トップメニューやサブメニ ュ

ーでの入力方法やファンクションキーの使い方 も

標準化 して、代理店側の操作性の向上を図ってお

ります。

そしてもう一つ、ホス ト接続 自動実行のための

IDパ スワー ドの入力 も標準化いた しました。

ここまで述べてまいりまして、代理店オンライ

ンでは各保険会社 とも同 じサー ビスを提供 してい

るのか、競争はないのか と思われるかもしれませ

んが、社外オ ンライ ンの基本は、ユーザーの意見

を聞いて、ユーザーの必要 とする業務を開発 し、

提供 してい くことが競争 となります。

今まで標準化 してきました業務は、各社内のオ

ンラインで提供 してきた業務の延長で した。 しか

し、これからが各社の知恵比べになるのではない

かと思っております。 よい意見での競争が行われ、

顧客サービスの向上 と営業活動の活性化が図られ

るのではないか と考えてお ります。

それでは、OSI-VTの 現時点での開発状況

と、今後行われる相互接続テス トのスケジュール

について述べたい と思います(図12参 照)。

現在、国内の主要 メーカーではソフ ト開発を終

え、社内での相互接続実験を行 っている状況と聞

いてお ります。9月 に入 ります と、 それ ぞれ の メ

ーカーのホス トコンピュータを利用 して いる保 険

会社のユーザ ー環境 にイ ンス トール しま して、 同

一 メー カーの コンピュータを使 ってい るホス トか

ら、VANを 通 じ、代理店側端末 までの相互接続

テス トを行 い ます。

その後、い よい よ10月 か らホス ト同士の異機種

間相互接続 テス トを行 います。3種 類の ホス ト、

3つ のVAN、5種 類のエ ミュ レー タとの接続 テ

ス トを行 い ます ので、テス ト期 間は2か 月程度 を

見込ん でお ります。そ して92年 春 にネ ットワー ク

が完成す る予定でお ります。

ただ、非常 に残念なのは、OSI-VTが 既 に

INTAPで の適合性試験 を終 えて いれば、 今回

の ような時間や費用はかか らなか った と思 い ます

し、完成 された接続実績のあ る製品が あれ ば、 当

然、不要な ロー ドとな ります。 こう した意味 で、

我 々は先駆者 の役割 を担 ってい るわ けです し、 メ

ーカーの方 々に もひ とか どな らぬ ご協 力をい ただ

いたおか げで、 ここまで来 る ことがで きま した。

このOSI-VTを 利 用 した代理店 オ ンライ ン

が完成 し、稼働 しは じめ ます と、損保 業界 と して

は要求が満 た され るわ けですが、OSI-VTの

利用が さ らに進展す ることを願 って考 えてい るこ

とをお話 しいた します。(図13参 照)

1つ は、OSI-VTで 接続 で きるデーー一夕ベ ー

スが数多 く出て くることで、損保代理店 オ ンライ

ンに接続 して いるユーザ ーに とって、安価 で有用

なデ ータが利用可能な環境 にな って欲 しい とい う

ことです。

2つ 目は、OSI-VT対 応の端末側エ ミュ レ

ータが開発 され、ISDNを 利用 したア プ リケー

シ ョンの連動 が可能 な端末を提供 していただ きた

い。 この端 末では、ホス トか らのデー タベ ースを

メンテナ ンスす るため、ホス トか らのデ ータベ ー

ス交信用 データを受信す る必 要があ りますの で、

OSI-FTAM(フ ァイル転送)で のデ ータ転

送が可能な仕組み を、ぜひ用意 して いただ きたい
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と思います。

それか ら、現在、代理店で も専業ではな く、他

の事業を営みながら損害保険代理業を行 っている

企業 も多 くございます。このような企業は既に社

内のオンライン化を終えてお りまして、各営業現

場には社内オンライン端末を導入 しております。

ついては、こうした企業のホス トコンピュータ

とOSI-VTで 接続できるシステム、 これをブ

リッジシステムと呼ぶそうですが、これを安価に

提供されるようになって欲 しい と思います。これ

によりましてネットワーク間の接続が可能にな り、

ユーザーは社内端末を使 って社外のネットワーク

システムの利用が実現できるようにな り、情報化

をさらに進展させるものと期待 してお ります。

さて、最後にな りましたが、このOSI-VT

の実現を進めてまいりましての感想な どを述べさ

せていただきたいと思います。

今回の代理店オンラインの構築を通 じまして、

まだ製品化されていないものをメーカーにつ くっ

ていただき、利用することがいかに大変であるか

を実感いた しました。

通信プル トコルの仕様作成、メーカーへの開発

のご協力のお願いなど、本当によくここまでや っ

てきたとい うのが感想でございます。

しか し、これか らも相互接続テス トの実施、ユ

ーザー各社へのスムーズな導入など、取 り組まな

ければならない課題は残 ってお りますが、今回の

貴重な経験か ら得た ものは、まずユーザーが本気

で使 うことを決あ、それが国際標準OSIの よう

な国際的に取 り組まれているれのであるならば、

必ずシステム化が実現できるということです。

本 シンポジウムのテーマであるオープンシステ

ムも、国際的に取 り組まれはじめているテーマで

ございます。本気で実現に向けて動き出すユーザ

ーが出てこられ、他のユーザーも利用できる環境

になることを心か ら希望いたします。

最後に、 ご協力いただきましたINTAP、 各

メーカーの方 々、そして損保会社の関係者の皆さ

んに感謝申 し上げまして、お話を終えさせていた

だきます。
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損害保険の販売組織

顧客

○ こ讐

○

損害保険

代理店

図1

損 害 保 険 業 務 の 特 性

(1)契約するために必要な情報・選択すべき条件が複雑である 一一〉

(2)契約内容の変更(異動)も複雑である

(3)商品が多様化している

(4)商品改定のサイクルが短い

(5)積立型商品特有の業務が必要

1契約の情報量が多い

図2
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代 理 店 オ ン ライ ンの 目的

一顧 客 サ ー ビ ス の 向 上

一保 険 会 社 と 代 理 店 双 方 の 業 務 効 率 化

(1)顧 客からの問い合わせに対する代理店での即時対応

(2)業 界全体としての重複投資の軽減による保険コストの削減

(3)最 新の契約情報を反映した正確な保険料の試算

(4)代 理店システムへの入力ロードの削減

図3

代 理 店 オ ン ラ イ ン の 適 用 業 務

(1)会話型の保険契約内容、事故処理状況の照会

(2)会話型の新規1異動の保険料試算、契約者貸付金の試算

(3)代理店システムへの契約データのファイル転送

図4
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代 理 店 ネ ッ トワー クの検 討 経緯

●1

2

3

4

代 理 店 ネ ッ トワー ク

検 討 着手

損保標準端末仕様の

検討

86年

87年

代理店オンラインの

接続形態の検討

88/10

89/2

OSI-VTの 検 討 、

実現

図5

画面 の持 ち方 の比較(1)

方 三三℃ ■

ホス トコンeユ ー タ

端末

送信デー・/
デ ー タ1

デ ー タ/

1/1
/1

＼11＼

画面ID
＼ 一

ア ーデー タ3

画 面見 出 しフ ァイル

方 …三℃2

ホス トコンピュー タ

画面 見出 しフ ァイル

データ1

送信デー タ 見出 し2

見出 し1デ ー タ2

端末

6

51

図



画面 の持 ち方 の比較(2)

方式1(端末側画面保紡 式) 方式2(ホスト側画面保持拭)

ホスト端末間の伝送量 少紗 多い

画面メンテナンス方式 全端末への画面データの一斉送信 ホスト側画面ファイルの入耀 え

画面メンテナンスロード 大きい 小さい

標靴 のレベル データレイアウトの統一が必要 画面のレイアウ1を似せる程度で可

使われるOSIの

アプリケーション層 TP(ト ランザクション処理) VT(仮 装端末)

図7

OSI-VTの 実 装 プ ロ フ ィ ー ル の 決 定

1,INTAPか らFormsプ ロフィールの検討原案の提示の開示を受けた

(90年2月)

2,既 存プロトコルの画面制約との整合、VANで のプロトコル変換を考慮し原案作成

3,関 係メーーカへの原案提示と仕様調整

(90年12月)

4,損保調達仕様の決定

(91年4月)

5,ヨーロッパで進めているPagedプ ロフィールとの比較調査

図8
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損保業 界 に お け る代 理店 ネ ッ トワー クの形 態 図

メ ーカ固有 プロ トコル

ノ

図9

相 互 運 用 性 に つ い て

異機種システム間を接続させて業務を行うユーザの立場からの相互運用性を考えると次の様な条件が必要である

(91年電子計算機相互運用環境整備委員会報告より)

(1)通 信レベルの相互接続性

(2)ア プリケーションから見た通信の側面は各々 のシステム間で同一

(3)ア プリケーションの操作や内容が同一でなくてもよいが共通性を追求する

図10
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損保業界 における相互運用性確保の ための対応

相互運用性の条件 損保業界における対応

通信レベルの樋 灘 性 OSI-VTの 採用

アフ.リケーションから見た

通信の側面の同一化

OSI-VTの 画面設計要領に

合わせた表示画面の標靴

アプリケーションの操作の

共通化

オペレーションの標靴

(ファンクシ・ンコード、画面推移

照会検索用入力画面の標靴)

図11

0SI-VTの テ ス ト 内 容 と ス ケ ジ ュ ー ル

1,メ ーカ内での接続テスト(91年8月)

2,ユ ーザ環境での同一メーカ間の接続テスト(91年9月)

3,ホ ストメーカとメーカのことなるVANと の相互接続テスト(91年10月 から12月)

4,運 用テスト(92年2月)

図12
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今 後 の 更 な る 発 展 に つ い て

1,0SI-VT対 応ホストシステムの普及

ユーザが利用可能な情報データベースの拡大

2,0SI-VT端 末の開発

ISDNを 利用したアプリ連動可能な端末

OSIの ファイル転送機能も用意した端末

3,ネ ットワーク接続システムの開発

大規模ユーザで自前のネットワークを持っている代理店とのネットワーク接続

図13
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事 例3

「進 展 す るED1と オ ー プ ン 環 境

一 共 通 ア プ リケ ー シ ョ ン へ の 対 応 一 」



、

,



一
事 例3進 展 す るEDlと オ ープ ン環 境

一 共 通 アプ リケ ーシ ョンへ の 対 応 一

窪 田 芳夫(東 京電力㈱理事 ・情 報 システム部長)

東京電力の窪田でございます。

わが国の電力会社は、北海道か ら沖縄まで10社

ございますが、沖縄を除 く、北海道から九州まで

の9社 で構成 しております電気事業連合会 という

組織におけるEDI(ElectronicDataInterchan

ge:電 子データ交換)へ の取組についてお話いた

します。

今、EDIは 、オープンな環境 というものが問

われている時代ではないか と思います。

EDIに ついては、すでに新聞な どでご存じと

思われますが、実際に流通業、製造業などのさま

ざまな業界でEDIが 進展 してお ります。

こうした、現状でのEDIの 環境は、 「密な連

携」 と 「粗な連携」という様相を呈 しております。

「密な連携」 とは、非常に密接な連携、つまり

オンライン端末が拡大 した形で、系列企業の端末

がそのまま持ち込まれたようなもので、 「粗な連

携」 とは、非常にベーシックな部分、手順やフォ

ーマ ットなどを各業界毎にローカルな標準を決め

てデータを交換するものです。

この二つに共通 しているのは、 「透明なネ ット

ワーク環境」とは言えない とい うことです。

この場合の 「透明なネ ットワーク環境」とは、

ネットワークの基盤を余 り意識 しないで、誰でも

接続できるような環境 という意味ですが、 「密な

連携」が複雑に絡んで くれば多端末現象 という問

題が起きてきます し、 「粗な連携」が複雑に絡ん

で くれば、複数の手順間、 フォーマット間の変換

の増大 という問題が起 ります。

こうしたわが国産業界の現状か ら目を転 じて、

情報化先進国である米国の動向を見てみますと、

昨年の秋に、電力9社 の代表団が、米国でEDI

を行 っている企業、団体を訪問 し、ディスカッシ

ョンす る機会がございました。

その頃、 電力業 界では、 まだEDIに 本格 的 に

着手 してお りませんので、 システ ム部 門特有 の理

屈 とか心配 ごとな どが先 に立 ち ま して、非常 に固

くもの ごとを考 えていたのです が、す でにEDI

の重要性 に対す る認識が浸透 しは じめてい る米国

では、 なぜ やるか、 どうや るか とい う議論 よりも、

いつか らや るか とい う議論 の方が大事で はないか。

まわ りの環境がEDI化 に進んで いるのに、 自社

だけがEDI化 に取 り組 まない とい うのは米 国で

は考え られない、 とい うこ とを聞 いたのが非常 に

印象的で した。

米国では、EDIを 推進 す る標準 化団体の活動

が非常 に活発 で、それをユーザー、 メーカーそ ろ

って支援 して いるのが実態で ござい ます。

この標準化団体 として は米 国規格協会 が中心 と

な り、ANSIX.12と い うEDIの 米国国 内標準 を

策定 し、三 ヶ月 に一回程度の割合で協議会 を開 き、

標準の使い易 さな どの具体的な意見 を標準化 団体

に提示 してい るとい うこ とを伺い ま した。

そこで、米国の電力会社な ど主要50社 が集 ま っ

てUIG(UtilityIndustryGroup)、 公共的 な業

界組織をつ くりま して、 これ ら電力会社な ど納入

してい るメーカ ー も含 めて、業界内での標準 に対

す る問題 を討議 し、集約 された意見をANSIX.12

の ア ドホ ック(特 別)な ア ドバイザ リー ・コ ミッ

テ ィに出席す る代表 を通 して述べ る。 そ して標準

の改定 ・更新 を働 きか ける とい う仕組 みを とって

い るそ うです。

実は、米国の電力業界で は、ANSIX.12を その

まま使 ってい るので はな く、ANSIX.12に 基 いて

業界 の標準を策定 してお りま して、 「なぜANSIX.

12を その まま使わないのか」 と聞 きま した ら、

ANSIX.12は 単純にで きてい るため、電力業界で

使用す る場合 、デー タ項 目が足 りな くな るな どの
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業務上の特性か らくる問題があることを指摘 して

おりました。

しか し、米国では、ある標準がまずいか ら使わ

ない というのではなく、使 うために どうすればよ

いのか という議論が、 ごく当たり前 と考え られて

お り、他の業界でも同様の理由か ら、ANSIX.12

を尊重 した形で、ANSIX.12の サブセ ットとして

業界標準をつ くっているとい うことです。

日本の場合、往々にして自分たちのっ くった標

準が最 も素晴 らしいと考える風潮があるように思

いますが、この辺が米国で最 も感銘を受けたとこ

ろであり、みなさまに強調 したいところでありま

す。

さて、電力会社でのEDIは どんな内容が考え

られるのかについてお話 しますと、まず、お客様

と電力会社との間でのEDIが 考えられます。

東京電力の場合、2,200万 件 という膨大なお客

様がございます。電気料金の請求、収納、契約の

変更などさまざまなや りとりがございますが、そ

のうち、現在、有力な業務はお客様が口座をお開

きになっている金融機関とのデータのや りとりが

ございます。

電力料金は、2,200万 件の約70%の お客様が自

動振込にされてお ります。予め契約を結んでいた

だき、毎月、電力会社から請求書が銀行へ送 られ、

それに従って引き落としがされ、その結果を翌月

にお客様へご通知いたします。一方、銀行からは

振替請求に対する結果の通知が電力会社にまいり

ます。

残 り30%の 口座振替をご契約 されていないお客

様には集金に出向 くわけですが、ご不在の際には

振込書を置いてまいります。 この振込書はどの銀

行でも、最近はコンビニエンスス トアからも手続

きができるようになってお りまして、やは り金融

機関に支払われることにな ります。

その他、電力会社では工事の代金や送電線の借

地料、取引業者への支払い、従業員の給与など、

金融機関との間で非常に膨大なデータのや りとり

がされてお ります。

現在、こうしたデータは磁気テープでや りとり

されてお りますが、コー ドやフォーマ ット等は標

準化されてお りますので、あ とは回線を通すか手

で運ぶかの違いで、ある意味ではEDIの 下地は

できてお りますが、現在の通信回線の速度では、

1日 がか りで も全て送 りきれないほ ど膨大な量の

データのため、途中で事故が起こった場合の再送

の問題や、例え、ハイスピー ドの回線であって も

非常に料金が高いので、1日1時 間 しか使わない

ということになって も困ることになります。つ ま

り、回線サービスがニーズにマッチしないので、

今のところ、信頼性が高 く、 リーズナブルな磁気

テープの形でデータの交換をしております。

先ほど申 し上げたコンビニエンスス トアでの料

金振替 も、手軽にバーコー ドで入力するようにな

っております。 このデータをコンビニエンスス ト

アの本社に集めて もらいまして、これを磁気テー

プにまとめ、電力会社にいただいてお ります。

また、工事の発注や資材購入では、東京電力の

場合、昨年度は1兆7,300億 円の支払いがござい

ました。お取引している業者の数は、約6,000で

ございます。6,000の 事業者間でこれだけの金額

のやりとりをします と、お金だけならともか く、

物品の納期、検収、管理など一連の購買工程に関

わるデータのや りとりの必要性が具体的にでてま

いります。

それか ら、EDIの 相手先 として もう一つ考え

られるのは、電力会社間相互においての情報のや

りとり、例えば、お客様が東京から大阪へ転勤い

たします と、異動手続 きを行っていただ くことに

なりますが、この情報のや りとりを各地域の電力

会社間で行うことでお客様のご負担を少な くした

り、あるいは電力会社間で余剰電力の融通に関す

る情報、これは情報システム系ではな く、電力の

ネットワー クを管理する自動化系の方で行 ってお

りますが、その情報のや りとりがあります。

こうした業務の中で、 とりあえずEDI化 しよ
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うと考えておりますのは、金融機関との電気料金

の振替関連のEDIで す。 これは先ほど、非常に

大量なデータであるため難 しいと申 し上げました

が、現状では、お客様が金融機関にお支払いにな

ってか ら電力会社が振込を確認するまで3～4日

かかって しまいます。

実は、 ご契約上は50日 間電気料金を支払わない

と送電をお止めすることになっておりますが、例

えば、49日 間電気料金が支払われてなくて、50日

目に銀行に振 り込まれた としても、その振替を電

力会社が確認するまでに電気を止め られて しまい

ます。

そこで、事業のサー ビス向上の必然性か らもE

DI化 に取 り組んでいかなければな らないと考え

ております。

それか ら、 もう一つは資材購入、工事発注な ど

の取引業者 とのEDIが ございます。中でも、標

準化された製品、部品の購入については、比較的

にEDIが な じみやすい と思います。

また、電柱にかけた広告の管理や1万 台に上 る

業務車両の管理などに関 し、関係会社 との間での

オンライン連携など、EDIに 近い形で行われて

おります。

さて、次に電気事業業界の中のお話にうつりた

いと思います。

この業界には 「電気事業 における電子計算機の

利用に関する連携指針」というものが、昭和62年

7月 に通産大臣の告示によりまして設けられまし

た。この 「連携指針」とは、 「情報処理の促進に

関する法律」に基づき、主務大臣が主管する業界

において、広 くコンピュータを連携利用 し、また

は連携利用を促進するために配慮すべき事項につ

いての指針をまとめたもので、すでに八業種で連

携指針が定められております。

電力業界における連携指針の中では、帳票デー

タ交換 フォーマット、データ項 目などの ビジネス

プロ トコルの標準化、及びこれを適用 した企業間

業務用情報処理システムの形成について述べ られ

てお ります。

そ して もう一つ 、情報 の体系的な収集、整理 、

管理な らびに業界共 同データベー スシステムをつ

くることがテーマ とな って お ります。

すなわち、電気事業 における ビジネスプロ トコ

ルを他の業界 に周知 して もらい、かつ、 この業界

が共有す る情報資産 を共同データベ ース と し、社

会 的な資産 にす るこ とです。

特 に、配慮すべ き事項 と して列 挙 されてい る項

目は、 まず中小企業への配慮 です。す なわちED

Iシ ステ ムに参加 しに くい、 また は必ずEDIで

な ければ取引で きない とい う排他的 な もので あ っ

て はい けない。

第二 にセキ ュ リテ ィが あ ります。 これ は、 どの

業界で も共通 した話題ですが、 システム ダウ ンや

不正 ア クセスな どに対す る安全性 、信 頼性の高い

システムをつ くるこ とです。

第三 は、 プライバ シーの確保 です。 これは、お

客様の振込情報な どを扱 う性格上、情報 の外部 提

供 に関 しては明確 な基準 を設 けて、 みだ りに個人

情報が漏れない ようにす る ことです。

また、 この中では、標準化の一環 として、OS

I(OpenSystemsInterconnection)を 尊重 した

形での通 信プ ロ トコルの標準化を 目指 して お りま

す。

さらに、通信基盤 の効率的整備の中で、企業間

ネ ッ トワー ク、共 同データベース、対外サ ー ビス

の高度化 な どを含 め、将来は電力VANと い う展

開 も考 えた形で、配慮事項が記 されてお ります。

もちろん本業について も、需要家 サー ビスの高

度化 な ど、広報、 自動検 針及 び関連制御(関 連制

御 とは、夏場な どの電力供給量 よ り需要量が増大

しそうな場合、需要家 に電力使用 を自制 して いた

だ く、抑えていただ くこ とです)に 関 してサ ー ビ

ス メニ ューの多様化 を図 ってい くこ とが考え られ

てお ります。

例 えば、通信回線 を使 って 自動検 針 システ ムを

つ くって も、月に一度だ けの検 針では、 システム
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の使い方も、採算面でも問題があ りますので、ホ

ームセキュリティサービスを加えるとか、 ご家庭

に居なが ら、各種窓口サービスが受けられるよう

にするな ど、電力会社と需要家双方にメリットの

あるものを考えております。

この他の配慮事項 としては、 ソフ トウェア開発

の効率化が挙げ られております。業界共同システ

ムの中で各電力会社が共通に利用するソフ トウェ

アや:同 じようなテーマで開発すべきものは共同

開発、利用 してはどうかということです。

それでは、この連携指針をもとに電気事業 とし

て どのような取 り組みをしているのかについてお

話いたします。

これは各社の取 り組みと、業界 としての取 り組

みという二つの面がございます。

電力会社は、それぞれ30年以上 もコンピュータ

を利用 してきた歴史がございます。業務効率の向

上を狙いといた しまして、社内のシステムの充実、

業務の効率化、的確化、迅速化を図ってきまして、

電気料金の計算か ら設備管理、保全、営業、配電

部門システムなどを構築し、それらがかなり古 く

なってまいりまして、新 しいオンライン時代に対

応 したシステムの リス トラクチャリング(再 構築)

を行 ってお ります。

さらに経営 トップを支援する経営情報システム

や事務作業の効率化推進のための統合型OAシ ス

テムな どが、現在取 り組んでいるところであろう

と思います。

社外 との連携については、関係会社 とのオンラ

イン化は、約半数の電力会社で、金融機関との連

携については二社程度が、すでに試験的には じめ

ております。また、関係業界 との連携は、今年の

秋から電線工業会12社 との間ではじある計画があ

ります。

一方、電力業界で もシステム規模の変遷がござ

いまして、 まず、バ ッチ処理からオンライ ン処理

へと変わり、さらに中央集中型から危険分散、負

荷分散の問題やダウンサイジングという背景か ら

分散処理へ移行 しつつ あ ります。

具体的な数字で ご説明 します と、昭和59年 と平

成元年 を電力会社9社 全体で比較 した場合、大型

コ ンピュータが48台 か ら88台 と、約1.8倍 に増え

てお ります。 中小型 コンピュータは38台 か ら492

台 と、約13倍 に まで増加 してお り、大 型 コ ンピュ

ータの増加に比べ、 ダウ ンサイ ジ ング化 の表れが

見受 けられ ます。

オ ンライ ン端末 は約8,000台 か ら26,000台 と、

これ も3.3倍 ほ ど増 えてお ります。 ソフ トウ ェア

の規模では5,400万 ステ ップか ら約1億 ステ ップ

の9,970万 ステ ップにな って お ります。

情報処理部 門の要員 の数で は、関係会社 に分社

化 した ものを含 め ます と、2,900人 か ら4,700人

へ と約1.6倍 にな ってお ります。

情報処理分野 に係 る費用 も510億 円か ら1,214

億 円に増えてお ります。

この ように システム規模 、形態 は大 き く変わ っ

て まい りま したが、業界 としてで きるだけ効率 よ

いシス テム化を推進 す るため、電気事業連合会 の

中に情報高度化推進委員会 とい う各社常務級 の メ

ンバ ーか らな る委 員会 を設 けましたのが 四年前 で

ござい ます。

それか ら、 さまざ まな仕事 が具体化 して きまし

たので、二年前に専任 の組織 として情報 システム

グルー プ とい う事務局 をっ くって お ります。

そ う した活動の結 果、連携指 針の中で述 べ られ

て いた業界共同デー タベースにつ いては、昨年三

月か ら運用を開始 してお りますが、デー タをイ ン

プ ッ トした会社に、相応のアウ トプ ッ トを提供 す

るギブ ・ア ン ド・テイ クの スタイルを とってお り

ます。 まだ、閉鎖的なデ ータベースサー ビスの段

階です が、将来 は明確な基準をつ くり、公開 して

い く方 向で検討 して お ります。

電力業界 の標準 ビジネスプロ トコルの策定 につ

いては、 まず電気料金収納業務の ビジネスプロ ト

コル と、資材 の受発注 の ビジネスプロ トコルを昨

年 四月に定めてお ります。
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この ビジネス プロ トコルを決め る作業が、大変

な もので ござい ま して、同 じ業種 で も会社 が異 な

れ ば、仕事 の仕方 も多少異な ります。

例 えば、 電気 料金の計算 で も、関東地域 ではア

ンペ ア制 を とってい るが関西では違 うとか、各社

が銀行 とのや りと りで使 うデ ータフォーマ ッ トな

ど、基本 的にはそれほ ど違いがない と思われがち

です か、9社 の うち1社 として共通 した ものが ご

ざい ません。

需要家一件 当た り、膨大なアイテムを持 って い

る会社 もあ ります し、単純 に短 くしている もの も

ございます。 また、長い フ ォーマ ットに も、短 い

フ ォーマ ッ トに も各 社それな りの理 由、必要性が

ございます。

そ こで、各社 が連携 で きる項 目、連携情報項 目

を定義い た しま して、全銀協制定項 目、業界共通

項 目、各社固有項 目とい ったオプシ ョンをつ くり、

その最大公約数的 ものを分類、整理 しま して、桁

数 、属 性、情報の表現方法 の標準化を図 ったわけ

であ ります。

さらに、 コー ド化 につ いて も、例えば金融機 関

コー ドな どの共通す る項 目を標準化 し、各社 とも

システムの再 構築に当た って は新 しい コー ドを使

うようにア ドバイス してお ります。

こうした業 界内での取 り組みの中で、一つの課

題 が残 ってお りま した。

それは、 デー タ交換の可変長 フ ォーマ ッ トを定

義す る シンタ ックス ルールやデー タ項 目な どに、

電力事業 だけに限 らず広 く業際にわた って利 用で

き、ANSIX.12の ように皆で議論 に参加 で きる も

のが欲 しい。 またEDIシ ステムの運 用規約、例

え ば障害 時の回復方 法、責任分界 な どに共通 のル

ールを確立す る ことです。

EDIの シ ンタ ックスルールは、国際標準のE

DIFACT、 米 国国内標 準のANSIX.12な どが

ござい ますが、 これ らの シンタ ックスルールは欧

米の文化(文 字)を 扱 うことを前提 につ くられて

お ります。 可変長の シンタ ックスルールだけな ら

EDIFACTを 使って も同 じなのですが、シン

タックスルールに含まれる制御記号、データ項 目

記号などはアルファベ ット表記にな り、日本語 と

いう特殊な文化を持つ業務にはな じみません。

そこで、電力事業における標準をつ くる際に、

EIAJ(日 本電子機械工業会)の 標準を参考に

させていただきました。

このEIAJ標 準は、EDIFACTやANSIX.

12と 親和性がある標準で、すでに同工業会で試

験運用が実施されてお ります。

基調講演で もお話がございましたが、EIAJ

を中心に相互に密接な取引関係にある電線、電機、

電力の四業界がEIAJ標 準を汎業界的に拡張 し

たCIIシ ンタ ックスルールを用いてEDIを 行

うことを現在検討 しております。

これは、通産省が電気四業界の連携指針として

とりまとめ、近々告示される予定でございます。

その主な内容 として検討されておりますのは、

EDIを 前提とした業務モデルの確立、業務単位

と情報の種類の定義、CIIシ ンタックスルール

に従って固定長から可変長、可変長から固定長へ

の変換を行う トランスレータの開発などがござい

ます。

その他、OSIの 導入、組織体制の整備、業界

間の具体的な協議の場の設置が必要 と考えられて

お ります。

以上のように、ユーザーである業界が集 まって

ニーズを具体化 し、それを もとに一つの標準をつ

くり、オープンな形で利用することができるわけ

ですが、ここで最 も大切なことは、AとBの 会話

と、BとCの 会話では言葉が違うと非常に面倒な

ことになりますので、AもBもCも 一緒に会話で

きる言葉、環境をつ くる努力をすることであり、

努力 してつ くられた言葉、環境をDもEも 尊重 し

ていくことであると考えます。

昨年、一昨年 と国際会議に出席する機会にめ ぐ

まれまして、会議では一般に英語を話 しています

が、なにや ら都合の悪い話は ドイツ語、フランス
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語 で話 してお り、 「それは何ですか」 と聞 くと、

英語 で説 明 して くれ る、 して くれ るけれ ど非常 に

短い、 もっと別 のこ とを話 してい るのではないか

と思 う場合が あ ります。 もちろん分か らない よう

に別の言葉を使 うわけですが、EDIで はユーザ

ー全てが分か らなければいけません ので、そのた

めの共通語 とい うかプラ ッ トフ ォームづ くりが必

要です し、 これ はオープ ンな環境 づ くりとい う意

味 で、オープ ンシステ ムについて も言 え ることで

す が、分 かる ようにす るためには、ユーザー 自 ら

がその場 に飛び込んで い くこ とが大切だ とい うこ

とを結びに、お話を終え させていただ きたい と思

い ます。

有 り難 うござい ました。

一62一



1.EI⊃1

・EDIの 歩 み

・米 国 で の 動 向

一電 力 会 社 の 場 合

■[.連 携 指 針

・i業界 の 動 向

・電 気 事 業 の 連 携 指 針

電 子 計 算 機 利 用 の 態 様

実 施 の 方 法

配 慮 す べ き 事 項

資 料1

-63一



皿.電 気 事 業 と し て の 取 組 み

一会 社 の 取 組 み

一 シ ス テ ム 規 模 の 変 遷

・業 界 と し て の 取 組 み

IV.こ れ か ら の 課 題

・上 位 レ ベ ル の 標 準

・新 し い 業 界 間 標 準 策 定 の 動 き

資 料2

-64一



講 演

「国 内 外 で 高 ま る

オ ー プ ン シ ス テ ム へ の ニ ー ズ 」





講演 「国内外で高ま るオープ ンシステ ムへ のニーズ」

浅野 正一郎(学 術情報セ ンター教授)

ご紹介 いただ きま した学術情報 セ ンターの浅野

で ございます。

今 日は、 「国内外 で高 まるオープ ンシステムへ

のニ ーズ」 とい うテーマでお話 させて いただきま

す。

学術情報 セ ンターは、 文部省 の全国大学共同利

用機関 とい う組織 の中に、昭和61年 にで きま して、

現在5年 が経過 して お り、そ こで情報通信 ネ ッ ト

ワー クの構築 に当た って お ります。その関係か ら

お話 を進め て まい ります。

ア メ リカ、 ヨーロ ッパ を中心 としま して、情報

ネ ッ トワー クの、特 に研究 用の利用が進展 してお

りま して、最近で ぽ60数 力国の 間で、 日常的に研

究用の情報交換が行われ てお ります。

これに公衆通信網の利用 を加え ます と、恐 ら く

現在では百数十 カ国 に広が ってお りまして、ア ク

セス ビ リテ ィのない国 は、現在、わず かに5～6

カ国 ぐらいで、ほ とん どの国が情報通信 ネ ットワ

ー クに参画す る時代にな ってお ります。

大 学研 究の環境がそ うですか ら、企業 活動 での

環境 もこれに近い形にな って きてお ります。特 に

1980年 代 を振 り返 ります と、 こう したネ ッ トワー

クの構築 、接続が行われた時代 である と思い ます。

1990年 代 は、その上 に一歩進 んだ形 が考 え られ

は じめていて、それは一 体 どうい う方 向にあるの

かが本 テーマの趣 旨にな ってお ります。

それで は、資料1に 情 報通信 システムの視点 を

整理 して お りますので、 こ説 明いた します。

1970年 代 、 これは各 ベ ンダーのネ ッ トワー ク ・

アーキテ クチ ャ製 品が発表 され、その製品が企業

に導入 されは じめた時代 であ ります。ISO(国

際標準化機構)のOSI(開 放型 システム間相互

接続)な どの標準化活動 がは じまったの も、 この

時代 の後半 か らです。

この背景 には、 中央集 中型、 あるいは拠点型の

情 報 システ ムが整備 され、その拠点間を互 いに接

続 していこうとい うことが考 えは じめ られた経緯

があ ります。

一方、1980年 代にな ります と、 システム間接続

の上 に、 どの ような応用を乗せ るのか とい うこと

が問題 にな りま して、情報をお互 いに共有す る、

あ るいは情報をお互 いにや りと りす るとい う情報

接続が議論 される時代 が まい りま した。

その中で、1980年 代 後半 に、オープ ンシステム

とい う言葉が生 まれたのが一 つの特 徴です。 これ

は、OSI(OpenSystemslnterconnection)と

い う接続性、 コネ クテ ィビ リテ ィに関す る話題か

らイ ンター コネ クションが とれて、 システム連携

を越え、情報 の連携へ、 イ ンターオペ ラ ビリテ ィ

す なわち情報の相互運 用性 によ り近づ いた発想で

す。

このオープ ンシステム化へ の活動が、近年、盛

ん にな りま して、 それが1990年 代の製品開発の 目

標 にな っている といって も過言で はない と思い ま

す。

こうした背景 には、情報化が進展 し、情報を身

近 に使 う機会が増えて きた と同時 に、処理で きる

情報が多様化 し、 この情報 を使 って企業の業務間

の連携がは じまった とい うことが ございます。

この業務 間の連携、情報連携 には、先 ほ ど事例の

紹 介 が あ っ たEDI(ElectronicDatalnter-

ange)の よ うに広範な業務一般 に共通 に適用で き

るような方法、例え ば共通の手順、運用方法な ど

の必要性が認識 されは じめてお ります。

それで は、情報連携の時代 には、 どの ような現

象 が現れ るのかを こ説明いた します。

資料2を ご覧下 さい。情報の連携では、情報 は

複数の場所 にまたが って存在 してお りますので、

情 報の分散的な格納 ということが問題にな ります。

また情報が複数の場所で利用 され ますか ら分散処
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理か問題にな ります。

DistributedProcessing、 すなわち分散処理の

概念は1970年 代か らありましたが、この分散処理

が一層重視されている時代であると思います。

また、情報の権限、利用に関する権限も分散化

されますから、その権限の分散化にともなう整合

や調整などをシステム的にどう取 り込んでいくの

か という問題がでてきます。

以上のように分散使用、分散格納、分散処理、

分散権限などが、1990年 代の情報連携にともなう

話題 となって注目されてくると思いますが、これ

は、例えばEDIの レベルでも業務規約、あるい

は運用ルールの必要性 というものの背景になって

いると言えます。

一方
、情報連携の時代を少 し別な見方をします

と、アプリケーションや人などのモビリティ、移

動度が高められる、高まってきている時代である

と言えます。

情報の移動、組織の移動、または業務の移動が

活発化 してまいります。すでに1980年代の半ばか

らホロニ ックな社会、ホロニ ックな組織 という言

葉が使われはじめましたが、 これ もモビリティと

いうか業務の形態がたゆまな く変貌 している時代

が生んだキーワー ドであると思います。

人の移動の時代。例えば金融界、マンハ ッタン

のWallStreet辺 りでは、専門職の方が しば しば

会社を変えて移動され ます。業務 レベルでの情報

化が進んだ環境では、転職後に直ちに専門的な職

務、業務を遂行するには、以前の会社 と同 じよう

なシステム構成、利用方法、業務アプリケーショ

ンを扱 う環境である方が都合がよいわけです。

こういう環境をつ くるためには、情報システム

の様々な環境において、人の移動に伴 う問題を解

決 しなければな りません。いままでは、ある特定

の場所の環境下で使っていた ものを、別の場所の

環境でも使える、あるいは複数の場所の環境下で

も情報に対 して自由にアクセスできる。つ まり、

情報の所在を意識 しなくて も情報にアクセスでき

る手段的な配慮が必要になってまいります(資 料

3参 照)。

これは組織の中において も同様で、役職や担当

部署の変更があっても業務が継続され、また情報

の活動が継続されなければなりません。

このような人の移動 という、昨今の非常に流動

性の高い、ホロニ ックな社会 というものが背景の

一つにあると考え られます。

こうした背景の中で、これから情報 システムが

実現 しなければな らない機能は、資料4の ような

四つの点に集約されて くるのではないかと思いま

す。

第一に、どこにいて も情報が同 じ見え方をする

機能です。 これは大変重要な問題であると同時に

非常に難 しい問題であります。例えば、大学研究

のネットワークでは、分散的なファイルシステム

がテーマになっておりますが、 どこか一ケ所のシ

ステム機能が低下 し、そこのファイルに対 してア

クセスすることができなくなります と、複数の分

散 ファイルを利用するアプ リケーションは業務の

遂行ができなくな ります。

ですから、単に情報が同 じ見え方をす るだけで

はなく、情報の運用が同一の レベルで、同 じ信頼

性の中で運用されていなければ、情報の見え方に

対する問題の解決にはな らないわけです。

第二に、同じ操作で情報が扱えること。これは

ヒューマン ・インタフェースあるいはユーザー ・

インタフェースの問題ですけれ ども、業務に携わ

る方が同 じ操作方法で情報を扱えるという環境の

重要性はますます高まっておりますが、実はヒュ

ーマ ン・インタフェースだけではなくユーザー ・

イ ンタフェース、情報を処理するアプリケーショ

ンが同 じインタフェースで情報を扱えなければな

りません。

システム毎に情報に対するインタフェースを変

えていたのでは開発するにも大変です し、使いた

い情報、アプリケーションが使えないことになり

ます。そこで汎用性のある、共通性を持ったイン
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タフエースの問題がクローズア ップされてきたわ

けです。

最近ではアプ リケーション・インタフェースと

か抽象データ項 目に基づ くアプ リケーション・イ

ンタフェースなどで議論 されていますが、これ ら

は同 じ操作で情報を扱えるという問題の一般化 し

た形になっているわけです。

さて、第三には、必要な情報を全て保有 してい

るように思える、 ということです。情報の権限の

境界を含めて情報を扱う場合、あたか もその情報

が全て自分が扱えるように見えるということは情

報処理の前提ですが、こうした情報の保有の形態

が垣根を越えて見えるという環境も、 また重要な

技術開発の課題を抱えております。

第四に、必要な処理が迅速に行えることが挙げ

られます。パ ソコンでも大型機でも、処理する情

報は同 じように見えます。 こうした小さなコンピ

ュータか ら大きなコンピュータまで、同じ情報の

体系を持つ、これをスケーラビリティと言います

が、情報の処理が最 も適当なところで行えること

が重要にな って きます。

例えば、パ ソコンで情報を扱う場合、パ ソコン

だけで全てのデータ、処理を行うと非常に時間が

かか ります。そこで、自分はパソコンの前にいな

が ら、負荷の低い、あるいは処理能力の高いコン

ピュータで情報を処理できるようになると、情報

の連携が一層促進 されます。

ですか ら、 この四つの問題は、お互いに違 う問

題なのですが、情報の連携 という共通の方向を持

っていて、それぞれ違 う技術課題をもっていると

いうことが言えると思います。つまりオープンシ

ステムの背景、扱 っていかなければならない問題

が以上のようなところにあるわけです。

こうした問題の解決に対 して、全て新 しく技術

開発 していくことで対応するのは不可能です し、

すでに完成 された、実績ある技術を十分採用して

いかなければユーザーは使 って くれません。当然、

標準化された機能、広 く利用されているデファク

ト・スタンダー ドな機能を取 り込むことが前提 と

な ります(資 料5参 照)。

ただし、こうした既存の機能、技術だけが目的

ではなくて、これらの機能の上に乗せる上位機能

までが開発の対象になります し、む しろ低位の機

能は検討の対象ではな くなってきている。

例えば、OSIの 通信接続に関する機能は、こ

れか ら検討されるものとしては対象か らはずされ

る。 もちろん既に完成 された機能は活用するわけ

ですが、機能の詳細の検討などは しない。オープ

ンシステムのユーザーからは見えな くてもいいと

い うことにな ります。

OSIで あろうがTCP/IP、BSCな どメ

ーカーのネットワークアーキテクチャでも構わな

い。つまり低位の方式は必ず しも標準一本でなく

ともいいということです。

最近のオープンシステムの風潮は確かにOSI

であれば整然 とした体系が組めるし、国際標準は

尊重するが、他の方式であっても容認する方向に

な りますので、当然スコープの中には入っている

と解釈しております。

それか ら、情報利用の視点から考えると、例え

ば上位に業務があ り、下位に通信回線があるとし

ます とトップダウン的なものの考え方が必要にな

ります。

これまでは、例えばOSIの ように7層 の機能

のうち下の1層 、2層 、3層 か ら順に標準が決ま

っていました。

オープンシステムでは、新 しい機能をアプリケ

ーションの観点か ら決めていきますので、まずア

プリケーション・インタフェースが議論され、そ

の中で機能の詳細が決め られてい くという発想の

転換が行われました。

そうすると、今まで下位から積み重なってきた

機能 と、上位から トップダウンで降 りてきた機能

の どこかに境界点ができます。その境界点が最近

では通信接続の機能のところにできておりまして、

この共通の基盤をプラットフォームと呼んでお り
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ますが、その プラ ッ トフォームの上 に新 しい機能

を載せ るとい う形で考え られてお ります。

プラ ッ トフ ォーム以下の部 分は既存の機能を使

うことにな り、先ほ ど申 し上 げま したOSIや 他

の ネッ トワー ク ・アーキテ クチ ャにな ります。

また、情報 の連携 を可能 にす る三つ 目には、 ま

ず何の課題 を解 決す るのか、 その課題に意識 を集

中す ることで す。 あち こちに議論 を広げ るのでは

な く、 とりあえずは一つ の最優先課題に議論 を集

中 し、 もちろん議論 の過程 の中で環境が進展 して

い き、次の議 論へ移 って ゆ くことにな ります。

最近では、分散環境 につ いての議論が活発に行

われているよ うです が、数年後 には別のテーマに

議論が移 って い く、つ まりオープ ンシステム とい

う枠の中でテ ーマが柔軟 に変わ ってい く構造 を持

つ こ とが重要視 され ます。

こうして見 ます と、 オー プ ンシステム とい うの

は断面的に見方 を変えてい きます と、非常 に多様

な見方 がで きるわ けですが、 あえて、 オープ ンシ

ステムの定義の ような ものを、資料6に まとめて

み ま した。

まず、広範 なベ ンダー、1社 や2社 ではな く、

幅広 くベ ンダーの システム環境 の中で動作す るこ

とです。

それか ら、 オープ ンシステムの応用 と相互 運用

性(イ ンターオペ ラ ビリテ ィ)が あ ること。

そ して、ユ ーザ ーに一貫性の ある環境 を提供す

ること。情報利用 の環境、情報処理の環境、情報

管理の環境な ど、全てにおいて一貫性 のある操作

環境、運用環境を提供す るこ とにな ります。

この定義は、米国のIEEE(米 国電気電子技

術者協会)で オープ ンシステ ムを扱 って いるPO

SIXの 活動の中で定義 されてい まして、P1003

とい う規定の 中に ござい ます。

他に も重要な記述が ござい ま して、 オープ ンシ

ステムには、将来的に拡張性 が保証 された一連 の

仕様 が必要で あ り、その仕様 の中には、 イ ンタフ

ェース、サー ビス、それか らデータ定義が必要で

ある と規定 してお ります。つ ま り情報処理の環境

を整 え るにはユーザ ー ・イ ンタフ ェースあるいは

アプ リケー ション ・インタフェースが規定 されて

いない と情報 を扱えない。

それ か ら、 どうい うサー ビスを提供す る機能モ

ジュールが あるのか、そのモ ジュールの外的仕様

が規定 されて いる必要があ ります。 この内容をサ

ー ビス と呼んでお ります。

そ して、最後の点が最 も重 要な ことですが、 こ

れ らの仕様の規定は、一 定の考 え方 に偏 ることが

な く、 また決定に至 る合意 のプ ロセスが公開 され

た ものでな ければな らない。

この公開 されたプ ロセス とは、例 えば、 これ ま

での国際的な標準 化の場 とい うものは、あ る意味

では公開 された ものか も知 れ ませんが 、だか らと

い って、必ず しもこの場 でオープ ンシステムにつ

いて検 討 しな ければな らない とい うのではない。

特 に、 これ までの国際的 な標準化 の検討 は、活動

が始 まってか ら最終的な決定 に至 るまでの期 間が

非常 に長いんですね。

ところが、最近、活発化 して いるオープ ンシス

テムの検討機 関、例えばX/Openな どはユー

ザ ー、ベ ンダー、専門家が集 まって議論 し、 その

合意 の過程 の中で結論が得 られ、 また合意 に至 る

まで の期 間 も短い。

つ ま り、 ここで重要なのは、検討 の場が どこか

とい うこ とよ りも、合意 に至 るプ ロセ ス、過程が

オー プ ンで、広 く関係者 の意 見を反 映 させ られ る

か、 とい うことです。

昨今の業界標準 とい うのは、 まさ しく検討の過

程 を大切に してお りまして、検討 の場 は業界内、

ただ し仕様 の作成 には、 みん なの意 見が反 映 され

て、そ こには偏向がな く、過程 が公 開 されてい る

とい う意味で、定義上 のオープ ンシステムの性格

を持 ってい ると言 える と思 い ます。

また、イ ンタ フェースやサ ー ビス、 データ定義

につ いて も、ほ とん どの業界標準 は、 アプ リケー

シ ョン ・イ ンタ フェースの仕様、機能 モ ジュール
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と、そのモジュールが提供するサービス、 どうい

う機能が保証されているかなど、機能的な仕様を

伴 っております。

もちろん、業界標準とい うものは、広範なベン

ダーのシステム環境で動作 します し、その応用と

相互運用性を目的とし、ユーザーに一貫性のある

操作環境を保証す るという目標を持っています。

ただ し、この一貫性のある操作環境 とは、多少意

味深いものがあって、そもそも業界標準 というも

のは、企業 と企業の連携の側面で使 うものであっ

て、社内では別の ものが使われていました。

ところが、一貫性のある操作環境を求めようと

すると、企業間システム と企業内 システムは同一

仕様になっていなければな らない。つまり、オー

プンシステムというものは、業界標準が社内シス

テムにまで浸透 したものと言えます。

では、どうやってこのような環境を実現するの

かについて述べていきたいと思います(資 料8参

照)。

技術的には、新たな体系を定義 していくことに

なります。例えば、ス トラクチャがあります。そ

のス トラクチャはOSIの 上位、情報通信の上位

機能としてあ ります。

ス トラクチャには、既存のOA環 境や業務環境

が包含されております。 もちろん、マルチベ ンダ

ーを想定 しております。 システム管理やネットワ

ーク管理
、あるいはセキュ リティなどの秩序の維

持を前提 とした体系です。

こうして見ると、オープンシステムとOSIと

の違いがよくわかると思います。OSIは 情報通

信の下位の部分を当面の対象 としてお ります。オ

ープ ンシステムでは
、 この部分 も含んでおります

が、む しろ上位技術に重点を置いてお ります。

つ まり、マルチベンダーを想定 している点では同

じですが、ユーザーである人間の操作環境を重要

視 しているという意味で、ちっよと視点が異なっ

ております。

さて、考え られる適用業務を資料9に まとめて

みま した。事務処理、生 産 システム、電子 データ

交換(EDI)、 さ らにホームオー トメーシ ョン

や ア ミューズ メ ン ト、エ ンジニ ア リングシステム

な どの公衆 的な応用が考 え られ ます。

ここに、オ ープ ンシステムの もう一つの特徴が

あ ります。情 報処理分野へ の応用を考え る一 方、

通信サー ビスへの応用 も同時 に考え られ ます。

昨今で は、イ ンテ リジェ ン ト・ネ ッ トワー クな

どとい う言葉 があ りますが、通信網 が持 って い る

アプ リケーシ ョンの情報 、アプ リケー ションを維

持す るための加入者の情報 や システムのロケー シ

ョンの情報 な どを うまく管理、利用で きる と各 ネ

ッ トワー クを総 合的なネ ッ トワークと して運用で

きるようにな ります。

こうした情報連携 のために、CCITT(国 際

電信 電話諮問委員会)な どの標準化機 関で もオー

プ ンシステ ム的な発想で検討 を行 っている とい う

側面があ ります。

一方、技術的な問題 だけではな く、 オープ ンシ

ステムに関連 す る検討課題 として、制度的な もの

もあ ります(資 料10参 照)。

その一つ に、 目的に適 う情報活用を、秩序を持

って実現す るための制度で、セキ ュ リテ ィの維持

のためのポ リシーやオーソ リテ ィとい う問題 があ

ります。

例えば、金融 の世界では、SWIFT(国 際銀

行 間金融電気通信協会)が 運用する国際為替 シス

テムがあ ります。 日本国内で も、や は り為替 シス

テムがあ り、社内に も本 ・支店 間を結ぶ システム

が あ ります。

銀行に してみれば、SWIFTに も加入 してい

る し、国 内為替 システムに も加入 してい る。 社内

システム もある とい うこ とで、情報のオー ソ リテ

ィは どうなるのか とい う問題がでて きます。

異 なる組織の運用のオー ソ リテ ィが、 お互 いに

ポ リシーを示 し、調整を図 っていかない と、企業

間、組織間連携の システムは円滑 に運用 で きな く

な りますので、複数の組織 に またがる運用 のため
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の情報活 用の制度を どうす るのか とい うこ とが、

オープ ンシステムの中で検討 されて お ります。

それか ら、国際的な整合性 の維持 の中で、 国際

競争 と国際連携 をいかに してい くのか とい う問題

があ ります。

数年前 か ら、 日米間の構 造協議 の中で、情報 ネ

ッ トワー クに関す る非関税障壁 が話題 にな ってお

りますが、お互 いのネ ッ トワー クが容易に乗 り入

れ られ るように、その長期的解決策 として オープ

ンシステムの考え方 が有効で あるとい う発想が ご

ざい ます。

そ して三つめの制度 的問題 として、標準化 と共

通化 とい うこ とが ござい ます。

現 在では、 オープ ンシステム とい うテーマが標

準 化 とい う枠 の中で検討 され始 めて お ります が、

標 準化 よりも進展速度の速い共通化 とい う活動 が

あ ります。標準化 よ りも短い期 間で 目的が達成 さ

れ る共通化は、X/OpenやUI、OSFな ど

の コ ンソー シアムの中で行われてい ます。

この標準化 と共通化 は、 おそ らくタイムスパ ン

の上 で相互補完の役割を果 た しつつ あ りま して、

標準化 は、例えば、西暦2000年 以降 の長期 的 ビジ

ョンで、共通化は1995年 ぐらいの製 品普及 を狙 っ

て それぞれ成果を生み出 しっつ あ ります。

問題 は、標準化 と共通化はお互 いに競争 関係 に

あるのではな く、相互補完の関係 にある ことを関

係者 が明確 に認識 し、お互いに歩 み寄 って 、長 ・

短期 的整合性 を どう維持 してい くのか とい うこと

です。

標準化 も共通 化 も、技術開発の 目標を もってい

る活動 は、国 レベルの活動 と国際機関 レベ ルでの

活動、民間 レベルの活動 とが あ ります。

例 えば、英国のDTI(貿 易産業省)で は、 ア

ル ビー(Alvey)計 画 とい う国家 プロジ ェク トがあ

り、その一環 としてANSA(AdvancedNetwork

SystemsArchitecture)と い う活動 が行 われ、米

国のDECやIBMの ような メーカーや、大 学の

研究者が参 加す る組織が あ ります。

これ も一つ のオープ ンシステムの枠を決めて、

その枠の中で共通化 、あるいは標準化の実証 的な

活動を進めて い るケースです。

米国のNSF(NationalScienceFoundation)

では、研究環 境の情 報化 の使命 を持 ってお りま し

て、 ワークステー シ ョンを中心 として計算機 シス

テムの 中で、共通のアプ リケー シ ョンの可搬性の

向上 につ いての実証的な活動を行 ってお ります。

一方、国際的な標準化機関の レベルでは、IS

OとCCITTが 活動 を行 ってお ります。

ISOで はODP(OpenDistributedProcess

ing)と い う開放型分散処理環境 の標準 化を行 い、

CCITTで は、FrameworkforDistributedAp

plicationと い う公衆通信網 の中でのサ ー ビスの

連携 に向 けた長期 的な標準 化を行 ってお ります。

これに対 し、民間 レベルでは、 より近 い将来の実

現 を 目標 に した活動を行 ってお ります。

欧州のICL、 ブルな どが設立 したX/Ope

nは 、今 や国際的 な組織 にな ってお ります し、米

国のIEEEの 中のPOSIX、 あるいはUI、

OSFな ど、 当面 はUNIX環 境の 中でのオープ

ンシステムの実現 に向けた共通化 を図 ろう とい う

形で活動 が行 われてお ります。

もちろん、すでに国際標準 がある ものはこれを

尊重 してお ります し、X/Openの 活動 な どは

UNIXだ けで はな く、広い範囲での、共通的 な

イ ンタフェース を決め る活動を してお ります。

こういうこ とで、標準化 と共通化の相互補完 を

いかに円滑 に行 って い くのかが、今後の制度 的な

問題の一つ のポイ ン トになる と考え られ ます。

実は、私 は、ODPの 国際標準化活動に携わ っ

てお りまして、 このODPの 標準化 を例に、少 々、

お話 したい と思い ます(資 料12参 照)。

ODPは 、将 来の長期的な情報処理 の枠組み を

睨ん だ形でオ ープ ンシステ ム環境を考えて い くも

ので、基本参照 モデルが重要にな ります。

基本参照、 モデルの構造の規定を行 って、プ ラ

ッ トフォームを どこに置 くのか、基本的な機 能は
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どうい う もの を備え、ユ ーザー ・イ ンタ フェース

は どうす るのか、 そ うした機能 を決あて い くには、

今後 どうい う検討が残 っているのか、 とい った事

柄を ま とめ るわ けですが 、 これが将来 の システム

化の一つの指針、憲法 にな ってい くわけです。

資料13にODP基 本参照 モデルの ドキ ュメン ト

構成が ま とめて あ ります が、パ ー ト2は 記述的な

モデ ル、パ ー ト3は 規定 モデルで、 この二つが骨

格 に位置 し、1994年 頃 に国際標準 になる予定です。

とい うこ とは、将来 は こうした標準 に規定 され

た枠の中に、すべての要素 が入 って きて、現在の

X/OpenやOSFの 活動 も、 この枠 の中で説

明で きるようにな り、規定 され ている具体的 な機

能、例えば分散 フ ァイルは どのよ うに管理 され、

存在す るのか とい った一つ がモデルの 中に位置づ

け られ る。

これに対 して、ユ ーザ ーは どうい うイ ンタフェ

ースを通 して アクセスす るのか が明確 にされ、結

果 として既存の活動が集約 されて いきます。

EDIの 標準化 について も、 は じめ は通信事業

者に近い所か らス ター トしましたが、 それが除 々

に通信 とは遊離 して きま して、業務の分野に どん

どん近づいて きま した。 次 は業務 と業務 とのお互

いの連携が、情報の連携 と業務 の連携が し易い方

向に向 って行 きます。

その瞬間 に、個 々の コ ンピュータ システムの環

境を同一にす ることによって、情報 の見 え方が一

体化で きるか、あ るいは情報 の分散化 の問題 を解

決で きるか、企業内、企業 間のシ ステム運 用が ど

の ように調整 され るのか とい った新 しい問題が起

こって きます。

そ こでODPな どで行わ れて きた活動 のエ ッセ

ンスが よ り上位のEDIの 中に取 り込 まれ、同一

の基盤 の上 に載 ったイ ンプ リメンテー ションが実

現 され るわけです。

現在、検討 されてい るODPが1994年 頃に標準

とな り、 その標準 に従 った詳細規定(機 能標準)

ができるには、 まだ時間がかか ります か ら、 それ

まで の間に共通化の活動が行われ、標準化 との整

合性 を とって いきますので、2000年 頃にはODP

を使 ったEDIが で きるのではないか と思 ってお

ります。

ただ し、 それ までの間、待 っている ことはで き

ませんか ら、今何をす るか とい うと、現在 の活動

を続 ける しかないわ けです。

しか し、 その活動は将来、新 しい枠組 みの中に

統合化 されてい くことを見通 し、 その活動 にマイ

グ レーシ ョンす る方向で検討 しなけれ ばな らない

時期が もうす ぐ来 るような感 じがい た します。

最後 に、 オープ ンシステムの話が なけれ ばED

Iが ないのか とい うと、そ うではあ りません。E

DIを 取 り上げた本質 は、 まず、そ の必要性 を認

識す るこ とにあ ります ので、語弊のな いよ うに ご

理解をお願い します。

また、OSIと オープ ンシステム とは違 うとい

うこ とを何度か言い ましたが、 これ は双方が相 い

れな い もので あると言 うのではな く、OSIを 使

うこ とによ ってオ ープ ンシステム化 を図 る ことが

一層容易 になる。OSIを 使 って、 その上 には長

期的 にオープ ンシステムが載 り、 システム間接続

か ら、情報 の連携、業務の連携 、イ ンターオペ ラ

ビリテ ィの実現へ と自然に流 れて い く。 そ こに、

世界的 な標準化や共通化の活動 があって、今後、

一層活発化 してい くとご理解 いただきたい と思 い

ます。

有 り難 うございま した。
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情報通信システムの視点

1970年 代

1980年 代

ユ990年 代

システム接続の時代

情報接続の時代

情報(業 務)連 携の時代

資料1

情 報 連 携 の 時 代

情報は複数の場所で使用される(分 散使用)

情報は複数の場所で格納される(分 散格納)

情報は複数の場所で処理される(分 散処理)

情報は複数の機関に保有される(分 散権限)

資料2

情報連i携の時代

移動度が高められる時代

人の移動(何 処で も)

情報の移動(直 ちに)
組織の移動(組 織が変わっても)

業務の移動(新 たな業務から)

資料3
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情報 の連携 の ためには

何処でも情報が同 じ見 え方をする

同じ操作 で情報 を扱える

必要な情報を全て保有 しているように思える

必要な処理が迅速に行える

資料4

情報の連携を可能にするためには

既に完成された機能を活用する

(過去の機能は忘れる)

情報利用の視点から考 える

(TopDown的 に発想する)
これからの課題に意識 を集中する

(環境の変化は新たな課題 を生 じる)

資料5

オ ー プ ン シス テ ム とは

広範 なベ ンダーの システム環境 で動作す る

オープ ンシステムの応用 と相互運用性 があ る

ユーザ に一貫性 のある操作環境 を提供 す る

(IEEEP1003.0)

資料6
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オ ー プ ン シ ス テ ム は

将来的に拡張性が保証された一連の仕様 を必要とし
これは、インタフェース、サービス及びデータ定義

として規定される。

これ らの仕様の規定は、偏向がなく、 また決定に至

る合意のプロセスが公開されたものでなければなら

ない。

(IEEEPIOO3・0)

資料7

技 術 的 に は 新 た な 体 系 を定 義

情報通信(例 えばOSI)の 上位技術

既存のOA環 境 を包含

マルチベンダーを想定

秩序の維持(管 理、Security)を 前提

資料8

適用業務 としては

事 務 処 理

生 産 シ ス テ ム

電 子 デ ー タ 交 換 を 始 め と し て

HomeEntertaiment/Automation

CommandandControlSystem

EngineeringSystemMedicalSystem

IntegratedData/Text/Voice/ImageService

etc.

資料9
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関連する検討課題

目的に適 う情報活用 の制度

Securityの 維持 のためのPolicy/Authority

運用の ための調整組織

国際的整合性の維持
国際競争と情報連携

標準化と共通化
迅速性/

資料10

オー プ ンシス テムの検 討事例

ANSA(英 国)

NSF計 画(米 国)

ISO/ODP

CCITT/DAF

X/OPEN

ANSI∬EEEPOSIX

OSF

UI

資料11
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ODP基 本参照モデルの内容

*構 成要素,構成要素が提供するサービス,構成要素の環境,構成要素間の相互作用等の観点
から分散処理をモデル化する。

*サ ービスや相互作用を記述できる抽象化レベルを識別する。

*構 成要素間の境界の分類や、構成要素間の相互作用する点の識別を行なう。

*分 散システムが実行する機能の一般的なものを識別する。

*ODPを 実現するために、モデルの各要素がどのように結合されるかを示す。

ODP基 本参照モデルは、他の標準でサービスや相互作用を定義できるように

抽象化レベルを定義 し、OSI参 照モデルで定義されているサービスやプロ トコル
の概念を一般化する。

資料12

基本参照モデルの ドキュメン ト構成

パ ー ト1(Overview… 外 観)… 規定 外

ODPの 必 要性,ス コー プ,キー とな る定 義

標 準 化 の 必要 な領 域 の 列 挙

パー ト2(DescriptiveModel… 記述モデル)… 規定内

概念定義

(任意の)分散システムの標準的記述のための枠組みと表記法

パ ー ト3 (PrescriptiveModel… 規定モデル)
分散処理が実現すぺき特性の仕様

ODP標 準が従うべき条件となる
パー ト2の記述モデルを使用する

… 規定内

パー ト4(UserModel… ユーザモデル)… 規定外
ユーザの視点から見えるODP環 境の記述

分散アプリケーションの設計者からどのようにODPが 見えるかの説明

資料13
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第2セ ッ シ ョ ン

整 い つ つ あ る オ ー プ ン シ ス テ ム 環 境

ユ ーザ ーニーズに基 づ くオ ープ ンシステム環境 の実現 に向け、ベ ンダ

ー はどの よ うに考 え
、取 り組 もうと しているのか 。

現実にユ ーザーが 直面 して いるソフ トウェア環境 、ネ ッ トワー ク環境、

さらに適 用業務 を含 めた トータルなシステムの相互運用 な ど、 さまざ ま

な局面 にお ける課題 を体系的に整理す るとと もに、ユ ーザ ーのオ ープ ン

システム環境を整え るためにベ ンダーは何を製品開発/提 供の重点戦 略

とす るのか、 どこで差別化 を図 るのか、 その考えを探 る。

講 演(1)

メ ー カ ー が 提 供 す る オ ー プ ン シ ス テ ム 環 境

一 ユ ー ザ ー の た め の ソ フ トウ ェ ア 環 境 一





第2セ ッ シ ョ ン 整 い つ つ あ る オ ー プ ン シ ス テ ム 環 境

講 演(1)メ ー カ ーが提 供 す る オ ープ ン シ ス テ ム環 境

一 ユ ーザ ーの た め の ソ フ トウ ェア環 境 一

井 原 質(㈱ 東芝 パ ソコン ・ワー クステー ション事業 部

WS商 品技術部WS商 品企画担当課 長/工 学博士)

ご紹介 いただ きました井原 と申 します。本 日は

この よ うな ところで ご説 明 させていただける機会

を頂戴 しま して、誠 にあ りが とうござい ます。

最初 に、UNIXを 中心 としたハ ー ドウ ェア、

ソフ トウ ェアにつ いて少 しご説 明 して、 その後、

東芝で は どの よ うなオープ ン環境 を用意 して いる

か というこ とを申 し上げ たい と思 います。

オ ープンシステム とい うものの定義 はいろい ろ

あ る と思い ます。すべて ライセ ンス して得 られ る

・ようなオー プ ンで ある とい う考 え方や、 あるいは、

あ る定義では イ ンタフェースがすべて公開 されて

いて、そのイ ンタフェースに基づいて誰が開発 し

て もいい、無料 といい ますか、 あるいは若 干の ラ

イセ ンス フィー程度でイ ンタフ ェース に基づいた

開発が可能にな る とい う考え方 もござい ます。

例えば、今のパ ソコンです とか ワー クステー シ

ョンは、最 近かな り部 品の標準化が進んでい ま し

て、あ る意味では秋葉原で部品 を買い集めてつ く

ることもで きる。OSに つ きま しては、ベ ンダー

か らの提供を受 ける必要 もあるか もしれ ませんが、

非常に長 い時間をか けてやれば、それぞれを組み

合 わせて実現 で きる。 それがオ ープンシステムだ

とい う考 え方 もあ ると思い ます。

資料1は 、い ろいろな種 類の コン ピュータ、マ

イ クロコンピュー タ、 ミニ コン ピュー タ、 メー ン

フレーム、スーパー コンピュー タとござい ます け

れ ども、横軸 を時間、縦軸 を性能 と して グラ フを

書 き、それぞれの性能 が1990年 までに どれ ぐらい

速 くな って きてい るか、伸 びて きてい るかを示 し

てい ます。

これを見 ます と、マイ クロプ ロセ ッサ ・ベース

の成長が非常 に速 い、 そ して この線 をず っと追 っ

てみ ます と、ス ーパ ーコ ンピュータ との差 が どん

どん縮 まってい きます。

これ は一体何を意味す るのか といい ます と、い

わいるシ ングルチ ップで コンピュータがで きると

い うこ とです。

そ うい う技術は70年 代の初 頭 ぐらいか ら4ビ ッ

トのマイ クロプ ロセ ッサ とい う形で実現 しまして、

それか ら4年 刻 み ぐらいで、84年 頃 には32ビ ッ ト

のマイクロプロセ ッサがで きてきま した。

これにオペ レーテ ィング ・システムを搭載す る

ようにな りま して、 コンピュータがで きる。 そ し

て、そ うい うテ クノロ ジーが どん どん進歩 して き

て速 くな り、 ミニ コンピュータ等の性能 に追 いつ

いて しまう。 この ような現象が発生 して きま した。

従来、私 どもメーカーで も ミニ コ ンピュータで

す とか、オ フィス コンピュータをつ くって お りま

したけれ ども、そ うい うコンピュータは個別 のI

Cを 使 ってアーキテ クチ ャを開発 してつ くられて

お りますが、それ よりも、市販 のマ イ クロプロセ

ッサを買 って作 った方 がず っと現実的で ございま

す。

それか らコンピュータの コス トは随分下が って

きてい ますけれ ども、大量 に流通 してい る部品 を

使 ってつ くればそれだけ安 くで きる。

例えば、各 メーカーで一つずつ部品を生産 して

い ます と非常 に コス トが高 くな ります。 一つ一つ

が固有 のアーキテ クチ ャで、固有のOSを 積んで

コンピュータ として機能 をす る。そ う します と、

それは非常 に開発 コス トが高 くついて くる。

ところが、標準化や、他の メーカーが開発 した
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広 く流通 して いるマイ クロプ ロセ ッサを使 って、

共通 のOSを 使 うとい うことにな ると、ず っと安

くエ ン ドユーザーにコ ンピュー タを供給 で きる。

現実 に、そ うい うマ イ クロプ ロセ ッサが どう進

化 して きたか、32ビ ッ トのプロセ ッサを中心 に見

た資料2及 び資料3を ご覧下 さい。

傾 向 として は86年 頃にRISC(ReducedInst

ructionSetComputer)が 開発 されてか ら、 かな

り性能 の向上が著 しくな った。 それをMIPSと

い う単位で見た ときに年間に倍 ぐらいにな ってい

くとい う予測を、バ ー クレ版UNIXを 開発 した

ビル ・ジ ョーイが立て ま して、完全に は一致 して

いません けれ ども、かな り近似 した線でマ イ クロ

プロセ ッサの能力が伸 びて きて お ります。

そ うい う背景 も反映 しま してIDC社 の統 計な

どを見 ます と(資 料4及 び資料5参 照)、 市場 の

成長は、今後、PCや ワー クステ ーシ ョンな どの、

マイ クロプ ロセ ッサ を使 ってつ くってい るコン ピ

ュータが どん どん伸 びて い くだろ う、 とい う予測

が ございます。 これがハー ドウ ェア的 な背景で ご

ざい まして、今後90年 代 とい うのは、か な り標準

化部 品でハ ー ドウ ェアがつ くられ るようにな って

くるのではないか と思われてい ます。

一方 、ハ ー ドウ ェアを コン トロール してい くも

の、 これは システム ・プログラム と言 われてい ま

す けれ ども、いわゆるオペ レーテ ィング ・システ

ムですが、 これ も70年 代を振 り返 ってみ ます と、

ミニ コ ンの上で各社各様 のOSを つ くって いま し

たが、ユ ーザ ーか ら見 ると、各社 の ものが少 しず

つ違 って使 いに くい。マルチベ ンダーの コンピュ

ー タを導入 なさ ってお られ ますので、あ る程度 同

じ概念で、同 じ感覚で使え るような ものが望 まれ

て くる とい うことにな ります。

また、 メーカーサイ ドとして もある意味 でOS

を一つ開発す ると相当な投 資にな ります か ら、標

準 のOSが あると非常に便利 である とい うニーズ

もございます。ただ し、標 準のOSの 欠 点はアー

キテ クチ ャを特化で きない ものですか ら、性能が

悪 い とい うよ うな ことが ござい ます。 ただ、先 ほ

どのマイ クロプロセ ッサの性 能の伸 びとい うの も

ござい まして、 そ ういう欠点を十分 にカバ ーで き

る状況にな って い ます。

こう した背景 か ら、標準化のベ ース とな るデフ

ァク ト・ス タンダー ドOSが 伸 びて い くだろ うと

言われてい ます。

そ こで、 デファ ク ト・スタ ンダー ドの中か らU

NIXと い うOSを 少 しご説 明 させていただ きま

す(資 料6参 照)。

UNIXは ご承知 のよ うに、70年 代 にAT&T

のベ ル研究所でつ くられて、研究者が非常 に好ん

で ソフ トウェアの研究用に使 って お りV7と い う

OSが 出て きたんですが、80年 代 に入 ります と、

ア メリカでい ろんなベ ンチ ャー企業 がマイ クロプ

ロセ ッサを使 って コ ンピュー タをつ くるようにな

りま した。 そ うします と、そのOSと してUNI

Xを 採用す る方が非常 に開発サ イ クル も早 い し、

い ろい ろな意 味で コス トセー ビングが で きる とい

うこ ともござい ま して非常に普及 して きました。

ただ し、 これは ソフ トウ ェアの常 で ござい ます

が、 ソースコー ドが配 られて、ハー ドウ ェアの プ

ラ ットホームが違 った ところで利用 され ます と、

どう して も少 しずつ機能が強化 された りして、 メ

ジャーな ものです と、3つ のバ ージ ョンに分かれ

て きま した。

それか ら83年 頃にな ります と、通常 、OSの カ

ーネル として、 ネ ッ トワー ク機能 のなか ったUN

IXに もネ ッ トワーク機能が付加 されて きて、バ

ー クレー版 とい うのが 出て きま した。

この時代背景 には、 ワー クステ ーシ ョンの台頭

があ りま して、 ワー クステーシ ョンとい うのは ど

うい うものか と申 します と、 いわゆ るコンピュー

タなんですが、パー ソナル ・コンピュー タ、つ ま

り自分で1台 専用 して使 うコンピュータですが、

パ ソコンのよ うにシ ングル タス クで はな く、マル

チ タス ク機能が あ ります。

もう一 つ重要 な ことは、 タス クが効率的 に行わ
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れ る。 あ るいは仕事 の成 果を共有す るためにネ ッ

トワー ク機能 が重視 されて きま して、特 に この時

代 ではイーサ ネ ッ トワー クが出て きま して、ネ ッ

トワー クで ワー クステー シ ョンをい くつ も接続 し

て各 開発者 が使 える環境 をつ くろ うとい うことに

な りまして、 ネ ッ トワー クの研究が どん どん進む。

そ こでワー クステーシ ョンとネ ットワー クとい う

のは非常 に切 って も切 り離 せないよ うな関係にな

ります。 その ときのOSと してバ ー クレー校で開

発 され たバ ー クレー版UNIXが 非常 に普及 して

きま した。

一 方
、TSSの コン ピュータ等ではAT&Tが

ず っとサポー トして きたSystemVが 使 われてお り

ま した。

それか らPCの 世界 では、少 しサイズの小 さい

PCに 乗 りやす い環境でXENIXと い うOSが

使 われて います。 ところが90年 頃 まで き ます とプ

ロセ ッサ のパ ワーが向上 し、 それか らメモ リーが

非常に安 くな って きま して大容量 のメモ リー も使

え るよ うにな った。 こう した環境でUNIXは 普

及 しま したが、三 つのバー ジ ョンのUNIXが あ

ります と、ユーザーか ら見 ま して もそれぞれ使い

方 が違 うとか機能 が違 うとい うことにな り、 ソフ

トウ ェアの開発 ・利 用効率 が落ちて くる。

この ような こともござい ま して、それでは一つ

の ものに統一 して い こうとい う動 きが今度 は出て

きま して、 いわゆる所有権 を持 っているAT&T

のグループに一本化 されて、SystemVr4一 つに

して いこ う。 そこで現在 はほぼ一つに ま とまって

きた。OSが まとまって も、そ こに付随 して くる

アプ リケー シ ョンが まとまるまでに時間がかか り

ます か ら、現実には もう少 しかか ると思い ます け

れ ども、91年 を見 ます と、かな りまとま りつつあ

ります。

時代 が流 れてき ます と、今度 はUNIXと い う

OSを 、 あるいはそれ に関係す るアプ リケーシ ョ

ンも含 めて統一 して い くために、 イ ンダス トリア

ル ・コンソーシア ムが設立 されて きま した。資料

7は 、現在、UNIXを め ぐる主要 な団体 とその

メンバ ーを示 してお ります。

歴史的 な背景を申 します と、 まずX/Openと い う

のは、最初 はヨー ロ ッパを中心 にで きた グループ

で ございま して、主にUNIXに こだわ らず に、

ある標準OSの 上 で開発 されたアプ リケー シ ョン

・ソフ トウェアの ソース レベ ルで の互 換性 を決め

て いこ うとい うことを中心 に活動 を開 始 した グル

ープで ござい ます。

ただ、その ときに どのOSが 一番 いいのか、取

り上 げやす いのか を見 ます とUNIXと い うこ と

にな って きま して、UNIXの 上 で動 くアプ リケ

ー ションの、特 にソースでの流通性 、 ポータ ビリ

テ ィな どの規約をつ くって、 これをポータ ビ リテ

ィ ・ガイ ド、XPGと 言 って い ます。

一方、UNIXと い うのは69年 頃 にで きたOS

ですか ら、随分古 い。古 い ものか ら進化 は して い

ます けれ ども、 それよ りも最初か ら新 しいOSを

つ くった らどうだ ろ うか。

つ まり、90年 代 を目指 して もっと理想的な もの

をつ くろ うとい うこ ともござい ま して、オー プ ン

・ソフ トウ ェア ・ファウ ンデー ション(OSF)

とい う団体がで きま した。 ただ し、 この団体のプ

ロダ ク トにお きま して も、UNIXの イ ンタ フェ

ースは守 ろうと してお ります ので、 そ うい う意 味

で はアプ リケー シ ョン的に従来 の ものがか な り保

証 され るよう考 えてお られる。

また、UNIXイ ンターナシ ョナル(UI)と

い うグループが ございま して、 これ はUNIXと

い うOSを 統合 して いこ う。 先ほ ど三つの ライ ン

が一本 になる絵が ございま した けれ ど も、 この実

現 を推進 してい こ うとい う形 でユーザー団体 と呼

応 して、ベ ンダーが集 まってつ くってい る協 議会

で ござい ます。

こ うい う主要な団体ができたんです が、 当初 、

UNIXと い うのはAT&Tが 開発 して、AT&

Tが 各ベ ンダーに ライセ ンス供与 して いる とい う

こ とで ござい まして、 ベ ンダーの声が反映 されな
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いのではないだ ろうか とか、あ るいは開発サ イ ク

ルがベ ンダーやエ ン ドユーザ ーが要求 して い るも

のに合 わないのではないだろ うか とい う心配 があ

りましたが、現在ではUNIXに 関す るライセ ン

スはAT&Tか らUNIXソ フ トウ ェア ・ラボラ

トリーズ(USL)と い う会社 に移管 され ま した。

USLはAT&Tの100%の 子会社 として スター

トし、 ここでUNIXの 製 品開発である とか、 あ

るいは製品の出荷で あるとか、 ライセ ンス許諾 を

行 って お ります。

UNIXの 仕様につ いては、別にUNIXイ ン

ターナ ショナル とい う団体 をつ くって、参加 メ ン

バー とネゴ シエ ーシ ョンをす る形で製品の仕様を

定義 してい く。 あるいは開発 の時期等 につ いて も

方向づ けを行 うことでUNIXの 開発状況が見 え

るような形を とってお ります。 さらにUNIXイ

ンターナシ ョナルは他 の標準 化団体、あるいは各

エ ン ドユーザ ーのいろいろな要求を取 り入 れて、

仕様 を決定 してい きます(資 料8参 照)。

UNIXイ ンターナ シ ョナルは組織 その ものを

オープ ンに して いこうとい うことで、 これ まで は

100%出 費のAT&Tの 子会社 だ ったんですが、

最近 では株 式を少 しずつ公開 して、 日本です と富

士通 、NEC、 沖 電気、それか ら私 ども東 芝な ど

が参画 して株 を少 しずつ持て るようにな ってお り

ます。

さ らに、ア ー リー ・ア クセス とい う機構 があ り

ま して、開発途上のUNIXを 初期段階で試用 し

評価 して、 フ ィー ドバ ックを して い く。 この よ う

な活動 が行 われて います。かつ て、 こ うい うよ う

な形 でOSが 開発 され ることはなか ったん じゃな

いか。 それ ぐらい開発がオープ ンにな って きた と

い うこ とで ございます。

ただ し、UNIXの 標準化が軌道に乗 って きま

す と、 いわゆ る、OSの カーネル としての話 は大

体見えて きた とい うことで ございま して、今度 は

OSの カーネルだけではな くてOSの 周 り、環境

まで含 めて標準 化を考えてお りまして 、現在 では

UNIXと い う言 葉の中に、例 えばワー クステー

ションで はグラフィカル ・ユーザー ・イ ンタフ ェ

ース(GUI)と い う画面のデザイ ンで ある とか、

あ るいはネ ッ トワー クも複数の各社 のUNIXマ

シンがイーサネ ッ ト(Ethernet)で っ なが る。 さ

らには ワー クステー ションでな くて もい ろいろな

UNIXを 使 っている機械がつなが る。 さ らに は

異機種のOSと もつ なげ られる。 こうい うコ ンピ

ュータを利用す る環境全体 を議論す る とい う方 向

に変わ って きてお ります(資 料9参 照)。

GUIと いうのは資料10の ような もので ござい

ま して、昔、 トロ ンの板村先生が よ く言 われてい

たのです けれ ども、 これ までの操作環境 は 自動 車

で言い ます と、ア クセルが右 につ いてい る車 も左

について る車 もあ るとい うのが コンピュータの状

況で ござい ま して、資料10の 画面 を例え ば、 ウイ

ン ドウが ござい ます けれ ど、 このウイ ン ドウを動

かす のに一体 どうい う操作で動か した らいいんだ

ろ う。 あ るものは上の アイコ ンに最初 にマ ウスを

や って、 マウスの右 ボタ ンを押 して持 って くるも

の もあ る し、あ るものは、 マウスの左 ボタ ンを押

して持 って くるもの もあ る。 そ うす る と使 う方か

ら見 ます とそれぞれ全 く違 う使 い方 を しな ければ

いけない。 あるいは この画面のデザイ ンもいろん

なデザ イ ンが ござい ますので、それを どうわか り

やす くした らいいんだ ろ うか とい うことがGUI

で議論 されて います(資 料11参 照)。

ネ ッ トワー クな ど、 コ ンピュータの周辺 を含む

利 用環境 は一体 どうなん だろ うか、資料12はUN

IXイ ンターナ シ ョナルで考 えるモデルです けれ

ども、いわゆ るメー ンフ レーム と言 われ る大 きな

計算機、それか らゲー トウェイを介 してイーサネ

ッ トのLANに 接続 し、 ここには ワー クステー シ

ョン、 あるいはPCも つ なが って くる。 こうい う

ような環境 が ございます。

水平 的に分散 されて ネ ッ トワー クで コネ クテ ィ

ングされ る部分 と、垂直 的につ なが って ネ ッ トワ

ー クで コネ クテ ィングされ る部 分、 あるいは、 さ

一80一



らに一般のWAN(公 衆網線)と 接続 してい く環

境、あ るいは メー ンフ レーム と他 のアーキテ クチ

ャを持つ メー ンフ レームでつ なが って い くとい う

ものが ござい ます けれ ど、 それを大 きく三つに分

けま して、一 つを コーポ レー ト ・ハ ブ ・コ ンピュ

ーテ ィング、横に分散 して い くような環境をデ ィ

ス トリビューテ ッ ド ・コ ンピューテ ィング、 ワー

クステー シ ョンの中だ けでや るような ものをデス

ク トップ ・コン ピュー テ ィングと分類 し、それぞ

れ現在不足 してい る機能 をUNIXを 含む環境 の

上につけ足 して、その環境 を標準化 して、そ うす

るとエ ン ドユ ーザーか ら見 ます とマ ルチベ ンダー

の コンピュータが非常に うま くつなが る。

ただ、 これ は二つ の世界が ございま して、全部

がUNIXの 場合 もござい ますで しょう し、 ある

いは異機種、例 えば メー ンフ レームのOSとUN

IXが 混在す る環境 もござい ます けれ ども、 こ う

い うものをつ なげて い く利 用環境を今後議論 して

い こうとして お ります。 それが次の資料13で ござ

います。

最下層は、 いわ ゆるハ ー ドウェア ・プラ ッ トホ

ーム。私は ワー クステー シ ョンを利 用 して いるも

のですか ら、 ワー クステー シ ョンを例 にご説明 し

ます とHwPlatformsの 部分 にマイ クロプロセ ッサ

が あ ります し、 メー ンフ レームにな ります とそれ

ぞれ独 自の作 り方に な ります。

第二層のOSは とい うと、基本 的にはUNIX。

その上 にいろい ろなサ ブ レイヤー として例えば ネ

ッ トワー クだ とか、今後95年 ぐらい まで に話題 に

な って くるだ ろうと思われ てい ます オブ ジェク ト

・マネ ジメン ト、あ るい はマルチ メディアぐOL

TPも あ ります。

これ らの上位 で使 われ るアプ リケーシ ョンで は、

デス ク トップか らコーポ レー トハ ブまでを含む階

層がで きるだ ろ うと思 い ます。

先 ほ どUNIXを 取 り巻 く主要な標準化 団体 の

うち、UIで はATLASと い う考え方 を最近検

討 してい ま して、SystemVRel.4ベ ースのOSサ

ー ビスに加えて、 さらに システムサー ビス、ネ ッ

トワー クサ ー ビス、アプ リケー シ ョンサ ー ビス、

それか らいろいろな異な ったOSと のイ ンターオ

ペ ラビリテ ィ、あ るいは、 コン ピューテ ィ ング環

境 を管理 して い くセキ ュ リテ ィの問題 、アプ リケ

ー シ ョンを開発 してい くときの環境
、 こうい うも

のを総合的 に議論 した らどうだろ うか と提唱 され

っ つあ ります(資 料14参 照)。

オープ ン ・ソフ トウェア ・ファウ ンデー シ ョン

の方で は総合的な環境 を考 えてい こうとい うので、

資料15に 構成図が出てい ます。

これ もハ ー ドウ ェアが あ って、 ス レッ ドとい う

一つの プロセスを細分化 した単位が あ って、RP

Cと い う分散環境 を構築す るため の基本 ツールが

あ って、その上 に分散環境 をや って い くツール、

そ してセキ ュ リテ ィ。

空白にな っている部分は、そ うい うイ ンターオ

ペ ラビ リテ ィになるん じゃないか と思い ます けれ

ども、 こうい うよ うな形で、標準化団体 はこれ ま

でOSだ けを フォーカス してお りま した けれ ども、

相 当に ワー クスポー クが広が ってい るのが現状で

ござい ます。

ただ、今後 こうい うものを考 え る ときの課題 と

して最近 とらえてい るのは、OSだ けで見 ます と、

新 技術 の吸収、標準化 と新技術 とい うの は二律背

反 みたいな ところが ござい ま して、標準化が進み

す ぎる と沈滞 してなかなか新 しい技術が取 り込 め

ない。

そ うす る と、そ うい うものはなかなか生 き残れ

な くな りますか ら、常に新 しい もの も取 り組みな

が ら標準化 もや って とい うような環境 をっ くって

い くこ とが一番難 しい課題 なん だ と思 い ます(資

料16参 照)。

一つ には並列処理 の環境、マ ルチプロセ ッサ、

これ もUNIXと しては現実 に リリース されつつ

あるんです けれ ども、 それか らネ ッ トワー クを含

めた分散処理、あるいはOLTP(OnLineTrans

actionProcessing)で ある とか フ ァイル システム。
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ファイルシステム と書 きま したのは、 ネ ッ トワ

ー クに分散 してフ ァイルを持 った ときに どうい う

ふ うに持 った らいいのだろうか。現在、NSFと

い うテ クノロ ジーが ございま して、一つ のイーサ

ネ ッ トで ファイル分散 という形態はほ とん ど常識

の ようにな って きて い ます けれ ども、 これがい く

つ ものLANに 分 かれた ときにファイルが どう分

散す るのだろ う。 コーポ レー ト・ハブか らデ ス ク

トップまでい った ときに、一体 ファイルは どうい

うふ うに分散で きるのだろ うというような 内容で

す。

それか ら、Easeofuseは 当然 これか らも追求

して いか なけれ ばい けない課題で ございます けれ

ども、 いわゆるGUI、 現在の ところで は先 ほ ど

のOpenLookと 、OSFが 提唱 したMotifと い う

もの と二つ あ ります けれ ども、GUIも もっと進

化 して いかなければいけない と思 い ます。

さらに大 きな課題 になって まい ります のは、プ

ラ ッ トホームの上 のアプ リケーシ ョン ・ソフ トウ

ェアがバイナ リレベルで働 く世界、あ るプ ラ ッ ト

ホームに限ればバイナ リ互換 な り、その ソースか

ら一歩踏み込んだ互 換性 を追求す る。あ るい は、

そ うい うソフ トウェアを、今後 どう配布 してい っ

た らいいのだろ うか。 その ときの フ ォーマ ッ トは

どうい うふ うに した らいいのだろうか も問題 にな

ります。

現在ではCMT、 カセ ットMTで あるとか、 フ

ロ ッピーであ るとか、 こうい うもので配 られて お

ります けれ ども、 この欠点 とい うの は、一 々 コピ

ー しない とい けませんか ら大量 につ くるのた は向

きません。

ところが最近 はCD-ROMと い うのが 出て き

て お りまして、 これ はプ リン ト式で 、 レコー ド盤

をつ くるの と同 じよ うにで きてい ますか ら大 量に

生産 で きる。

ただ し、何か変更す る ときにはす ぐに原 盤を書

き換えない といけない とい う欠点が ござい ま して、

どうい うふ うに大量 の ソフ トウ ェアを うま く配 っ

た らいいのか。

あ るいはUNIXのOS自 身 も相当肥大化 して

きま して、現実 にはV7の ものか ら比べ ます と恐

ら く何十倍 といって いい ぐらいに増えてい ると思

い ます。

増えた部分 はか な りネ ッ トワー クのプロ トコル

とかそ うい う部分です けれ ども、 それに して も必

要 のな い部分 を コンピュータに全部入れて きます

と、OSだ けで例 えば100メ ガバ イ トを超え るよ

うな ものにな って きます ので 、OSの 要 らない部

分 を どのようにカス タマイズ してい けばいいか、

この ような ところが問題 にな ってい るようで ござ

い ます。

それか ら現在一番言われてい ますのは、ハー ド

ウ ェア とい うのはここ70年 か ら90年 で進歩 して き

ま した。 これ は飛躍的 に進歩 したのです けれ ども、

実際には相 当いいツールが ござい ま して、例え ば、

今ハー ドウ ェア ・マ イ クロ ・プロセ ッサ を開発す

るツール とい うのは相当標準化 されて いろい ろな

CADツ ールがそろ って いる。

ところが ソフ トウ ェアをつ くる とな ります と、

多 くの場合には コンパ イラ とデバ ッカ と、 それか

らバ ージ ョン ・コン トロールのツール ぐらいで や

って いることが現状 ではか な り多 いか と思い ます。

ソフ トウェア開発 の標準化 を、 今度は組織 的に

や らない と恐 ら く21世 紀 までには相当の ソフ トウ

ェアがで きると思い ます。

そ うい う意味で、 コンピュー タが ソフ トウェア

の開発 を支援 してい くCASEツ ール とい うのが

今後 かな り注 目されてい くだ ろ うと思 われてい ま

す(資 料17参 照)。

CASEツ ール とい うの は簡単 に申 し上 げます

と、 ソフ トウ ェア ・ア プ リケー ションを解析 し、

分析す るツール、 あるいはアプ リケー シ ョンを設

計す るツール、 それか ら当然 コーデ ィング ・ア ン

ド ・デバ ッグとい うツール、 それ らを上流CAS

Eと 下流CASEと い うような分 類を してい ます

が、現在、上流CASEの いろい ろな ツールがで
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きて きて い ます。

一方
、下流 のCASEツ ールは、 あるオプシ ョ

ンな環境でで きた ものを、今度 は どうい うふ うに

うまくっな げて、上 か ら下 までっ くるか とい うの

が恐 らく課題 だ と思 い ます けれ ども、 こ うい うよ

うな課題 も少 しずつ で きて います。

実際 このつ なぎ方 には、新 しい議論にな って く

る ところの オブジ ェク ト・マ ネジ メン ト環境 とか、

そ ういうものが、重要 にな って くるのだ ろうと思

います。

一方、 メー カーの対応 と して、現実に私 ども東

芝の事例 もご紹 介 します と、 コン ピュータはCD

GPと い う、 コー ポ レー トで使 うコンピュータ、

デパ ー トメン ト(部 門)で 使 うコン ピュータ、 グ

ルー プで使 うコンピュー タ、パ ー ソナルで使 うコ

ン ピュータ、 こうい うような ものを考 えま して、

その中で製 品別 に開発部 門 を割 り当てて、それぞ

れが独立 に切磋琢磨 して開発 しているのが現状で

す(資 料19参 照)。

そ うい う中で オープ ン化 の傾 向 とい うのは、す

べて において今後取 り入 れな けれ ばい けない とい

う認識でや ってい ます し、既 に取 り入れ られてい

る もの もござい ます けれ ども、 そ うい う意味 では

大 き くG(グ ル ープ)と かP(パ ーソナル)で 使

われ るコン ピュー タ、つ ま りワー クステー ション

であ るとか、あ るい はパ ー ソナル ・コン ピュータ

とい うものは会社全体で使 われ るメー ンフレーム

であ るとか、あ るいはデパ ー トメン ト・ユ ースの

ミッ ドレンジ ・コン ピュータ とは違 い まして、い

わゆ る人 間が直接見え るコ ンピュータにな ってい

ます。 そ うい う意 味でマ ン ・マ シン ・イ ンタフェ

ースを重視す る コンピュー タ とい うよ うな認識で、

操 作性 の統一、仕様 間の統 一な どの標準化をで き

るだけ取 り入れ なが ら、デ フ ァク ト ・スタンダー

ドをポ リシー としてや ってい く。

それか ら、 ミッ ドレンジの コ ンピュータにな り

ます と歴史的な背景 もござい ま して、 まだ、オー

プ ンのOSよ りも独 自のOSを 搭載 してお ります。

主 に、 ここで使われ ますのは、デー タを中心 に

一つ の システム とな って使 われ るものです か ら、

そのためにはこの二つがネ ッ トワー クでつ なが っ

て い く、先 ほ どの分散機能 、例 えばRPC(Remot

eProcedurecall)な どの機能 が ここに入 って、

ここでかな り密な結合が行われて使 われてい く、

この よ うな こ とを現状 では考 えてい ます。

そ うい う意味では ミッ ドレンジの コンピュータ

で、 オフ ィスで使 われる分散処理 コンピュータに、

TPシ リーズ とい うのが ござい ます けれ ども、 こ

の コン ピュータはある意味で はオフィス ・コンピ

ュー タ、いわゆ るオフ コンとも見 られ るコ ンピュ

ータか も しれ ません けれ ども、例えば メール等 は

X.400の サー ビスを積む とか、LANに おいて も、

これは互換性 の問題 もござい ますので、昔 の イー

サネ ッ トと、 それか ら現在のTCP/IPと い う

二つ のデフ ァク トをサポー トしまして、 こうい う

ものが それ ぞれLANで 、例 えばMS-DOSや

OS/2が 入 ってい るPCな らばいろん なアプ リ

ケーシ ョンが働 く(資 料20参 照)。

また、MS-DOSが 動 くワー クステーシ ョン

で、いろい ろな機能が使 える。 さ らには、UNI

Xの ワー クステー シ ョンがつ いて いて も使 える。

この ような環境を ご提供 して お ります。

一方
、従来、 ミニ コンピュータ とい うのはかな

り制御用、 プロセス コンピュータ と言われ る こと

が多 うござい ま した。 こ うい うコンピュータにお

きま して もプロセス制御 のよさを利用 しま して、

例えばDS/TWINと い うシステ ムが ございま

すけれ ども、いわゆる二重系が簡単 に構成 で きる

(資料21参 照)。

ですか ら、一つ のRISCが 壊 れて も、す ぐに

オ ンライ ンで もう一つのRISCを 使 いなが ら壊

れ たRISCを 交換で きるとか、 フォール トトレ

ラ ン トの ダウ ンフ リーの ファイルサ ーバ ー と して

私 どもの機械 だけでな くマルチベ ンダーのPCだ

とか、 ワー クステーシ ョンがつ なが るよ うな機構

を構築 してい ま して、その中で さ らにつ なが るだ
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けではな くていろいろな機能 をCDGPと い う形

で提供 してお ります。

一方
、CASEで ござい ますが、 その上で ソフ

トウ ェアが どれ ぐらい効率 よ く開発で きるのだろ

うとい うことが ございま して、先 程の課題 に戻 り

ますが、 これ も現在、SEmateと い うプロダ

ク トがあ りま して、上流 の工程、それか ら ミドル

工程、 ローア工程、 これは先 ほ ど大 き く二つ をご

紹介 しま したけ ど、私 どもは三つ に分 けて 見てお

ります(資 料22及 び資料23参 照)。

その中で もOAに 代表 され るような もの に向 く

ツール、あ るいは リアルタイムCASEと いいま

して、 これはFortranで す とか、C言 語です とか、

こうい う もので使 う(資 料24参 照)。

それ ぞれの環境が ワークステーシ ョンやPCの

上 で動 きま して、 ここのCASE環 境 で開発 され

た最終 的なオブジ ェク トコー ド(モ ジュー ル)と

い うのは、いわゆ るオフ ィスユ ースの コン ピュー

タ、 あるいは ミニ コンピュータ、それか らセル フ、

つ ま りワー クステー シ ョン環境、 それか ら各種マ

イ コンにフ ィッ トす るような ソース コー ドが出せ

る。 その間のユーザ ー操作は、OpenLookと い う

イ ンタ フェースで統一 して、統一のデー タベ ース

を持つ とい う考 え方でや ってお ります。

実 はCDGPの 考 え方 の中に は、東芝の コンピ

ュー タだ けではな く、他社 のコ ンピュータを含 ん

だ利 用環境が前提にあ ります。 その例 として証券

のデ ィー リングシステムを ご紹介 いた します(資

料25参 照)。

デ ィー リングシステムで使われ るワー クステー

シ ョンは、本社 にある大型の計算機の株価 の過去

の変動 状況のデータベースや ミッ ドレンジの コン

ピュー タが管理す る各支店で の顧客 データ、そ し

て証券取 引所か らは時 々刻 々変化 して い く銘柄別

の株価 を表示 した りいた します。

こうい うような環境 をマ ルチウ イン ドウで表現

します と、エ ン ドユ ーザ ーで あるデ ィー ラーの方

は使いやす くな ります。 さ らにデ ィーラーの方 は

スーパ ーコン ピュー タである とか、 ミニ スーパー

コンピュータを利用 して、今後 の株価 の動向分析

を シ ミュレーシ ョンす る。そ うい うデータを全部

ワー クステー ションで集積 して、見て、株 の売 り

買 いを判断 して、指示 を出す。それか らその結果

を各種 のデー タベースに反映す る。 こうい うよ う

な システムが現在構 築 されつつ あ ります。

資料26の 例で も、今後はオープ ンシステム化を

推進 してい く際 に クリア しな ければいけない課題

が あると思 うのですが、例えば現 実の システムで

は、東証か ら48Kの データを受 ける。 これをフロ

ン トエ ン ドの コンピュータで受 けて、FDDIの

よ うな100Mbpsの 光LANで 各 ワー クステー シ ョ

ンへ配信す る。 トレーデ ィングルームのワークス

テ ーシ ョンはダウ ンしない ように二重化された イ

ーサ ネ ッ トを組 みます。 こうい うデ ータとい うの

は200msecぐ らいで書 き換え られ る。つ まり一分

間に五枚 くらい画面が書 きか わるよ うな形でいろ

いろな グラフが変化 してい く。 こうしたシステム

を各拠点に置いてい く、世 界展開 され るという構

想で動いています ので、 そうい う意 味で、今後 は

トータルな システム ・イ ンテグ レーシ ョンが非常

に重要な課題 とな ってき ます。

それか ら最後に二 つ、重要 なテーマの一つで既

存 システム との関係について ご説 明 します。資料

27は 一つの例ですが、IBMの メー ンフレームを

中心 と して トー クンリングであ る とか、あるいは

モデ ム接続 の クラスタ ・コン トローラで ター ミナ

ルやPCが つなが るシステムが ある とします。 オ

ープ ンシステムでは既存 システム と同様の機能が

相互稼働す る とい う考え方が ござい まして、つ ま

り新 しいシステ ムを導入 した場合(資 料28参 照)、

例えばIBM3274の 機能が、入れ換えた ワー クス

テーシ ョンに吸収 され、 しか もこのワークステー

ションか らLANを 出 します と、 ここにサーバー

で ある とか、PC、 あ るいは ワー クステーシ ョン

がつ なが ります。 導入 した ワー クステー ションの

ウィン ドウの画面が 中央の メーンフ レームか ら見
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ます と、従来の ター ミナルの よ うになる。 この よ

うな環境をつ くって一緒 に仕事 を して い く。あ る

いは左 側の トー クンLANで す と、 そこに直接つ

ないでい く。

こうい うような形で、いわ ゆる既存の システム

でプ ロプ ライア タ リー と言 わ れる もの と、 オープ

ンシステムと言われるものは徐々に共存 していく

傾向が強 くなるというように思っています し、そ

れをあわせてうまく使えるような環境の構築がで

きるようなプラットホームを私 どもメーカーの方

でいろいろご用意 していきたいと考えています。

ご静聴ありがとうございました。
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コ ン ピ ュ ー タ の 緒 ・

PC・WSは 、年率35%以 上 、その他は18%～20%

SupeloomputersIM$～

Mainねmes=05M$・

MiniComputetS:50K$巧500K$

Microp囮cessors:1K$-50K$

19701975198019851990

(貴報 ↓Hθnnsy,D.Pa眈erson:computerArchitecture)

資 料1
'TOSHIBA
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CPUチ ップの進 化 一1

808668000
●X

628
●

6莫020

鷲 灘請1;.

ig60
△SPMCCCY7C601,

☆R3000A
口

R智・ 響6禦
SPARC{MS86901⊃
☆

SPARC(MB86910}
☆68030

386x●

t81 '82 '83 '84'85 '86 '87'88'89'90

(引用:bit増 「N「スーパーマイクoプ ロセ・ンサ)
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TOSHIBA

CPUチ ップの進化 一2

第1世代 第2世代 第3世代 第4世代

登場年 71⇔ 74～ 78軸 '86⊇

ピッ ト数 4 8 16 32

トランジスタ数 1.000～3.000 軸1万 ⇔10万 可100万

代表的チップ i4004,i4040 i8080,M6809
i8086

M68000
i486,68040

RISC

用途 電」ロ,小型機器制御
文字篭末,PC

機器制御

PC,WS

インテリジェン ト

機器制御

WS

汎用 コンピュータ

OS CP/M.OS・9
UMX

MS-DOS UNIX

(引用:bit増 刊 「スーパーマイクロプロセッサ」)
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三 ンピュ一 夕市場の成長(国内)

資料4

TOSHIBA

雌

AS/400

VMS4%

DOS-OS/2

資料5
TOSH口BA

UNIXの 分化 と統合

UN|X

Bel|研

{SCO)

XENIX

Berkeley

SW

Disthbution

4.2BSD

SunOS

資料6
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UNIXの 〉 とく
'△
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資料7
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UNIXlnternationalUi UNiXSoftwareLaboratoriesUSL

標準団体 ユーザ要求 X/Open 開発者要求 新技術

製品仕様定義

AT&T

(コ ンソーシアム)

NIX
SoftWare

boratorie

(SW企 業)

Early

Access

製品開発

製品出荷

方向付

UNIXSystemV

8/30ノ'91
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UNIX

十

GUI(GraphicaiUserlnterface)

十

Network

⇒Comp"ti"g
Environment

資料9

TOSHIBA

GrahicalUserlnterface

資料10
'rOSHIBA

GUIとToolkitの 現 状

Client

OP∈NLOOKGUI－
Appiication Applicat|on

・…k・・{

基本・・b{

OSF/MotifGUI

－

Application

個別のGUl

-

Application

XProtocol

Server

XView
OLIT(旧Xt+} Xm(旧PM力 く) Xt(鵠罐,)

Xlntrinsics Xlntrinsics Xhtrinsics

Xlib Xlib Xlib Xlib

. 「,

XServer W}ndowManager

OLWM:OPENIOOκ

MWM:OSF～Motif

TWM:XIlR4

{FreeSof柵are}

1
基本OS

UNIX,MS/DOS

8'301.91

資 料11

一89一



TOSHIBA

コ ンビュー の モ'"ル

」ト

屹 一

(UNIXlnternationalSystemArchitecture}

Distributed

Computing

Desktop

Computing

8'30ノ,91
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TOSH旧A

コ ン ビュ ー モ ー"ル と

{UNIXlnternational:OpenSystemArchitectureModeり

資料13

TOSH■BA

UNIX lnternational:"ATLAS"Comutin Framework

⇒

ANSIC'C++ CASEDist.Debug

Security

Authen-
tication

MAC/DAC

回
Trosted
Faci|`ties

Management

SecvreRPC

andNFS

Syste
Manageme川

Services

T「ansaction

Services

User

lntertace

Services

&

DataStOrage Tur圏
.S

entiCes

Obiect

Servhes

Tcpnp

Services

Conn・Agent

NetWorkSel.

7・Layer

OSI.

tnteractive

Remote

SVR4

8/30ノ'91
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'「OSHIBA

RemoteProcedureCall

andPresentationService

資料15

圏 新技 術の吸収

診 並列処理(MP)

㊧ 分散処理(Network)

診 リアル タイ ム処理(OLTP/Filesystem)

診EaseofUse

診 高信頼性

診 操作性

珍 アプ リケー シ ョンSW

㊧ 標準化

㊧SW配 布方法

㊧Packaging

TOSH■BA

資料16

一
膠CASE(ComputerAidedSWEngineering)が 注 目

資料17
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CASEツ ー ノし

ソフ トウエアの ライ フサ イクル

璽
分析 苛苛

SA(構 造化分析)

構造化ダイアグラム支援ツール

システムのすべての情報を

管理するツール

SD(構 造化設計)

プログラム構造設計

ライブラリ設計

モジュール設計

ノ

/プ 聯㌘ トミング ー一
/

SP(構 造化 プログラミング)

&各 種テス ト技法

ソースプログラムの作成

構文検査

テス ト結果評価

保

守

8'30ノ'91
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TOSHIBA

－ の コ ン ピ
ュ ー タ"' CDGP のlnteration

(コ ンピュー タの統合利用)

△
TPシ リーズ

DSシ リーズ

D

ASシ リーズ

SPARCLT G

シ リー ズ P

Proprietary
'OS〈/n(TPシ リー ズ)

VMP(DSシ リー ズ)

データ処理

マンマシンインタフェース

(MMり

UNIX
MS/DOS

efactoStandar

8/30"9t
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TOSHIBA

MidranoeComDuter:TP90シ リー ズ∫V・7000シ リー ズ<TOPS>
他社コンピュータ

掲示版

サービス

X.400サ ービス

1エSユ レ_タ

1サーバ]

目
口

パソコンネゥト

サーピスプログ,ム

{7ア ィルサーピ川

(プリントサービス)

メール

サー ビス

その他

サービス

RDB

サー ビス

既存
パゥケージ
アプリケーシ●ン 一

ネッ トワークメイノしフォ
冨

一
. LAN占

T
一 甲

クライアン日 LOP1 LOP1

リダイレクタ A7ト ワーク メイル7オ

TOPL|NK

リダイ レクタ ネゥ トワーク メイ九フ 呼

TOPUNK佗

情報生成支援
行動支援
環境管理支援

情報伝達支援
情報生成支援
行動支援
塞思決定支援
晒 連支援

情報伝達支援
情報検索支援

TOPS/1s TOPS/2P

MS-DOS(V3.1)対 応 MS@OS/2(V1.1}対 応

'MS ・DOSは 米国マイクロソフ ト社の登録商標です。

'MSは 米国マ イクロソフ ト社の米国での登録商標です.

8t30t.91
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MidraneComuterDSシ リー ズ

(バ ックボー ンサーバ)

囲DS/XVER

ZDS/TWIN

函
OS佗

日本語DOS

PC9801
シリ～ズ

MS・DOS

R
シリーズ

MS・DOS

ASシ リーズ
SUNWS

UNIX

機能 ● 仮想端末機能

● ファイルサーバ機能

● プリントサーバ機能

lBM3090

IBM37×5

MS・Netwerks

TCP/IP
NFSrnet

J3・リ ズ3100SGTSPARC・LT

UNtXMS・DOSUXO86MUX'386

S・DOSMS・DOS

●NFS機 能

● 電子 コ ミュニケ ー シ ョ ン機 能

8/30/'91
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軸に おtCA"

一 ルへの.み:SEmate

O

A
I
C
A

S
ε

R
T
l

C
^
Q
V
ε

ブ

ラ

ウ

ト

フ

楡

ー

ム

」

版

A
S

A
S

板

扉

買

Upper

P

AS版OAぺ)ASE接 続

sm記 支西
・データフロー
・'一夕関連図
・データ辞書

SA良 記文錘
・データ7ロー
・データ関連図
・繊 ■穆図

・データ群口

シュミレーシUン

1 Popkin接 続 1

Middle

システム

Nヲ 不断 作厳 擾〔=]

画面・ば票・データ作成支援

ソース生成COBOL

1システム設計作成支掻

ソフト股針作成支援

]

画面・帳票・データ作成支援

ソース生成COBOL

サブシステム'タスク
設計支援

ソース生成{Fortran.C)－

Lower

オフコン接続

ミニコン接続

ASプ ログラミング
檀能

マイコン接続

一 一]
79が;9卜,イ ブ,' 唖 コ[亘 コ[=亘 亘コ グルーブウ・ア

SD:StructuredDesign
8/30"91
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客先要求

要求定義

運用 守

システム設計 ◆ プログラム設計 →一 プログラム作成 ◆ システム試験

FSAtools

●構造化分析支援

●システム要求分析,
システム設計支援

●構造化ダイアダラム,
状態遷移図(表)作成支援

MCDtools

●構造化設計支援

●フローチ ャー ト,TFP,PAD

作成支援

●ソースコー ド生成

●チ ャー ト逆生成

DSDtools

●データ設計支援

●

EDTtools,STAtools

●構文エディタ

●マイコンクロス

●DSク ロス

●Makefi}e生 成

●部品 ブラウザ

●プログラム試験ツール

CASEプ ラッ トフ ォーム

プ ロジ ェク ト ・ライ ブラ リ`会 析惜 鵠、 誇詩 情朝管 理.デ ー タXlge(DDn

管 理支 援ツ ール

品質 管 理(SQAtools),構 成 管 理(SCMtools),工 程 管理(SPMtools)

資料23
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詳細化展開

モ ジ ュ ー ル 設 計

(MCDtools)

フ ロー チ ャー トエデ ィ タ

資料24

TOSHIBA

ディー リングシステムでの

WS利 用

D

C

大型
計算横

衛星通信

データベース

株価分析
貴直連用

証券取引所

(中樹†鼻口X支店に 旬

口 ネッ トワーク

窓口貴鴇

G.W

{ゲーxウ エイ
LAN

"＼

;＼＼、

ぶ ＼
ξ エ 、`

r」,t

⇒ フ'

G.W ニ ュー ス

ス テー シ ■ン

市況状況受信
ステーシ●ン

G LNA

WS

P
ラ ッ プ トッ プPC

(パ ー ソナ ル ト レー デ ィ ン グ}

WS

ディーリングWS

8'30'「91
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システム構成図

拠点1

拠点2

拠点3

拠点4

Ethemet

東証48K(64K)

通信
一,《

フロン トエ ンド
コンピュータ

8'30"91
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■

PS12

■

PS/2

■

PS/2

■ ■
■

TerminalTerminal

PC

資料27
o '「OSHIBA

既存システムとの関係(2)

■

PS2

TokenRingLAN

■

PS/2

目

■

Tem畑 田

資料28
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講 演 ②

「メ ー カ ー が 提 供 す る オ ー プ ン シ ス テ ム 環 境

一 ユ ー ザ ー の た め の ネ ッ トワ ー ク環 境 一 」





講 演(2)メ ー カ ーが 提 供 す るオ ープ ン シス テ ム 環 境

一 ユ ーザ ーのため のネッ トワーク環 境 一

八 田 恒明(㈱ 日立製作所 ソフ トウェア開発本部技師長)

た だいま ご紹介 いただ きました 日立 の八 田で ご

ざい ます。

本 日は、 「メーカーが提供す るオープ ンシステ

ム環境 一ユ ーザーのためのネ ットワー ク環境 一」

とい うテーマでお話 させて いただ きます。

まず、 ネ ッ トワー ク環境 が、今 日まで どの よう

に進展 して きたのかを少 し展望 してみ たい と思 い

ます(資 料1参 照)。

1974年 、IBM社 か らシステム ・ネ ッ トワー ク

・ア ーキテ クチ ャ(SNA)が 発表 され ま した。

これ は従来、各接続 ごとに個別 に定めて お りま し

た通信 プロ トコル統合、統一 した とい うこ とで、

コン ピュー タ通信 の世界で は画期的な変革を もた

ら しま した。

これに続 きま して、 コン ピュータメーカー各社

か らもネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ャ(xNA)

が発表 され、 コン ピュータネ ッ トワー クの世界が

大 きな躍進 を遂げたわけであ ります。

しか し、各社のネ ットワー ク ・アーキテ クチ ャ

間の相互接 続 とい う観点か らは、部 分的に接続が

可能 であ って も、必 ず しも全 体 として相互接続が

保証 された ものではない とい う欠点を持 ってお り

ま した。

一方、米 国では一つ の標準通 信プ ロ トコルの開

発 が進ん でお りま した。1983年 頃、米国の大 学の

研究者が利 用す る コンピュータをむすぶARPA

NETと い うネ ッ トワー クにTCP/IPの 適 用

が開始 され、その後、UNIXワ ー クステー シ ョ

ンを中心 とす るLANの 世界 で実質 的な標準 とし

て採用 され、現在 の普及 に至 って お ります。

ベ ンダー各社 か らのネ ッ トワー ク ・アーキテ ク

チ ャの発表 や、業界標準が普及す る一方、異機種

間の相互接続性 を確保す るための国際的 な標準化

の必要性か ら、1977年 にISO(国 際標準化機構)

の中にOSI(OpenSystemsInterconnection:

開放型 システム間相互 接続)を 扱 う分科会が設置

され、活動 を開始 し、 このOSI標 準 に基づ き、

1987年 頃 か ら具 体的な製品の提供が開始 されてお

ります。

OSIが 適 用され る部分は、通信 メデ ィア とユ

ーザーアプ リケー シ ョンとの間を7階 層 に分 けて、

その うちのい くつ かの階層は各ベ ンダーの ネ ッ ト

ワー ク ・アーキテ クチ ャに置 き換え られ るもの と

して提供 されて お ります。

現在 は、大 き く分 け ま して、 これ ら三つの ネ ッ

トワー ク ・アーキテ クチ ャが共存 して いる段階に

あるので はな いか と思 い ますが、将来的には、国

際 的な協調活動が進み、OSI体 系 に統 合 されて

い くので はないか とい う期待 を持 って、私 どもベ

ンダー も活動 して いる状態で あ ります。

OSI標 準の具体的 な適用 が始 まりま したのは、

80年 か ら90年 にか けてで ございますので、現状 で

は、各ベ ンダーにおいて、それぞれの ネ ッ トワー

ク ・アーキ テ クチ ャへ の取 り込 みがな されてい る

状況であ り、長 い共存 のプ ロセスを経過 してOS

Iに 統合 されて い くことが期 待 されてい ます。

次は、特 にTCP/IPとOSIに っいて、整

理 してみ たい と思 い ます。

まず 、TCP/IP(TransmissionControl

Protocol/lnternetProtocol)で ござい ますが、

資料2の とお り、当初 は米国 国防省高等研 究計画

局(DARPA)の スポ ンサ ーの もとに開 発が進

め られたプ ロ トコルで した。 これが1983年 にAR

PANETに 適 用 され、 その後 カ リフォルニ ア州

立大学バ ー ク レー校で、当時か らUNIX-LA

Nに 用 い られたイ ーサ ネ ッ ト(Ethernet)の 上位

プ ロ トコル と して実装が行われ、急速 に普及 して

きました。
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こうして開発 された ネ ッ トワー ク ・アーキテ ク

チ ャ ・プ ロ トコルは、一 度開発すればそれですべ

て終 わ りとい うわ けではな く、維持管理を し、新

しい要求に対応 して改良を重ねてい く必要があ り

ます。

そ こで、現在 の推進状況 としま して は、米国の

自治的組織であるIAB(lnternetActivityBo

-ard)が 設置 され、研究 と開発が続 け られ るとと

もに、 その成果をRFCと い う技 術文献 に まとめ

て公 開 して お ります。

最近 の顕著 な成果 と して は、国際標準OSIと

の共存 を考慮す ることで、一つのLAN上 でOS

IとTCP/IPの プロ トコルを区別 し、共用す

る とい う成果を発表 して お ります。

一方
、OSIは,国 際 的な組織 であ りますIS

Oで 策定 され る規格 で ござい ます。

対象 としてい る範 囲は、アプ リケー シ ョン間の

データ交換 までを含 む広い範囲に及んでお り、7

階層か らなるモデルに整理 されてお ります。

資料3で ご説明 します と、7層 の下 に通信 メデ

ィアが ございま して、 その通信 メデ ィアを利用 し

てデー タ交換 を行 う際 のプロ トコルを、下 か ら物

理 層、デ ータ リンク層、 ネ ッ トワー ク層、 トラ ン

スポー ト層、セ ション層、 プ レゼ ンテー シ ョン層、

応用(ア プ リケー ション)層 に分 けてモデル化 さ

れて お り、特 に、下 の四 つ の層 を 「下 位 層 」、

上 の三つ の層を 「上位層 」 と一般 に分 けてお りま

す。

この上位層 と下位層の間に は、それぞれ下位が

上位 に対 してサ ー ビス機能を提供す る形の コネク

シ ョンでアプ リケーシ ョンの機能が実現で きるよ

うにな ってお り、 この コネ クシ ョンの範囲 で各層

の組合せがで きる 自由度 の高 い構造 にな ってお り

ます。

概括す る と、OSI標 準 は以上 の ような もので

すが、 この標準には一 つ難 しい問題 が ござい ま し

て、 資料4を ご覧下 さい。

OSIで 規定 され る標準 は 「基本標準 」が 中心

で ござい ます。 この基本標準は、先 ほ どご説 明 し

た多様 な応 用分野 を想定 したアプ リケ ーシ ョンの

7階 層モデル と、各 階層 をい くつかに分化 した機

能 要素か ら構成 されてお ります。

これ らの機能要素は 「必須 」、 「オプ ション」、

「条件付」 とい う形で存在 して お り、広 い範 囲の

ア プ リケーシ ョンを想定 しているために、実 際に

イ ンプ リメン トします と、 「必須 」は ともか く、

「オプ シ ョン」や 「条件付」の部分で実装が異な

る と相互接続 が成 り立 たな くります。

そ こで、 「機能標準 」の必要性が認識 され始 め

たわ けです。 「機能標準 」 とは、特定の、実際 の

応用分野に合わせて、実際 に製品 に実装す る際 の

仕様を規定 し、規格の組合 せやオプ シ ョンの選 択、

パ ラ メータの設定値 な どの範 囲を制 限す るもので

す。

このよ うな国際的 な標準を、ISOの 世界で は

ISP(lnternationalStandardProfile)と 呼

んでお ります。

具 体的には、ISPと い うものが うまく設定 さ

れていれば、各ベ ンダーはISPに 従 ったイ ンプ

リメ ンテ ーシ ョンを行い ます とベ ンダー間で相互

接続が成 り立つ とい うこ とであ ります けれ ども、

現実 にはOSIの 基本標準に基づ きま して北米、

欧州、 ア ジア太平洋 の各地域でそれぞれ、機能標

準 とい うものを設定す る動 きがかな り早い時期か

ら始 まって お ります。

ヨー ロ ッパではSPAGと い うよ うな組織 が機

能標準 を設 定す るために組織 され ま した し、それ

が現 在は、 ヨー ロ ピア ン ・ワー クショ ップ(EW

OS)に 移 されて いる とうい ことで あ りますが、

日本で もかな り早 い時期か ら通産省 の大 型 プロジ

ェク トの 中でINTAP(側)情 報 処理相互運用技

術協会)の 実装規約 として開発 され始めて お りま

す。

それか ら、それ とは独 自に、ア メリカの標準局

のNIST(米 国技術標準研 究所)に よってイ ン

プ リメンテ ィシ ョン ・ア グ リー メン トが政府調達
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仕様 ということを主たる目的にして開発されてい

きました。

こういう地域活動が先行 して、その後でISP

の標準を国際的に設定する必要があるという認識

に至 ったものです ら、現状では各地域の実装規約

と、それか らISPと を二面設定 しなけれはなら

ない状況になっております。 したがいまして、こ

れまでは地域のファンクショナル ・スタンダー ド、

機能標準を国際間で八一モナイズ して、一つのI

SPに まとめ上げる作業が必要なのが現実です。

しか し、最近では、各地域 ワークショップ間で

の国際協調の仕組みが非常にうまく機能 し始めま

して、新 しく着手するものにつきましては分担 し

てISPを 開発する。国際的にハーモナイズ しな

が らISOの 規格 として開発するようになってお

ります。

以上のように機能標準の開発までは、国際協調

が機能 し始めまして、ここまで設定されます と、

各ベ ンダーでの製品開発が可能になるわけであり

ますが、 もう一つ各ベ ンダーでの製品実装のほか

に、適合性試験 という問題 も各ベンダー間で開発

された製品の相互接続を保証するために重要な課

題になってお ります。適合性試験 とは、後ほ ど少

し詳 しくご説明 しますが、機能標準に適合 してい

るか どうかを試験する仕組みで ございます。

ここで、OSIの 進展状況を振 り返ってみます

と(資 料5参 照)、 先ほ どもご紹介 しましたよう

に、ISOの 中に1977年 、OSIを 扱う分科会が

設置され、具体的な活動が開始されたわけです。

7階 層の各仕様の基礎にな りますOSI基 本参照

モデルが1984年 に設定 されました。具体的な基本

参照モデルに従 った基本標準の制定が1986年 か ら

始まったわけであります。 トランスポー ト層、セ

ション層がそれぞれ86年 、87年 に標準が設定され、

この基本標準を もとにしまして、各ベ ンダーが実

装 したOSI製 品は、実は1987年 頃か らマーケ ッ

トに出始めてお ります。

一方、先ほどご紹介 した機能標準の問題に取 り

組 むとい うことで、 日本で は1989年 に、INTA

Pで 開発 された実装規約、バ ー ジョン1がJIS

参考 と して発行 された という経緯が ござい ます。

それか ら、INTAPの 実装規約に従 って いる

か どうかの適合性 をINTAP試 験検証セ ンター

で1989年 か ら開始 されてお ります。

適合性試験 につ いては国際的な歩調が少 し遅い

状況にあ りますが、1990年 に適合性 試験 の方法 と

枠組みな どを決め る規格 と してISO9646が 国際

標準 として認定 され ま した。

それか ら、機能標準 に対応 した枠組 み として、

先 ほ どご紹介 したISPの 枠組 み と分類 とい うテ

クニ カル ・レポー トが1990年 に発行 され、具体的

なISPの 制定 が1990年 か ら始 まりま して、現在

に至 ってい るとい う状況で ございます。

現在は、具体 的に各ベ ンダーが実装す るの に必

要な標準 とい うのは国際的に はISPと い うこ と

にな るわけで ございますが、 このISP策 定の手

続 きは、資料6の ような仕組 みで展 開 されてお り

ます。大 き く分 けま して ヨー ロ ッパ地 域では、E

WOS(ヨ ーロ ピア ン ・ワー クシ ョップ)、 それ

か らアジア太平 洋地域 では、 日本 のINTAPが

事務局を担当す るAOW(ア ジア ・オセアニア ・

ワー クシ ョップ)と い うものが組織 されてお りま

す。 これは 日本 を中心 にいた しまして、オ ース ト

ラ リア、韓 国、 中国、 な どが参加 して お ります。

それか らア メ リカ地域 ではOIW、 事務局 はNI

STが 務 めてお ります が、主 に北米地域の ワー ク

シ ョップ として機能 してお ります。

それで、先ほ どの基本標準が制定 され ます と、

必要な ものか ら順番に ワー クシ ョップ間で調整 し

ま して、ISPプ ロポーザルを制定 して、 これを

ISOに 提出 して、そ こでの レビューを経てIS

Pが 制定 される とい う仕組 みにな ってお り、現在

活 発に機能 してい る状況で あ ります。

以上の ようなosi標 準制定 の仕組み、経過で

あ りますが、 それでは現状 のOSIの 標準、 ある

いは機能標準 の設定状況 につ いて簡単 にご紹介 し
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てお きたい と思 い ます。(資 料7参 照)。

ア プ リケー シ ョン層 というのは現 在、 ここに複

数の アプ リケー シ ョン層が当然考え られ るわ けで

すが、例示 します と、現在進んでい るのは文書交

換形 式(ODA)、 分散 トラ ンザ クシ ョ ン処 理

(TP)、 それか ら遠 隔データベ ースア クセス(

RDA)、 かな り早い ところか ら実現 して お りま

した電子 メール(MOTIS/MHS)、 それか

らファイル転送(FTAM)、 こうい った ものが

アプ リケー シ ョン層 として制定 され、 また、 され

っつ あ ります。既 に、 トランザ クシ ョン処 理 と遠

隔 データベースア クセスの二つ を除 きま して、ほ

とん どここに表示 されて お りますア プ リケー シ ョ

ン層 の制定がかな り進 んでいる とい う状況で あ り

ます。下位層 も基本標準 とい うものはほぼ制定 さ

れてお ります。

それか ら機能標準では主要な ものは制定済 みで

ござい ますが、遠隔 データベースア クセスは92年

にINTAPの 実装規約の制定が予定 されてお り

ます。

それか ら分散 トラ ンザ クション処理で ござい ま

すが、基本標準が まだ完全には制定 されてお りま

せん。 その ドラフ トレベルの ものを使 いま して、

INTAPで は90年 に実装規約 が既 に制定 されて

い るとい う状況で あ ります。

ISPに つ いて は、 ファイル転送 、それか らO

SI管 理、そ れか ら文書交換形式 とい うものが進

んでお りまして、現在検討中 とい うものは作業 中

とい うことで ございます。

概観する とおわか りいただ けるように、機能標

準 まで含め まして主要 な ところは制定が済み ま し

て、 まさに制定 されつつあ る状況 にな ってい る と

い うことで ござい ます。

以上 でOSI関 係の ご紹 介を終 わ らせ ていただ

きま して、 このよ うな標準 の動 きな どを踏 まえ ま

して、ベ ンダーが どのような対応を考えているか

について簡単 にお話 してみ たい と思い ます。

さて、現 在はプ ロプライタ リーなプロ トコル、

あ るいは標準の プロコ トル とい うものが共存 して

い る環境 だ とご説明 した しま したが、ベ ンダー と

して も複数 の通信 プロ トコルを効率的にサポー ト

す る製品の提供が必要だ と考えてお ります(資 料

8参 照)。

さ らに、プ ロ トコルの共存 だけで はな くてデー

タ、 フ ァイルの共存、複数 のプロ トコルに対 して

同一 のデータファイルが利用 で きる とい う環境の

提供、複数のプ ロ トコルを経 由 して、一つ のアプ

リケー ション ・プログラムにア クセスがで きると

い う環境 の提供 とい うこ とが非常に大 きなマーケ

ッ トでの要求で あ り、ベ ンターの使命であ る と認

識 してお ります。

現状のネ ッ トワー ク環境 を簡単 に、 シ ンボ リッ

クに、主要な システムの形態 として ご紹介 してみ

たい と思い ます。 資料9は 、三つ のそれぞれの異

な ったプロコ トルが異 な ったネ ッ トワー クに独立

して いる図で ござい ます。 この ようなサポー トと

い うのが一番単純であ りますが、 この環境だ けで

はマルチベ ンダー化の現状に対応す るためには不

十分 と考えてお りまして、次の資料10の 形態、通

信 メディアの共存 、共用 とい うサ ポー トが必要 と

い う認識で製品提 供が な されて お ります。 これは

同一 の通信 メデ ィアを異 ったプ ロ トコルで共 用す

る とい うこ とで ござい ます。

概括 しま して どうい う仕組 みで成 り立 ってい る

か ご説明 した します と、資料11の 図で ござい ま し

て、プロ トコルの 中には基本的要素 として、や り

と りす るデータ ・メ ッセ ージの 中にヘ ッダ という

部分が必ず ございます。端的 に言 います と、 この

ヘ ッダの ところで同一の共用 して いる通信 メデ ィ

アの中を流れ るメ ッセー ジ ・デー タをそれぞれ、

異 な ったプロ トコルか同一 のプ ロ トコルかを識別

す る ことで、現実の通信 メデ ィアの共用が成 り立

ってお ります。

では、具体 的に、例えばOSIとTCP/IP

の世界では どの ようなヘ ッダで区別 して いるか を

簡単に ご紹 介 した します。 資料12の 上がOSIの
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代表的な メッセー ジ形式の一つで ござこい ます。

データ部 は可変長 ですが、その先にヘ ッダ とい う

ものがっ いて お ります。 この 中に フ レームのア ド

レス、長 さを示すLENと い う部分が ござい ます。

下 はTCP/IPの メ ッセ ージ形式であ ります。

こ こに もヘ ッダがあ りますが、先ほ どご紹介 した

IABの 活動 の結 果、RFCで 推奨 されて いる仕

様で は、TYPEと い うヘ ッダを入れ るこ とが義

務付 け られて お ります。

具体 的には、 この部分を見 まして、同一の通信

メデ ィアの中でOSIメ ッセ ージなのか、TCP

/IPの メッセー ジなのか とい う区別 をつ けるよ

うな仕組 みにな ってお ります。以上が通信 メデ ィ

アの共 用サ ポー トであ ります。

資料13の 形態 は、 メデ ィア を共用す るだ けでな

く、通信 プロ トコルを共存 してサ ポー トす るとい

う形態 で ござい ます。通 信 メデ ィア には例えば ワ

ー クステーシ ョンであ る とか、サ ーバ ーであ ると

か、 メー ンフ レームであ る とか、い ろんな機器 、

あるいはネ ッ トワー クを構 成す るブ リッジとかル

ーターが接続 されて い ます 。 それぞれの機器が二

つ の、OSIとTCP/IPの 両方のプ ロ トコル

をサ ポー トす る。 この例 でい きます と、三つのプ

ロ トコルをサ ポー トす る とい うこ とが現実のプ ロ

ダ ク ト、 メーカーか ら提供 されてい るプロダク ト

で実現 されつつ あ ります。

もう少 し具体 的な システ ムのイ メージで表現 し

てみ ます(資 料14参 照)。 例 えばホス トを見 ます

と、 ホス トコンピュー タでOSIと プロプライア

タ リーなネ ッ トワー ク ・ア ーキテ クチ ャ、 それか

らTCP/IP、 これが共存 してサ ポー トされ る。

左側 の下 に書 いて ござい ます のが従来の コン ピ

ュータ ・システムで あ ります。端末が あ りま して、

それぞれプロプライア タ リーなネ ッ トワー ク ・ア

ーキテ クチ ャで ホス トコン ピュータ とつなが って

一つ のシステムを構成 してい る。端末が進化 して

いきます と、 ワー クステー シ ョンとい うような形

で ホス トコ ンピュータ と連 動 してベ ンダー固有 の

ネ ットワー ク ・アーキテ クチ ャとい うもので構成

されて いる場合が多 いわけです。

こいう既存の システムに対 して複数 のプロ トコ

ルをサ ポー トす るシステムが導入 され ます と、共

用 ネッ トワー クへの接続 が可能にな る。

それか ら、それぞれ独 自に発展 して きた、例 え

ば右側 のように、UNIXの イーサネ ットもルー

ターを介 して共存ネ ッ トワー クに接続 が可能 にな

ります。それぞれが次に ご紹 介す るようなア クセ

ス処理が可能にな るとい うことであ ります。

どのよ うな処理 、接続 が可能 にな るか とい うこ

とを簡単 に例示 したのが資料15で す。左下が従来

のベ ンダー固有の端 末、ベ ンダー固有 のネ ッ トワ

ー ク ・アーキテ クチ ャで接続 されているアプ リケ

ー ション ・プログラムか ら成 り立 っていた処理 で

ございます。

通信管理 プログラムの中に新 しくOSI、 ある

いはTCP/IPが 追加 サポー トされてお ります

と、この ソフ トウ ェア経 由で従来 のアプ リケー シ

ョン ・プログラムを変更す ることな く、運 ばれて

くるメッセー ジを受信 して、 アプ リケー ションを

処理す るこ とが可能 にな ります。

それか ら、従来の端末機 と全 く同 じ処理 を新 し

く導入 した ワークステー ションの中で実行す る形

態が中央下です。 ワー クステー シ ョンの中のマル

チ ウイン ドウの一つの端末 画面が、従来 の端末機

の画面 と同 じ画面にす るとい うサポ ー トがあ りま

す。 この端末機か ら既存の ネ ッ トワー ク ・アーキ

テ クチ ャで既存のア プ リケー シ ョン ・プ ログラム

にア クセスす る とい うことが可能 にな ります。U

NIXワ ー クステー シ ョンであ ります と、TCP

/IPで それ ぞれ接続が可能にな ってお ります。

それか ら資料16は 、主 として大 型の システムの

中で実現 され る仕組みで ござい まが、 これが通信

ソフ ト、通信 プロ トコルを処理す るソフ トウェア、

一般 にデーター ・コ ミュニケー シ ョン ・ソフ トウ

ェア(DC)と 言われてい ます が、既 存 システム

では、 メーカー固有の ネ ッ トワー ク ・アーキテ ク
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チ ャに対応 してDCソ フ トアプ リケー シ ョン ・プ

ログラムがで きてい ます。

そ こに メーカ ーのサ ポー トでOSIの 下位層が

通信 プ ロ トコルの 中に追加サ ポー トされ、 さ らに

OSIの 上位層(TP)がDCソ フ トの中 にサ ポ

ー トされ まして、既存 システムでのイ ンタフ ェー

スをDCソ フ トの 中で合 わせ る改造がな されて お

りま して、ユ ーザ ー システムの中に既 に存在 して

いるア プ リケー ション ・プロ グラム とい うものを

変更 を しないで、共存 ネ ッ トワー クに接続す る こ

とが可能 にな るとい う例 であ ります。

資料17は 、主 と して端末 とい うものが このネ ッ

トワー クにメーカー固有の ネ ッ トワー ク ・アーキ

テ クチ ャで接続 されて、端末のデ ータス トリーム

を処理 するプログラムが あって、ア プ リケ ーシ ョ

ン ・プ ログラムにつ なが る。 これ は従来か ら存在

してい る形態で あ ります。

そ こに新 しくワー クステー ションな り端末機 が

設置 されて、 それが サポー トして いるプロ トコル

がOSIで あ るとい うことにな ります と、 このO

SIで 運 ばれて きたデー タス トリームが既 存のデ

ータス トリームの処理 プログラムに入 りま して、

既存 のアプ リケー シ ョン ・プ ログラムに接 続可能

になる処理がサポー トされてお ります。

以上 のような配 慮をいた しま して製 品がほぼ提

供 されて、 この ような仕組みを介 しま して共存 ネ

ッ トワー クとい うものが実現 してい くと考えて お

ります。

以上 が メーカーの対応で ござい ますが、1社 だ

けで開発 した もので このような環境が成 り立つ わ

けではな く、 この段 階で もマルチベ ンダー環境 と

い うものを想定 しなければいけません。 したがい

ま して、各種 の活動 に よりま して、標準 が制定 さ

れ、標準に準拠 した製品が各社 か ら出て くるわ け

で あ りますけれ ども、 しか し、それだけでは不十

分 だ とい う認 識があ りま して、OSI標 準 とい う

ものを実際に使 っていただ く、普 及に向 けての取

組が い くっか残 ってお ります。

資料18で ご説明 します と、基本標準が制定され

る段階で、それぞれ基本標準に準拠 したOSI製

品を開発することが可能でございますけれ ども、

このように して開発された違 った製品同士の接続

というものは必ず しも保証されたものになりませ

ん。そこで機能標準 というものが必要になりまし

て、この機能標準の制定されたものに対 してOS

I製 品ができる。これが出て くると、段階のもの

よりもはるかに飛躍的に異なったベンダー間のO

SI製 品の接続性が向上することになります。

しか し、機能標準の解釈の違いとか、実際の製

品の中に何かの間違いがあるというような可能性

がありますので、この製品自身が機能標準を100

%満 た した製品であるかどうかということを確認

してお く、何 らかの方法が必要であるということ

が認識されております。これを実現する一つの方

法が適合性試験であります。 したがいまして、機

能標準段階の製品よりも適合性試験というものに

合格 した製品であります と、より相互運用性が高

め られているということになります。

これから先は、実際にで き上あが った製品が相

互運用可能かという段階でありますが、 この段階

の試験を合格すれば100%接 続ができるか という

と、必ず しもそうではな く、細部にわたっては、

若干の漏れが出て くる可能性をまだ持 っておりま

す。

したがいまして、実際にでき上がった製品の間

で相互接続が実証されるとい うことが必要であ り

ますが、 しか し、私 どもの今までのOSI標 準を

使 った実績を振 り返 ってみます と、この段階まで

合格 した製品同士の接続 というものは、ユーザー

の負担な く接続が実現 しているという結果 も経験

しておりますので、何らかのこういう実証用の仕

掛けというものがあ ります と、さらにそれが確実

な ものになるという位置づけにあると考えており

ます。

機能標準の設定についてはご紹介 しましたが、

これには 『オブジェクト識別子』 というものを、
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基本標準の中に個別に実装する際に設定する必要

があります(資 料19参 照)。

まずオブジェクト識別子でございますけれども、

簡単に言いますと、OSI規 格の中で、識別子の

設定が必要とされる部分が ございます。何を識別

する必要があるかといいます と、対象 となります

のはネ ットワークを利用する組織コー ドとか、当

事者の間で交換されるファイルの形式だとか、ア

プリケーションの名前 とかいったものを識別する

必要がございます。実際に各ベ ンダーがインプ リ

メンテーションするときに、あるいはアプリケー

ション ・プログラムをユーザーがおっ くりなった

ときに、 この識別子を入れる必要がでてまいりま

す。 しか し、識別子をそれぞれの組織がバラバラ

に設定 します と重複 したりコー ドの桁数、属性な

どに混乱が起 こるという問題がございます。 ここ

にオブジェク ト識別子を登録管理するという世界

的な規模での仕組みが必要になってまいります。

現在、 日本の中で どういう仕組みができ上がっ

ていたか といいます と(資 料20参 照)、 まず国際

標準化機構(ISO)が あ ります。ISOで 一つ

の規格がありまして、この規格に基づいて登録資

格を付与するという行為があ ります。 日本ではJ

ISC(日 本工業標準調査会)が 資格を付与さて

おります。次は日本の中になるわけでございます

が、このJISCか ら実際の業務をすることろと

して㈱ 日本情報処理開発協会(JIPDEC)へ

JIS5007に 従いま して業務移管されている。こ

れが一つの日本国内における仕組みでございます。

したがって、登録、オブジェクト識別子の設定

をする必要がある人はJIPDECに 登録申請 し

て登録の通知を受けるとい う仕組みになっており、

90年12月 より開始 しております。

一方、CCITT(国 際電信電話諮問委員会)

で も同様の勧告が制定されておりまして、 日本で

の登録機関は、TTC(電 信電話技術委員会)が

業務移管を受けているという状況であ ります。 し

だがいまして、登録申請者はどちらかに登録申請

し、二つの機関内ではよく連携 して申請が重複 し

ないようにコントロールされるような仕組みにな

っております。

日本の場合に、具体的にどういう番号が与えら

れるかというのが次の資料21で ございます。そも

そも世界中でオブジェクト識別子の登録 というの

は、まず根源 としてISOとCCITTが ありま

す。ISOの 仕組みの中で標準活動 に携わってい

るところとして登録機関、加盟機関があります。

この加盟機関は2と いう番号が与えられる。 この

加盟機関の分類に先ほどご紹介 したJISCが 入

ります。JISCは392と いう番号が与え られて

お ります。

こうい う番号体系の中で会社が組織 として名前

を登録 しようとしますと、200000か らの番号を順

番に付与 されることになります。 それを例示いた

しますと、資料19の 一番下に書いてございまして、

ISO(1)、 加盟機関(2)、JISC(392)、

A社(200010)、 それから個別に例えばオンライ

ン処理アプ リケーションは23番 と登録すると、 こ

れだけの数字が並びます。これがA社 のオンライ

ン処理アプリケーションとの通信路確立のプロ ト

コルデータの中にセ ットされて初めて識別される

という仕組みで、既に機能を開始 してございます。

次は、 もう一つの制度に関係する話でございま

して適合性試験の問題でございます。適合性試験

は制度でありますが、その制度が運営されていく

ためには実際の試験が実施されないといけない。

これには膨大なテス トのツールとか、それから試

験条件、試験テス ト・スイー トというものの整備

が必要でございます。かなり人手 と金がかかる仕

組みでありますが、 日本ではINTAPの 試験検

証センターでその整備が着々と進んでお ります。

既にFTAMか ら84年版のMHS、 それから トラ

ンスポー ト層に対するクラス0、2、 クラス4の

試験検証 という仕掛けが、それぞれ資料22の 日程

でINTAPの 試験検証が開始されてお りまして、

現在ここに表示 してある数字のプロダク トが、1

一103一



NTAPの 試験検証センターの試験に合格 してお

ります。

一方、制度の問題はどうなっているか。 これは

我々ベ ンダーの範囲を超えた話でございますが、

現状をご紹介させていただこうと思います。

資料23は 、本年の3月 に電子計算相互運用環境

整備委員会ということうから出された日本におけ

る認定 ・認証制度の枠組みでございます。認定機

関というものが必要で、この認定機関が試験機関

を適合性試験を実施する試験所の認定を行 う。

OSI製 品は、試験機関の試験を受けるわけで

ありますが、この試験機関での試験結果そのもの

が認証 される仕組みが必要であります。認証機関

が認定機関か ら試験の実施が妥当であると認定 さ

れる必要があって、この認証機関で試験所から出

てきた試験結果に対 して適合性の証明書を発行す

るというような枠組みが提言されてお ります。

資料24は 、これをもう少 し関連する機関な どを

具体的に図解 したものでございます。現在、先ほ

どの提言に基づ きまして主務大臣からJISCが

諮問を受けておりまして、情報部会で検討が進ん

でいる段階だと聞いておりますので、今度、関係

機関の設置、業務委託が順調に進む もの と期待 し

ております。

以上、ユーザーのためのネットワーク環境につ

いて、簡単にまとめさせていただきます と、現状

はOSIを 中心に したネ ットワーク ・アーキテク

チャの標準化がかな り進んでお りまして、完備す

る寸前の状態にある。ベ ンダーの対応としてはO

SI製 品の出荷をするとい うことであ りますが、

既に各ベンダーからの出荷が開始されてお ります。

それから、さらにこのような環境を踏まえて、

各ベ ンダーのサポー トがマルチプロ トコル、複数

のプロ トコルをサポー トしつつある。 さらにOS

I製 品の相互間の接続をより確かなものにす ると

いう制度の検討が具体的に進んでいる。このよう

な環境になっているわけでありますので、今まさ

にオープンな、かつユーザーが自由に選択できる

ネ ットワーク環境が整ってきている段階にあるの

ではないか と思います。

国際標準OSIの 普及へ向けて、我々ベンダー

も今後とも努力を継続 して まいりますが、皆様の

適正な評価を期待 しておりまして、何年か先、O

SIを 中心にした国際的に相互接続が可能なネッ

トワーク環境が確立 してい くということを期待 し

てお ります。

以上で私のお話を終わらせていただきます。

(拍手)
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一ユ ー ザ の ネ ッ トワ ー ク環 境 一

⊆『三
.

⊂ 一 『 〔 ・…
＼ ・セ

ス
TCP/IP

OSI

－
資料1

－TCPIIP－

TCP/IPぐrransmissionControlProtocol/InternetProtocol)

TCPIIPの 始 ま り

'米 国の国防総省高等研究計画局(DARPA)。

-ARPANET接 続の全計算機への適用(1983)。
一カリフォルニア大学でのUND(へ の実装 と普及(1985～) 。

現在の推進状況
一米国の自治的組織(IAB)で 推進。

Imemetの 基礎 となる研究と開発。
一技術 文献RFCと して公 開。

一国際標準 との共存 を考慮。

イーサネッ トLAN上 でOSIと の共存。

UND【 オ ペ レー チ'ン グ シス テ ▲は 、IPtlXシ ステ ▲Vポ,}り 一 ズtt炉 間 兄 し、,イ セ ン ス してv2† ・

資料2

一〇SI－

OSI(開 放型 システム間相互接続)

一国際標準化機構(ISO/IEC及 びccnT)で 策定。

'通 信メディア との接続からアプリケーション間の通信 までの

通信 プロ トコル(通 信手順)を7階 層 に整理して規定。
一基本標準 と機能標準を規定。

アプ リケー ション アプ リケー ション

;豊::一斗 ・位・

トランスポー ト層

ネッ トワー ク層

データ リンク層

物理層

層位下ー

通信 メディア

OSI:OpenSystemsInterconnection

資料3
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一〇SI－

基本源準

一多様 な応用分野 を想定 し、広い範囲 を規定。

・複数の規格から成る。機能要素を、必須 ・オプシ ョン ・条件付 に分類。

機能標準

・実際の応用分野 に合わせ、実装仕様 を規定。
一応用分野 に対応 して、複数の規格を組み合わせ、各規格 のオプション

を選択、パラメータの値の範囲を制限。

・国際 の機能標準ISP(国 際標準 プロフ ァイル)

・地域 の機能標準:INTAPの 実装規約(日 本)、ENV,EN(欧 州)、

NiSTの"rrnplementationAgreemcnts`'〔 北米)等

適合性試験

.標 準へ の適合性め試験。OSIで は機能標準へ の適合性 が重要。

一〇SI－

資料4

OSIの 進展状況

1977
1SOにOSIを 扱 う分 科 委員 会(SCI6:現 在 はSC21)が 設 置 され る。

1984

0SI基 本 参 照 モ デル(ISO7498)が 国際 標準 とな る。

1986～

基 本標 準 の制定 が 始 ま る。 トラ ン スポ ー ト(1986)、 セ シ ョン(1987)等

1987頃 ～

OSI製 品 の出荷 が始 まる。

1989

日本 に於 て 酊AP実 装規 約(JISX5003参 考)バ ー ジ ョ ン1が 公 開 され る。

1989～

INTAP試 験検 証 セ ン ターで の適 合性 試験 が 開 始 され る。

1990

適合 性 試験 の方法 と枠 組 み(ISO9646)が 国 際標 準 とな る。

1990

1SPの 枠組 み と分 類 πR10000)がISOの 技術 報 告 書 とな る。

】ggo～

ISPの 制定 が 始 ま る。

1990,91

1NrAP実 装規 約 σISX5003参 考)バ ー ジ ョン2が 公 開 され る。

一〇SI－

資料5

ISPの 策定手続 き

ISO厄C

一・r論 呼 子 .、.wい ・・』-『

騨 難 醗 、
A

1

国際間整後、主担当ワークショップか

1

EWOS

ヨーロッパ地域

ワークシ ョップ

AOW

アジア大洋州
ワークショップ

OWV

アメリカ地域
ワークショップ

1

NTAP

資料6

一106一
■



一〇SI－

OSI標 準化状況

層 標準化項目 基本標準
機能標準±

NTAP実 装規鼠ISP(注)

7

ア
プ

リ
ケ
・

・

シ

ヨ

ン

層

文書交換形式(ODA) '89 '89
、'91

'91 ～

分散 トランザクシ ョン処理crp) '92予 定 '90
検討中

遠 隔 デー タベ ース アク セス(RDA) 92予 定 '92予 定

検討中
'90～

検討中

電子 メー ル(MOTIS/MHS) '90 '89
.'90

ファイル転送(FrAM) '88 '89
、り0

仮想端末(VT) '90 '91

ジョブ転送σTM) 'R9

OSI管 理 '91～ 'R9'90 '91～

ディレク トリ管理 '90 'gn 検討中
アプリケーション層共通機能 '88

6 プ レゼ ンテ ーシ ョン層
'88

5 セシ ョン層. 'R7

4 トラ ンス ポー ト層
'85～

'89
,'90 91～3 ネ ッ トワ ーク層 '87

2 デ ー タ リ ンク層 '76～

1 物理層 '84～

(注}現時点でρ見通し

資料7

ーベ ン ダ ー の対 応.

このような進展、環境下でのベンダーの対応

複 数 の通 信 プロ トコ ルの 共存

一通信 メデ ィ ア(WAN/LAN)の 共用

一マ ルチ プ ロ トコ ルの共 存

・メ ー カ固有 の ネ ッ トワー ク アー キテ ク チ ャ(xNA)

・TCP/IP

・OSI

ア プ リケー シ ョ ンの共存

・デー タ、 フ ァイル

・ア プ リケー シ ョンプ ログ ラム

WAN:広 域 ネ フ トワー ク(WideAreaNetw。rk}、LAN:ロ ー カルエリア ネッFワ ー ク(LocalAreaNetWork)

資 料8

一ベ ンダ ー の対 応.

分 離 した ネ ッ トワ ー ク環 境

TCP∬Pネ ットワーク環境

不ッ トワーク環卑 苓

・NAノ

、●、t
i"亨 〉

資料9
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一ベ ン ダ ー の 対 応 －

OSI

プロ トコル環境

通信 メ デ ィア の共 用'

.誘

曇

1幽{xNAぷ 主

・＼

ぷ'一 〆
プロトコル環境

資 料10

一ベ ン ダ ー の 対 応.

通信メディアの共用(プ ロトコルの識別方法)

OSI メ ッセ ー ジ

OSI

ヘ ッ ダ デ ー タ

S

(注1)－
TCPIIP

TCPAP

ヘ ッ ダ
デ ー タ

メ ッセー ジ

識 別 方 法
・ヘ ッダ内のブ'ロトコル識別情報

・ア ドレスでの識別

TCPAP

(注1)
メッセージ内のプロトコル
箇別情報により受信するか

を決める。

資 料11

一ベ ン ダ ー の対 応 一

通 信 メ デ ィ ア の 共 用(プ ロ トコ ル の 識 別 方 法 の 詳 細)

LANの 共用方式の例

OSI(IEEE802.3)の メッセージ形式

プリ
アンブル

フ レーム

開始

デ リミタ

DA

宛先
アドレス

SA■ 裕橿nSAP

庭先 菟「獅 腕先
アドレス,.一一.誇 示

SSAP
竜先
SAP

CTRL
制御
SAP

デー タ FCS

イーサネッ ト仕様のメッセージ形式

プリ
アンブル

ASA
先
ドレ ドレ

ポイ ン ト:タ イ プの値 〉 フ レーム長(最 大1.5Kバ イ ト)

(TYPIE)(LEN)X'05DC'

SAP=サ ービスアクセスポイント
FCS:フ レームチェックシーケンス

資料12
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一ベ ン ダ ー の 対 応.

通信プロ トコルの共存

一ベ ン ダ ー の 対 応 －

xNA

プロ トコル環境

資料13

TCPAP

プ ロ トコ ル

想定 しているシステムの形能

輪

一ベ ン ダ ー の 対 応 一

資料14

ネ ッートワー
AN

⑰

FrAM:FileTransfer,Acccs5andManipu]ation
,FTP:FiieTransferProtocot

資 料15
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一ベ ン ダ ー の 対 応 一

マ ル チ プ ロ ト コ ル の 共 存(2)

例:OSIト ランザクシ ョン処理 プロ トコル(osvrp)と
メーカ固有 トランザ クシ ョン処理 プロトコルの共存

資料16

一ベ ン ダ ー の 対 応 一

マ ル チ プ ロ トコ ル の 共 存(3)

例:メ ーカ固有形式の端末データス トリームをOSI又 はTCPAPで 運ぶ。

(AP)‡

xNA

端 末 デ ー タス トリーム/プ ロ トコル

▲ 盈 '

T▼ 「 ■

…・、聴]
AゴwA」 ぶツ黙 xNA

1 ■

|
↓

共存 ネットワーク

(OSIIT℃PμP/xNA)

資 料17

一普 及 に向 け て の取 り組 み 一

相互運用性向上のステップ

相互運用性

向上の
ステップ

制度

～rOSI製 品
OSI製 品

OSI製 品 ♂7 ▲

。SI製mlPt▲ ▲

▲ …

圏 ⇒ 能標準嶋 性⇒圏

墓嘉碧

相

互
運
用
性

試験所
ら瞬

製品の

、認証-

資 料18
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一普及 に 向 け て の取 り組 み 一

オ ブ ジ ェ ク ト識 別 子 の 登 録 管 理

オ ブ ジ ェ ク ト識 別 子 と は?

つSIで の通信 に使用する識別子。
・対象:組 織、ファイル形式、'アプリケーション名 等

オ ブ ジ ェ ク ト識 別 子 の 登 録

・登録 の制度化 により、識別子の唯一性 を保証 。

オブジェク ト識別子の使用例:

A社 のオンライ ン処理 アプリケーションとの通信路確 立のプロ トコルデータ

/一 制御情報 へ
サ

アプリケーション、
名称(12:3921∴ 鋤

デ ー タ

↓
ISO(1)加 盟 機 関(2)JISC(392)A社(200010)オ ン ライ ン処 理 ア プ リケ ー シ ョン(23)

資 料19

一普 及 に 向 けて の 取 り組 み 一

オ ブ ジ ェ ク ト識 別子 の登 録 制度(90年12月 告示)

叉 。_

蕃
与JISX5007'

} .
登録実行業務の移管

録
通
知

た

…
は

日本工業標準調査 会

σISC)

ISO系 登録機関

(JIPDEC)

録
申

CCπT系 登録機関

σTC)

連携

資 料20

一普及 に 向 け ての 取 り組 み 二

オブジェクト識別子の構造

ルー ト

鑓 晶孟 』
資 料21
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一普 及 に 向 け ての取 り組 み 一

適合性試験環境の整備

INTAP試 験検証センターでの適合性試験 (91年6月 現在)

テス ト対象 開始時期 合格数

リスター トノリカバ リなし 89年3月 20

FrAM

リスター トノリカパリあり 92年 予定
－

MOTIS価SMHs84年 版 89年3月 10

ク ラス0,2 89年3月
16

,

トラ ンス ポー ト

ク ラ ス4 91年2月

ノ

資 料22

一普 及 に向 け て の取 り組 み 一

認定 ・認証の枠組み

電子計算機相互連用
環境整億委員会からの提言

認定機関

■

認定 認 定申請 認定'

冒 曹

試験機関

(適合性試験所)
認証機関

]

製品

試験依頼

,

1
蹴 誌 活 性`
報告書.申 請 証明書

■

1
受験者'

↓
OSI製 品の販 売

資 料23

一普 及 に 向 け て の取 り組 み 一

日本におけるOSI認 定 ・認証体制
制定'

電子計算機相互運用
環境整偏委員会からの提言

検証認証制度
葵貝金

剛 匪垂囹

適合性
試験仕様

(自主)
認証機関

試験方法
(基樹

試験方法
(ツール}

資料24
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グ 、

ま とめ

●OSIを 中心 とした、 ネットワークアーキテクチャの標準化 の進展

● ベ ンダーの対応
一〇SI製品の出荷

'マ ルチ プ ロ トコ ルの サ ポー トの 開始

・各 メー カ固有 の アー キ テ クチ ャ

・TCP刀P

・OSI

● 制度の整備
一オブジェク ト識別子の登録管理制度の開始

一認定 ・認証体制の提言

早
オー プ ンな、 か つ、 ユ ーザ が 自 由 に選択 で きる ネ ッ トワ ー ク環境

L
〆

資料25
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講 演{3}

「オ ー プ ン シ ス テ ム 実 現 へ の 課 題

一 ソ フ トウ エ ア
、 ネ ッ トワー ク、適 用 業 務 一 」





講 演(3)オ ー プ ン シス テ ム実 現 へ の 課 題

一 ソフ トウ ェア、ネ ッ トワーク、 適用業 務 一

丸 山 武(富 士通㈱取締役 オープ ンシステ ム事業本部長)

ご紹介 いただ きま した丸山で ござい ます。

この セ ッシ ョンは 「整 いつつあるオープ ンシステ

ム環境」 とい うことで、 これは大変含蓄 のある表

現だ と思い ます。 「整 いっ っある」 とい うこ とは、

もう完全 に整 った とい うことで必ず しもない。 そ

の辺の状況 につ きま して 、私 どもメーカーは どう

認識 してい るか、 それか ら、現実 に どん なシステ

ム展 開がで きそうか、 さ らにそのため には何が課

題 で あるか、 とい うこ とにっ いて お話 したい と思

い ます。

資料1で ござい ますが、現在、オー プ ンシステ

ムへ のユーザーニー ズは、非常に高 まってい ると

思 い ますが 、そ もそ もオー プンシステム とは何を

意味す るのか。

オープ ンシステム とい う言葉 を最初 に言 いは じ

めた のはOSI(OpenSystemsInterconnection)

ではないか と思 います。 これに よって異機種間、

異な るメーカー間で の接続問題 に対す るチ ャレン

ジが始 ま り、国際的な標準化が進み、実装規約 も

で きて、実際 に製品 も提供 されて いる とい う状況

にな ってお ります。

また、接続だ けでな く、 システム として も同 じ

ことが言 え るわ けで あ りま して、特定 の メーカー

ない し特 定の機種に閉 じな いよ うな、 自由な幅広

い選 択、あ るいは システ ム構成、 シス テム ・コン

ポーネ ン トごとに異 な るメーカーの製品を組合わ

せ て ご自分 の最 適な システムをつ くることが求め

られ ます。

それか ら、 ます ます 重要度 を高めてお ります ソ

フ トウ ェアその ものの可搬性 につ いて、 それが異

な るシステム間 に適用 され、流通で きる。 こ うし

た重要性がだん だん認識 され ニーズが高 まってい

るとともに、ニ ーズが先か シーズが それ を支え る

か とい うことで オープ ンシステム としての環境基

盤も整いつつあると考えてお ります。

OSIの 製品化、標準化もそうでございますが、

いわばオープンシステム として、多 くのメーカー

によって共通に提供され、サポー トされているシ

ステムが、UNIXを 初めい くつかございます。

それか ら、これに伴いまして、例えば性能評価

とか測定の指標についての標準化も整備されて き

ております。伝統的にコンピュータの性能は単純

に1秒 間に何百万回命令実行できるか(MIPS)

で表現されておりましたが、実際の適用業務の面

か ら考えます と、技術計算の場合、あるいはフロ

ーティング演算の性能が問題になる場合、あるい

は トランザクション処理が問題になる場合など、

それぞれのケースで非常に違うわけでございます。

例えば、 トランザ クション処理でも、1秒 間に

何 トランザ クションの処理が可能かという性能一

つをとりましても、処理の中でアクセスするデー

ターベース構造の違いで,1ト ランザクションの

処理速度は全 く違うわけでありまして、性能を比

較する際には、標準的なパターンを決めなければ

ならない必要性か ら、その目安がつ くられたわけ

です。

さらに、こうした標準化が多 くの分野で行われ

るうちに、標準化に関する団体が世界中にた くさ

ん設けられて、どこで何が議論 されているのか、

どこまで標準化が進みつつあるのか という全体を

把握 している人、ないし、組織はほ とんどな く、

標準化を進めている人たち自身が、お互いの進捗

を十分に把握で きないまま、同 じ分野での標準化

を進めているという状況にあるかと思います。

しか し、確かに混乱 している面はあるかと思い

ますけれ ども、基盤ができつつある、あるいは進

展 しつっあるのが現状だろうと思います。

さて、このオープンシステムにはいろんな定義
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があ るか と思い ます けれ ども、前 にご講演 された

東芝 の井原 さん、 日立 の八 田さんが取 り上げ た通

り、 ここで は現在最 も有力 なOSIとUNIXを

中心 とす るお話を進め させていただ きたい と思 い

ます。

資料2を ご覧下 さい。 なぜUNIXな のか、U

NIXは どんな ところがいいのか を、簡単に ま と

めてみ ました。 これはユーザーの立場 、 メーカー

ない しベ ンダーの立場、そ して システム ・イ ンチ

グ レ一 夕といいますか、独立ベ ンダーの三者 に よ

って、 それぞれ見方が変 わる と思 います。 これを

分 けて整理 してみたわけで ござい ます。

まず、ユ ーザ ーか ら見て製 品選 択の自由度 が広

が るとい うこ とか挙げ られ ます。 それか らアプ リ

ケー シ ョンを導入す る とい う場合 もあ ります し、

ご自分がつ くられたアプ リケーシ ョンがい ろんな

システム、 ご自分 の システム もあろ うし、 また、

ほかの人の システムに も適 用で きるとい うことで

す。

また、 日本の企業は大変 グローバ ル化が進 んで

い るわ けで ございます けれ ど も、国際的に広が っ

た企業体に最 もフィッ トす る システムには、国際

的 に通用す るシステム とい うことで、や は りUN

IXが 選 ばれ る。UNIXが フィッ トす るケース

が非常 に多い と思い ます。

それか ら、マ ルチベ ンダ選-es境で、1メ ーカー

だけの製品 に影響 されず、各 メーカーの ものを組

み合 わせて最適 なシス テム構成がで きるとい うこ

と。 あ るいは、 それ ぞれの メーカーの システム間

を うま くつな ぐことが できる とい うことで あろ う

と思 います。

メーカーない しシステムベ ンダーか ら見て どう

い うメ リットが あるか といい ます と、 まず、プ ロ

プ ライア タ リーの もの と違 って市場が大 き く見込

め る。 これは理論 的な可能性 を言 って いるわけで、

す ぐその まま市 場が全世界 に広 がるわけで あ りま

せん が、可能性があ ります。

それか ら、 メーカーの プロプ ライア タ リー ・シ

ステムや個別 のアーキテ クチ ャの上に共通に シス

テ ムを構 築で きる。 あるい は、 お書様 に提供で き

る ということがあ ります。

また、先進的な技術 、テ クノロジーがUNIX

の上 で初 めて展開 され るとい うことが非常 に多 う

ござい ます ので、 そうい うメ リッ トを メー カーと

して打 ち出す ことがで きる。UNIXを 核 として

新 しいテクノロジーをお書様 に早 く提示す る こと

がで きる。

また、 システムの全構成要素(部 品)を 自分で

用意 す るのではな くて、 オープ ンな、 あるい は流

通 してい るマーケ ッ トか らいろんな コンポーネ ン

トを調達 して システムを構築 で きる。 つ まり、新

規 にこの市場 に入 ろうとす るメーカー、ベ ンダー

に とっては、早期参入が可能にな る とい うことが

挙げ られるか と思 います。

それか ら独立のベ ンダLの 立場 でいい ます と、

市場が広が る とい うこともござい ます し、一 つの

ご自分 のテ クノロジーない しソフ ト、バー・ドがい

ろん な メーカーの上に展開で きる。

しか しなが ら、全体を通 してみ ます と、ユ ーザ

ー、 メーカー、独立ベ ンダーの三者 の うち、最 も

メ リッ トを享 受するのは明 らかに メーカーではな

くてユ ーザーであ ると言 え ます。 ユーザー側 の製

品選択の 自由度 とかマルチベ ンダー環境を享 受で

きる範囲が広が る とい うことは、 システ ム メーカ

ー、 システムベ ンダーか ら見 ます と、 これは自分

だ けではや っていけない とい うことです し、 それ

か ら、ほかの メーカー、ベ ンダーの間での競争 、

比較差で検討 されて、初 めてその中か ら選ばれ る

とい う不安定な状態に立た され るわ けであ りま し

て 、価格 の面で も大変厳 しい状況 になる と思 いま

す。 したがい まして、 メーカーの立場か ら見 ます

とオープ ンシステムは競争 を激化す る極 めて強 い

要素にな ると考 え られ るわけです。

しか しなが ら、競争が激 しい とい うことは、そ

の分野での進歩が早い とい うこ とで あ ります し、

結 果 としてユ ーザーか らのア クセプタ ンスが早 く
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な りますか ら、いか に競争 が厳 しく激 しい もので

あって も、そ こでや ってい こ うとい うことになる

わ けで あ ります。

そ うい うこ とでUNIXの 特徴 を資料3に まと

めて あ ります。標準OS、 ない しはポータブルな

OSで ある とい うこと。 ポー タブルなOSと い う

ことでは、固有 のア ーキ テ クチ ャに依存 しないで

共通 にで きる とい うこ ともあ ります し、結果 とし

て適 用 される範囲をパ ソコン、 ワークステーシ ョ

ンか らコーポ レー ト ・ハ ブ ・メーンフ レーム、 あ

るいはスーパ ー コ ンピュー タの レンジまで共通 の

OSと して用意で きる とい うこ とであ ります。

それか らまた、先 ほ ども申 しま したが、先端技

術実証 の場 とい うよ うな意 味合い もかな りある と

思い ます。例 えばLANやRISC、 ウイ ン ドウ

/GUI、RDB、 分散 コン ピューテ ィング、 マ

ルチプ ロセ ッサ と書 いてあ ります け ど、RISC

－つ取 り上 げ ま して も、 それ までの伝統 的なコ ン

ピュー タ ・ア ーキ テ クチ ャに チャ レンジする新 し

い コンセプ ト・ア ーキテ クチ ャ と言え ますが、 こ

うい う進歩 が可能で あ ったの も実はUNIXが あ

ったか らではないか と思 い ます。

コンピュー タ ・アーキテ クチ ャとい うのは、 ア

ーキテ クチ ャを考え ただけで は済 まないわけで、

それに基づいたハ ー ドをつ くり、その上に載せ る

OS、 ソフ トが あ って初 めて効果、性能 とい うも

のを実現す るこ とが で きるわ けです。

実はアーキ テ クチ ャその もの を考え る、あるい

はハー ドをつ くる とい うこ とよ りも、その上 に載

せ るソフ ト、OSを つ くる方が はるかに人手 も時

間 もかか る仕事で あ ります。 これ をUNIXと い

う共通な ものが あるか ら、 この アーキテ クチ ャの

上にUNIXを 持 って きて、早期提供を実現す る

こ とがで きます。 そ うい うこ とが可能にな った と

い う意味で、RISCを 育 て た親の一人はUNI

Xで はないか と思 い ます。

さて、資料4に はオープ ンシステム技術の現状

とい うことでい くつ かのポイ ン トを挙げてい ます

が、それ ぞれ順にプ ロセ ッサの高速化 、それか ら

分散 コ ンピューテ ィング、 グラフ ィカル ・ユ ーザ

ー ・イ ンタフ ェース、 リレー シ ョナル ・データベ

ース、 オープ ンシステム標準 、それか ら八 田さん

が詳 しく述べ られ ま したがOSIに ついて ご説 明

いた します。

オープ ンシステム化を支え る技術の一つ に、 プ

ロセ ッサの高速化が あ ります(資 料5参 照)。

その中で特に、今注 目され るのはRISC(Redu

cedInstructionSetConlputer)で ござい ます。

RISCア ーキテ クチ ャは まだ標準化 されて いま

せんが、それ ぞれのRISCア ーキテ クチ ャに基

づいてつ くられたRISCチ ップで大変 高性能 の

ものが出てい るわけで ございます。

私 ども富士通では、RISCア ーキテ クチ ャと

してはSPARCを 選択 して ビジ ネスを展開 しつ

つあ るわ けで ござい ます けれ ども、SPARCの

性能 とい う意味では昨年発表 され たIBMの パ ワ

ー、それか ら今年発表 され たプ レシジ ョン ・アー

キテ クチ ャに比べ ます と若干見劣 りしますが、T

I社 のSPARC、 最新の プロセ ッサ が来年発表

され る予定で、かな り高性能の チ ップが出て くる

と期待 されてお ります。

次に資料6の 分散 コンピューテ ィング。特 にT

CP/IPを 中心 とす るLANで ござい ます。 こ

れ もマ ルチベ ンダー環境 を構築す る一 つの重要 な

要素で あ り、OSFやUNIXイ ンター ナ シ ョナ

ルな ど標準化 団体では、個 々の分 散 コ ンピューテ

ィングの技術 をイ ンテ グレー トす るとい う課題 に

取 り組んでお ります。

分散環境は今後、 さ らにWAN、 広 域 ネ ッ トワ

ー クを含んだ展開が期待 されて お ります。

次に グラフィカル ・ユ ーザ ー ・イ ンタフ ェース

(GUI)で ござい ます(資 料7参 照)。GUI

に関す るソフ トウェアを レイヤーに分 けて分類 し

てみた もので ござい ます。 イ ンフラと して、有力

視 され るX-Window上 にツールキ ッ トとし

てOpenLook、Motif、 あ るいは こ
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れ に基づ くバ リエー シ ョンプロダク トがサ ポー ト

され ます。

さ らにアプ リケ ーシ ョン作成支援 ツール として、

DEVGUIDE、GUIビ ルダな どが製品 化 さ

れっ っあ ると思い ます。 その上 に、 デス ク トップ

環境 を提供す る、例えばHPのNEWWAVE

の ような製品の提供が進め られている と思 い ます。

ここで初 めて、個 々のアプ リケー シ ョン間でデ ー

タを受 け渡 す標準 につ いて議論 され、決 ま りつっ

ある状 況にあ ると思い ます。

資料8は 、 リレー シ ョナル ・データベ ース(R

DB)で ござい ます。標準 的、代表的 な規格 とし

て、SQLが ござい ますが、ポイ ン トとして は、

データ ーベー スだ けではな くて、 その上 に4GL

(第4世 代言語)と か、データ処理の ツール群を

備えてい る とい うこ とが非常に重要で あろ うと思

い ます。

それか ら、代表的 なRDBも マルチプ ロセ ッサ

対応 といいますか、特 にUNIX系 のマ シ ンは標

準的 なチ ッ『プ、流通 チ ップ ・プロセ ッサの上 に構

築 され ることが多 く、安価 なチ ップを大量 に使 っ

た システ ム、つ ま りマ ルチプロセ ッサ構成 で性能

を発揮で きるよ うなRDBと い うことにな るわ け

であ ります。

これ まで、 ご説明 して きた諸 々の要素 の中か ら、

特に ソフ トウ ェアの プラ ッ トフォーム としてのオ

ープ ンシステ ムの標準 にっいて、 まとあて みたい

と思い ます(資 料9参 照)。

OS系 ではUNIXが あります 、UNIXの 注

意書 き1(*1)で 、事実上の標準が、例 えばSystem

VR.4の ような ものが ございます。一方 、 こ うい

う事実上 の標準 とは距離 を置 いた形でUNIXの

国際標 準 化が 図 られて い ます。 これ はIEEE

(米 国電気電子技術 者協会)が 進 めて お りますP

OSIXな どが該当す ると思います。

言語 系については、C言 語の事実上 の標 準が決

まってお り、COBOLの 標準 もござい ますが、

それ に若干の付加機能が備わ った形で、い くつか

の普及言語が存在す るとい うのが現 状で しょう。

さ らに、4GL/CASEに ついては、有力な

事実 上の標準 と言え る ものは まだない状況 で、 そ

の候補がい くっか存在 して お ります。いずれに し

て も,コ ンプ リー トな もの、上流か ら下流 まで、

すべての ライ フサ イ クルにわた って有効性が証 明

されてい るものは、 まだ存在 しない状況で、 これ

か ら整備 され ると思い ます。

グラフィカル ・ユーザー ・イ ンタフェースで ご

ざい ますが、 さきほ どX-Windowと い う有

力 な標準が ある と申 しま したが、 その上の レイヤ

ーにな ります と、 まだこれか らとい うところでは

ないか と思 い ます。

一 方、DB/DC(DataCommunication)の 分

野では、DBそ の もの も、い くつ かのデフ ァク ト

スタ ンダー ドが ござい ます し、 トランザ クシ ョン

環境では、 トランザ クシ ョン ・モニ タ、OLTP

モニ タな どは、非常に少 数の有 力な ものに決 まる

には、少 し時間がかか るのではないか と思います。

分散DBMS環 境について も同様です。

では、 オープ ンシステムの もう一つの要素 であ

るOSIに つ いて は どうで しょう。

資料10は 、私 ども富士通で の製 品化 として例示

してお ります。 メイ ンフ レーーームはFACOMシ リ

ーズのMSP 、XSPに よ るOSサ ポー トでFT

AM(フ ァイル転送)やFTAMフ ァイルア クセ

スな どが ござい ます。 ファイルア クセスは開発 中

ですが、ほ とん どの ものが開発済みで、現在、実

際 に製品 として ご提供 してお ります。

それか ら、UNIXワ ー クステーシ ョン、各機

能 サーバ ーが製品化 され、 ご提供 を開始 してお り

ます。

以上 、オープ ンシステムに関す る主要 な技術に

ついて概観 して まい りました。

こうい う状 況を踏 まえて 、 システム構築 の際 に

ど うい うメ リッ トか らオープ ンシステム技術 を取

り込 むのかを資料11に まとめ ま した。

最初に、オープ ンシステムが あるか らそれを使

一118一



お うとい うユーザーは稀 で、おそ らく情報 システ

ムの高度化 や新 しい業務を システム化す る際 に、

オープ ンシステ ムを適用 してみ よう、オープ ンシ

ステム技 術を使お うとい うことにな るのでは と思

い ます。 その アプローチの 中か らい くつかのパ タ

ー ン、視 点な どを列挙 して お ります。

一つは、オ ープ ンシス テムの メリッ トとい うこ

とで、セ ンター集 中型 システムか ら、容易に分散

システムへ展開で きるこ と。

第二に、デ ータベ ース、特 に リレーシ ョナル ・

デー タベー スを利用す るこ とで情報 システムの高

度 化、 よ りキ メ細か い業務処理 を可能 にす る とい

う意味です。

第三に、す ぐに利用で きるパ ッケージ ・ソフ ト

ウェアがあ ります ので、ユ ーザ ーの要求 に合致 し

た ソフ トウ ェアが見つかれ ば、す ぐに システム化

で きることです。

第四には、特…にUNIX分 野でのユ ーザー ・イ

ンタ フェースの標準化が進んで お りますので、 こ

れが他の シス テムに波及すれば、ユーザーの シス

テム利 用の容易 さの向上、改善 につなが ります。

さ らに五 つめのマ ルチベ ンダー、六つめのパー

ソナル ・ユー スか ら統合化な ど、全社 システム と

の連携 や、分 散 システム と も関連いた しますが、

これ らもポイ ン トにな るか と思い ます。

次に、 こう した ポイン トについて主要な ものを

少 しブ レイ クダウ ンして見 たい と思い ます。

セ ンター集 中型か ら分散 システムへ とい うこ と

では、 コー ポ レー トワイ ドな、全社集 中的なセ ン

ター システ ムで はな く、 その一つ下の部門で シス

テムない しは ワー クステ ーシ ョンとしてオープ ン

システムを導入す るのが一般的 な考え方であ ろう

と思い ます(資 料12参 照)。

これに よって、バ ックログや運用上のボ トル ネ

ックな ど、セ ンター側が抱えて いた負担が減少す

る ことな どが挙げ られ ます。

特 に、情報 システム部門(EDP)で は2～3

年 のバ ックログを抱えてい るのが現状か と思い ま

すが、エ ン ドユーザー 自身が業務 の システム化 や

アプ リケーシ ョン開発が可能になれば、情報 シス

テ ム部門 だけでな く、エ ン ドユーザの利 用業務 の

拡大に、弾力的 に対 応で きるメ リッ トがあ ります。

次に、 ユーザ ー ・イ ンタフ ェースの改善 とい う

こ とでは、操作効率の向上が見込 まれ、特にUN

IX系 の もので は、デ ィスプ レーや プ リンターに

高解像度 の ものが非常 に多 く提供 されて お り、大

変美 しい画面、高品位 の印刷 が可能 になるわ けで

す(資 料13参 照)。

また、パ ソコンやワー クステー ションをパ ーソ

ナル ・ユースの状況か ら、それ らを統合OAの ス

タイルに もってい く(資 料14参 照)と 、LANを

整 備 し、接続す るこ とで部門 サーバ と部門 システ

ム とを連携 した利用 を可能 に し、個 々のフ ァイル

を部門間で共有 した り、 プ リンターを共用で きま

す。

さ らに電子 メールや 電子会議 な どで、部門内の

コ ミュニケー ションをよ くし、 グループ作業 を効

率 よ くす ることがで き、 また これを通 じて全社 シ

ステム との連携が可能 にな ります。

さて、 オープ ンシス テムの適用分野 として有力

な ものを、 い くつか ま とめてみ ま した(資 料15参

照)。

例えば、対象事業分野 としては銀行 ・証券、製

造業、流通 業、公共 ・自治体 な どが ござい ます が、

これをシステムの運 用、 目的に合 わせて三形態 に

分類 してみ ま した。

一つは、基幹 業務系 の システムで ござい ます。

例 えば、銀行 であれば勘定系 の システム、CDや

ATMな どを扱 って いる ものです。

二つめは、情報系の システムで、顧客管理 や予

測、計画 、 シ ミュレー シ ョンな どの業務です。

三つめは、OAシ ステム とい うか、文書や非定

型 の報告書作成業務な どを効果的 に支援す る もの

です。

基幹業務系 システムは、一種の ミッシ ョン ・ク

リテ ィカルな システムで、非常 に高 い信頼性、世
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能 、拡張性 などを要求 され ます。適 用 システムの

形態、その典型的な要件 では、大規 模集 中型 で、

大規模の トランザ クシ ョン処理、バ ッチ処理 が ご

ざい ます。

それか ら、情報系 システムで は分散 ネ ッ トワー

クや データベースな どが一つ の典型的 な要件か と

思 い ます。

OA系 では、先ほ ど申 しま した ファイルサ ーバ

やプ リン トサーバ、それか らコ ミュニケー シ ョン

の機能 な どが要件 とな ります。

各適用分野の中で、現在 の ところ、比較的 にオ

ープ ンシステム技術 を適 用 しやす い範囲を網が け

して示 して お ります。

現状 のオープ ンシステム技術 では、情報系 をほ

ぼカバー して適用で き、基幹業務系 やOA系 につ

いては、若干 の創意工夫 と今後の開発な ど、ベ ン

ダーサイ ドか らの、 よ り拡張 された機 能が要求 さ

れ るのではないか と思 います。

この ような状 況で、 オープ ンシステム技術 を導

入 し始 めるユーザー さんは、 これか ら増えて い く

と思 われ ますが、現 在の ところオープ ンシステム

技術 を導入 しなが らシステム構 築を してい る例 を

ご紹介 します。

一つ は
、輸送業の例で ござい ます。 これは私 ど

も、富士通のユ ーザ ーにな られてい るところです

が、国際的な輸送、 メール、パ ッケー ジの輸送を

してお られて、国際的 に拡張、利用で きるシステ

ム とい うことでUNIXを 選 ばれ、 しか もメーカ

ー として は2社 のハ ー ドウ ェアを認定 されて お り

ます(資 料16参 照)。

もう一つ、銀行業での例を資料17を もとに ご紹

介 した します。

経営計画作成支援 システム として、基幹業務系

とは別 にDBMS、UNIXサ ーバ を中心 にデ ー

タ分析、 シ ミュ レーシ ョンな どのデパ ー トメンタ

ルな システ ムをっ くっている例で ございます。

この二例 とは別に、資料18は 官 公庁 でOSIを

導入 されて いる例で、庁舎移転を機会に、庁舎 の

イ ンテ リジ ェン トビル化 とOSIを 導 入 され ま し

た。

その理 由、問題点、効果な どを資料19に まとめ

て あ ります。実際 には、.システム ・イ ンチ グ レ一

夕を指定 しまして、 その システム ・イ ンチ グ レー

タが各 メーカー と条件 を決めて、各ハー ドウ ェア

/ソ フ トウ ェアを組 み合 わせて壮大な シス テム、

OSIを 利用 した システムを実現 して お ります。

以上の よ うに、 オープ ンシステム化 は序 々にユ

ーザ ーを拡大 して お りますが、全体 のプ ロダク ト

やシステムか ら比較 します と数96に な るか と思わ

れ ます。 そ こで、オープ ンシステムが今後 さ らに

普 及 してい くための課題 、ポイ ン トを最後 に リス

トア ップ しま した(資 料20参 照)。

一つ は
、 システ ム ・イ ンテ グレー シ ョンです。

これ は、 オープ ンシステ ムの性格 か らマルチベ ン

ダー環境 にな ります ので、各 社の コンポー ネ ン ト

を まとめて、 システム として選択す る際 に、誰が

責任 を負 うのか とい う問題が あ ります。

もちろん、あ るメーカーが他社のハ ー ド/ソ フ

トを利用 し、組み込んだイ ンテ グレー シ ョンをす

る とい うビジネス も十分に成 り立 ち ますが、いつ

れ に しろ、 コ ンポーネ ン ト・イ ンテ グ レー シ ョン

の ための知識、 ノウハ ウ、実績 な どが必要 とされ

ます。

それか ら二つ めに、統合 ネ ッ トワー クの実現が

あ ります。LAN-WAN-LAN接 続やTCP

/IPとOSIの 共通 メデ ィア上での共存 の実現

な どが あると思い ます。

三つ めに、 これが最 も重要な問題 ですが、ユ ー

ザ ーには、 これまで に開発 された膨大 な既存 シス

テム資産が ござい ます。 この既存 システ ム資産 と

の連携 を どうい う形 で実現 してい くのか とい う課

題 もあ ると思い ます。

一方 、アプ リケー シ ョン ・ソフ トウ ェア も増 え

っっあ りますが、 日本のUNIX市 場 に限 って見

ます と、特 に ビシネス系のアプ リケー シ ョン ・ソ

フ トウ ェアが豊富 に用意 されて こな けれ ば、 まだ
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まだ、システムとして普及 しに くいのではないか

と思います し、同時に、 ビジネス系でよく利用さ

れる業務形態である高性能の トランザクション処

理が可能にな り、多 くのエ ン ドユーザーが参加 し

て も障害や混乱の心配のない高信頼 システムが広

く構築 され るまでには、 い ま少 し時 間がかか るか

と思われ ます。

以上で ござい ます。 ご静聴 あ りが とうございま

した。
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オープンシステム化の進展

オープンシステムへのユーザニー ズの高 まり
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●オープン市場からの部品調達

AII府O揃$Resev●d,COP内MO富 士冶 橡 式会 社 〔1991)

資料2

(o

FUjlTSU

UNIXの 特 徴 オ ー プ ン シス テ ム

標準OS

製 品選択 の自由度(ユ ーザ)
マル チベ ンダー システム

メー カ間 の分業 と競争

ポ ー タ ブ ル なOS

アー キテ クチ ャ非依存

広 いカバー範囲
PC/WS

メインフ レーム

スパ コン

先端技術実証の場
LAN

RISC

ウ ィン ドウノGUI

RDB

分散 コンピュー テ ィング
マルチ プロセ ッサ

UNIX技 術者の増加

コン ピュー タ教育 の標 準環 境

研究 者 ・技 術者の ツール

資料3
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θ
FUJITSU

オー プ ン システ ム技術 の現 状

● プ ロ セ ッサ の 高 速 化

● 分 散 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ

●GUI(GraphicalUserlnterface)

●RDB(RelationaiDataBase)

● オ ー プ ン シ ス テ ム 標 準

●OSI(OpenSystemslnterconnection)

MRbehtsR● 活Mh,CopWhtO富 士 通 棟式 会 社(1991)

資料4.

cO

FUJITSU

プロセッサの高速化

●RISCチ ップ動向

チ・プ名 クロ・クDh耀e

SPARC(Cypress社}40MHz29

SPARC(Tl社)

PA(HP社}

POWER(IBM社)

R3000(MIPS社)

R4000(MIPS社)

?

・

66MHz

41MHz

30MHz

50MHz

(内部100MHz}

?

76

6

8

ロ
∨

2

?

・

最大命令数 特 徴
ノ知ツク

1レ ジスタウイン ド

り

・
・

1

4

1

2

CascadgdMUし ・ADD

CCな し

スー バ スカ ラ

FusedMUし ・ADD,Multl・CC

CCな し

ス ーバ パ イプ ライ ン

64bitア ーキテクチv

AnRlぴ 鵡R●"【 鵡d,Cop囲9情0富 士 冶棟rt会 社 〔1的1}

資料5

e ♂
F叩TSU

分 散 コ ン ビ ュー テ ィ ン ブ
ーTCP/IPLAN技 術 一

●LAN上 の ど の コ ン ピ ュ ー タ も 自 由 に 利 用 可 能 な 環 境

(マ ル チ ベ ン ダ 環 境)

リモー トロ グイン:rlogin,telnetデ ィ レク トリ管理:NIS

リモー ト印刷 セキュ リテ ィ管理:Kerberos

リモー トファ イルア クセ ス:NFSリ モー トウ ィン ドウ:x-Window

●今後 の方向

広域 ネッ トワーク,ト ランザ クション処理,

ネッ トワーク管理 を含 む包括的な体 系へ と発展

UNIXinternationa「!USL:ATLAS

OSF:DCE

A」「筒oh■n●3●耐,C朔hl6富 士冶棟式会社(1991)

資料6
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GUl

FUJITSU

(GraphicalUserlnterface)

デ スク トップ環境

NEWWAVE

アプ リケー シ ョン

作 成支援 ツー ル

DEVGUIDE,GUIビ ル ダ

ツー ルキ ッ ト

OPENLOOK,MOTIF

基 本 ウィン ドウ システム
X-Window

●デスク トップ疑似環境
●アプ リケーション間の

標準的なデータ受渡し機構

● 画面 イ メー ジによ る
アプ リケー シ ョン作成支援

● メニュー,ア イ コンなどの

標準 部品 による会話手段

● ウ ィン ドウ制御

●基本 的 な描画 ・入 力機能

線,矩 形,ビ ッ ト模様

キーボ ー ド,マウス入力

川`RUPtTtsResorv●d,CopyriOMO富 士 通8式 会社{'99t)

資料7

ジ
FUJIrSU

RDB(RelationalDataBase)

■UNIX上 で優 れたRDBMS製 品 が実用 化

● マルチベ ンダー(ど のプ ラ ッ トフォーム でも利用 可)

●国際規 格(ISOSQL)準 拠

●4GL製 品 を併せ て提 供

●分 散デー タベー ス機 能 を実現

● パ ソコンのOAソ フ トとの連 携 が可 能

● マルチ プロセッサ対 応

● メイ ンフレー ム並 の トランザ クシ ョン性 能(100TPS以 上)

■ 今後の方 向

●OSIRDA/TPに よる標 準の 分散 データベ ース機能の実現

DB製 品相互間の連携 ・メイ ンフ レームDBと の連 携

● トランザクシ ョンモ ニタ

資料8

オー プ ン シス テム標 準
一 ソ フ トウ ェ ア プ ラ ッ トフ ォ ー ム ー

S

UNIX"1

国際標準'1

UI

言語

C台1

COBOじ2

4GL/CASE★3

DB/DC

cp

F叩TSU

ウ ィン ドウシステム舎1

ツール キッ ト脅2

デ スク トップ環 境℃

GUIア プ リ作成支援舎3

DBMS'2

分散DBMS舎2

トラ ンザ クシ ョン環境℃

門;事実上の

標準が
ほぼ確定

舎2:複数の

事実上の
標準が存在

℃:今後
整備される

今後の方向GUI環 境,ト ランザクション環境の整備

AIlMehtsR■ ●●蝋,C叩yriPtltO富 士a樺 式会 社{1991)

資料9
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OSIサ ポ ー ト状 況 (富士通の例1

θ
FUIETSU

メインフ レーム UNIXワ ークステーション

FTAMフ ァイル転 送 済 済
MHSメ ール転 洪 済 済
トランザ クション処理(TP) 済 開発中
RDA 済 開発中
FTAMフ ァイルアクセ ス 開発中 開発中

既存FNAonOSI(F6680な ど) 済 済
専用線 済 済
パケ ッ ト網 済 済
lSDN(64KCS直 収) 済 済
lSDN(64KPS直 収) 済 済
lSDN(1.5MCS直 収) 済 済
CSMAICD 済 済
Token-Bus 未定 済
FDDI(直 収) 済 済
LAN-WAN-LAN中 継 済 済

AO臼口htsR斑v句,C叩 殉htO富 士通構武会社{TDgt)

資料10

θ
FUJITSU

オ ー プ ン シ ス テ ム 技 術 に よ る

シ ス テ ム 構 築 の 指 針

●情報 システムの高度化、新業務 の開発 を契機に

オープン技術 を利用

●オープンシステム技術のメ リッ トを生 か して

アプローチ

1.セ ンター集中型 システムか ら分散 システムへ展開

2.デー タベースの利用により情報 システムを高度化

3.即 利用可能 なパッケージ利用による機動性
4.ユ ーザインタフェースの改善

5.マルチベ ンダーネッ トワークの構築

6.パ ソコン個人利用 から統合OA,全 社 システムとの連携へ

AロF内山tsR臼〔,C醐O富 士通は穴倉杜 《`991}

資料11

θ
FUJITSU

セ ン ター集 中 型 システ ム か ら

分 散 システ ムへ展 開

部門 システム,ワークステーシ ョンとして

オープンシステム製品 を採用

… センターのボ トルネ ックか ら脱 出

(アプ リ開発バ ックログ,運用時 レスポンス)
一一即利用可能 なパッケー ジ利用 による機動性

… 情報 システム部門によるアプ リ開発 か ら

エン ドユーザによる業務実現 へ
… 業務 ・需要拡大に弾力的対応

AnRVhts㎏ ●耐,CCPF㎏htO富 ⊥通AS舎?土"Pgt}

資料12
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(ρ

FUJITSU

ユ ー ザ イ ノ タ フ ェ ー ス の 改 善

ワークステー ション と部門サーバ を導入 し,
ユーザインタフェースを改善

● ローカル処理 によ りレスポンス改善

● マルチウイン ドウ,アイコン,メニューによる

容易 な操作

●高性能 ワー クステー ションにより
マルチメデ ィアのユーザインタフェースを実現

線画,イ メー ジ,高品位文書

資料13

♂
FUJITSU

パ ソ コン個 人利 用 か ら統 合OAへ

個人利用のパ ソコンをLANに 接続,部門サーバ を導入

●パソコンの ファイルサーバ,プ リン トサーバ

●部門内の コミュニケーション,データ管理

電子 メール,電子会議 掲示板

予定管理,文 書管理 回議手続 き

●全社 システム との連携

MFtPttsn■setved、CcprljN"士 通 梅 式台 杜(1991}』

資料14

(o

FUJETSU

オープン システムの適用分野

業種 基幹業務系 システム 情報系 システム OA系 システム

銀行 ・証券

製造業

流通業

公共 ・自治体

勘定系 大規 模
オ ンライ ン

生産 ・販 売 ・在庫 等

POSデ ー タ収集

住民 サー ビス ・税金

顧客管理,予 測

設計 ・研 究

顧客情 報分析 予測

予算 ・

シ ミュ レー シ ョン

↑
文書,単 純計算

非定型報告書作成

↓
適用システム形態 大規模集中型 分 散ネ ッ トワー ク型 個別分散型

典型的要件 大 規模
トランザ クション

大 規模 バ ッチ

デー タベ ース

アプ リケ ーシ ョン

ファイル/
プリン トサーバ

コミュニケーション

(メール等)
高品位文書

AllFhOhtSkserved,CopyrightO富 士 通 穐式 会 社 《1991)

資料15
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(ρ
FUJITSU

オ ー プ ン シ ス テ ム 標 準 に ょ る

複 数 メ ー カ か らの シ ス テ ム 構 築

(輸 送 業A社)

業務:輸 送業務 の受注輸 送管理,会 計処理

同一業務の システム を地域 ごとに設置

ハー ドウエア は複数 メ」カ(2社 を認 定)か ら購入

標準 イ ンタフェー スの装備 が購入条件 ,
SVID,XPG3,標 準GUI

業務 プロ グラム は標準 インタフェー ス上に作成

全社共通利用

AnRI9㌔5R●8●M貿1,Copy7㎏ 揃0富 士 通帳 式 会社`199`)

資料16

θ
FUjlTSU

経 営 計 画 支 援 シス テ ム(銀 行B社)
本部のスタッフ部門の経営計画作成を支援

圧 ンター

'‥ 本店内に設

勘定系
情報系

`

顧客データ ・ o
取引明細

UN|Xサ ーバ

D8MS

統計パッケージ

ユーザ作成アプリ

LAN

スプレッドシー ト

OAツ ール PC,WS

デ ー タ検 索,分 析,シ ュ ミ レー ショ ン

経営計画作成支援システム

エン ドユ ーザ 自身 による問題解決 ,業 務 プロ グラム開発
オープ ンシステ ム上 のDBMS,統 計パ ッケー ジ,OAツ ールの保証

専用 シス テムに よる レスポ ンスの保証

NInPttsReserved,CeprrPtt● ■ 士 通日 式 会社 白 鯨`)

資料17

OSI導 入 システム

(ρ

FU}ITSU

－一事 務 の 合 理 化(OA化 推 進)と 住 民 サ ー ビ ス 向 上 シ ス テ ム ー西

口 背 景

(従来)(新 システム)

一ーホス トからWSま で,各部局の 一一インデリジェントビル開設にあたり
個別 システムが業務毎に分離LANや 端末を共用できる

マルチベンダ環境を構築
　　

即[}Pb

可

、 F

D

l

ゴ

1
71

占 占

AnrVohtSR-,C叩VTeta9富 士 ■構 式 会 社 【199"

資 料18
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OSI導 入 シス テ ム(続 き)

口OSI採 用理 由

調 達仕様の公表

メー カ間の仕様調 達 が容 易

LAN(FDDI,CSMAtCD)へ の適用が容易

ρ
FUIITSU

解決法

OSIを ベ ースに調達 仕様 を作 成 した(MHS,FTAM等)

システムインテ グ レー タ を使 用 した

ホス ト上の既 存資産 活用 のため,エ ミュ レー タ(onOSI)を

採用 した

口OSI採 用に よる効 果
メー カの選定 が自由 にな った

機種増設時の接 続 が容 易に なった

接続 テス ト期 間が短期 間 で出来た

LAN-WAN-LAN中 継 に より,中 継 アプ リケー シ ョン を

開発 しないで庁内一庁 外接続 が実現 できた

仙筒oぬ』rved.CepyPto富 士通抱武会社(19Sl)

資料19

♂
FUJITSU

オープンシステム普及のための課題

シ ス テ ム イ ン テ グ レ ー シ ョ ン

コ ンポ ー ネ ン トを シ ス テム と して統 合
… 誰 が責 任 を負 う か

DB,ネ ッ トワ ー ク,GU|,言 語 などの 基 礎 ソフ トの 整 合性

統 合 ネ ッ ト ワ ー ク

ー-LANベ ー スの ネ ッ トワー ク と広域 網 の連 携

一－UNIXネ ッ トワー クtOSI,ベ ンダ ー固 有 ネ ッ トワ ー ク を

統 合 した ネ ッ トワ ー クの構 築 技術

既 存 システ ム との連 携

ア プ リケ ー ショ ンソ フ トウェア

高性能 トラ ンザ ク シ ョン処理 、高信 頼 システ ム構築

MR挙 句』M拍.Coprrem9■ 士通橡式会社('99',

資料20
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第3セ ッ シ ョ ン

オ ー プ ン シ ス テ ム の 実 現 に 向 け て

ユ ー ザ ー 、 ベ ン ダ ー の ニ ー ズ 、 戦 略 を 踏 ま え 、 オ ー プ ン シ ス テ ム の 実

現 に 向 け て 、 今 後 、 ど の よ う な 施 策 が 必 要 と な る の か 。

ま た 、 ユ ー ザ ー 、 ベ ン ダ ー 、 行 政 が 一 体 と な っ た オ ー プ ン シ ス テ ム 環

境 の 実 現 が 、 ユ ー ザ ー の 情 報 ・通 信 シ ス テ ム 環 境 に ど の よ う な イ ンパ ク

トを 与 え る の か 。

先 進 的 ユ ー ザ ー は オ ー プ ン シ ス テ ム 環 境 に 何 を 期 待 し、 ま た オ ー プ ン

シ ス テ ム に よ っ て 何 が 実 現 で き る の か 、 そ の 将 来 像 を 考 え る と と も に 、

そ の 中 で ユ ー ザ ー ・メ ー カ ー が 果 た す 役 割 の 重 要 性 に つ い て 討 議 す る 。

総 括 講 演

オ ー プ ン シ ス テ ム の 基 盤 整 備 に 向 け て





総 括講演 オー プンシステム の基盤整備 に向けて

三上 喜貴(通 商産業省情報政策企画室長)

本題 に入 ります前 に、一つ の数字 を ご紹介 しま

す。

ISOは 、 ネ ジに代表 される機 械部 品の規格か

ら、測定方法、 用語 な ど様 々な規格 を策定 して い

ます。

1988年 には年 間に527本 の規格 を策定 し、 その

うち13%の64規 格 が情報 関係 の規格 です。昨年、

1990年 にはやは り570本 の規格 が策定 され、その う

ち約100本 が情報 関係 の規格で した。 これ をペ ー

ジ数でみ る と88年 は約2,200ペ ー ジで したが、90年

には全8,100ペ ー ジの うち、約56%に あたる4,565

ペ ージを占めて お ります。

これ は、情報技術 の重要性 の高 ま りを反映 して

いる とともに、実世界 に関す るさまざまな記述方

法 のます ます多 くの部分が情報 システム上 に表現

され るこ ととな り、情報 システムの持つ社会性が

それだ け高 まって いるこ とを示 して います。

さて、本 テーマで ある 「オープ ンシステ ム」に

つ いての我 々の理解 は、 「ハ ー ド ・ソフ ト、あ る

い は周辺装置を含 め、ベ ンダーを問わず 自由に接

続、運用で きるシステム」 とい うこ とですが、 こ

う した 自由な組合せ には、 その接続面の イ ンタフ

ェースが標準化 されて いな けれ ばな らない。

我 々は、今、三つの イ ンタフ ェースを考えてお

ります。 一つは コ ミュニ ケーシ ョン ・イ ンタフ ェ

ース、二 つめは アプ リケーシ ョン ・プログラム ・

イ ンタフェース、 そ してユ ーザ ー ・イ ンタフェー

スです。

これ らのイ ンタフェースが標準化 されて、初 め

てオープ ンシステ ムへ一歩近づいてい くと考えて

い ます。 もちろん、そのイ ンタフェースの外では、

ベ ンダー さんに どん どん競争 していただ き、新 し

い、優 れた機能 を提供 していただ く。望 ましいオ

ープ ンシステム化の進展 は、そ う した標準 化の努

力 と競争 とのダイ ナ ミックなプ ロセスを通 じて行

われる。

通産省 として は、 そのための基盤整備を大 いに

進 めたい と考 えてお ります。

この基盤整備 につ きま して は、三つの柱 を考え

てお ります。一つ はOSI、 二つめ はEDI、 そ

してアプ リケー シ ョン ・プロ グラムの ポー タ ビリ

テ ィの向上です。

OSIとEDIは どち らもコ ミュニケー シ ョン

に関す る標準化 の柱ですが、 コンピュー タがで き

た頃は、文字通 りコンピュー トす るのが第一 目標

で、コ ミュニ ケー ションは二 の次で した。 これが

70年 代、80年 代 を通 じ、今度 はコ ミュニケー シ ョ

ンが第一 目標 にな って きてい ます。

第1セ ッシ ョンの浅野先生 の講演の中で、70年

代 はシステム接続、80年 代は情報接続、そ して90

年代は情報、業務の連携の時代であ ると言 われて

お りま したが、 これが実際のユーザーの要請 と一

致 してお ります。

第一の柱 のOSIに ついて、通 産省で は80年 代

か ら開始 した大型 プロジ ェク ト 「電子計算機相互

運 用デー タベー ス ・システム開発プ ロジェク ト」

を通 じて、国際的なOSI開 発体制を支 える 日米

欧三極の一つ としてFTAM、MOTISな どの

実装規約の開発を支援 し、 これ らをJIS規 格 、

JIS参 考 として制定 してお ります。

第一セ ッシ ョンの中で事例紹介があ りま した特

許庁の電子出願 システ ム、損保業界でのOSIの

採用な ど歓迎 すべ き導入事 例であ ります。

ただ、標準 化だ けでは不十分で、実際 にOSI

環境下の ネ ッ トワー ク運用にあた って は各 システ

ム間で取 り扱 われ る対象 、オブ シェク トの登録 ・

管理体制 が必要 とな り、 また、OSI準 拠 として

提供 される製 品の検 証 ・認証 につ いて も国際的 な

ハ ーモナイズの中で確立 されていかなければな り

ません。
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また、行政機関も巨大なユーザーですか ら、総

務庁な ど、関係省庁 と協力 してOSIの 導入に率

先 して取 り組んでいく考えでお ります。

一方
、OSIは 通信 レベルでのコ ミュニケーシ

ョンですが、その上位でアプリケーションレベル

でのコミュニケーションの円滑化 という問題があ

ります 。

通産省では、第二の柱 としてEDIを 取 り上げ、

この部分のビジネスプロ トコルの標準化に向けて、

数年前 より取 り組んでおります。

その具体化の方法 として、電子計算機の連携利

用に関する指針、連携指針をいくつかの業界の皆

さんとともに策定 し、現在は8業 種でビジネスプ

ロ トコルの標準化が進んでおります。

こうした業界毎の標準化から、業際、国際化へ

の対応も進展 してお り、まず第一弾として電力、

電子機器、電線、充電の4業 界を対象に業種を越

えたネ ットワークづ くりを行ってお り、さらに来

年度は、業際化促進の手段として、物流情報シス

テムを対象にした業際EDIの パイロットモデル

の開発を計画 してお ります。

国際化という観点か らは、国連で行われている

標準メッセージの開発、データエ レメン トの開発

にも積極的に連携 し、国際標準EDI規 格EDI

FACTの 動向を注視、あるいは連携 しながら国

際EDIを 進展させたいと考えてお ります。

特に、従来の欧州、米国のニグループに加え、

日本 ・韓国 ・シンガポールを中心とするアジア ・

太平洋 グループが国際EDIの 推進母体としてで

きあがり、国際的な交流 ・協調の場として発展す

ることを期待 しております。

第三の柱であるアプリケーション・プログラム

のポータビリティ向上については、まず、基本 ソ

フ トとアプ リケーション ・プログラムのインタフ

ェースの共通化が重要な要素であ ります。

近年、このようなインタフェースの共通化に資

する基盤ソフ トウェアの芽が出現 してお り、通産

省でも来年度からこのような基盤 ソフ トウェアの

研究開発を行い、その成果を国内外に広 く開放 し

てい くことを計画 しております。

一方
、ポータビリティの確保の観点か らは、 ソ

フ トウェアの開発環境を整備することも非常に重

要であり、開発環境整備促進のための総合的な政

策を展開 していきます。 もちろん、これ らの事業

は、 Σ計画での蓄積等を活かしつつ、既存の標準

化団体 とも連携をとりながら取 り組んでみたいと

考えております。

以上、三つの柱を中心にオープンシステム化促

進のための基盤整備を計画しておりますが、この

秋からは、 「オープンシステム環境整備委員会」

を設け、ユーザー、メーカー、学識経験者の皆 さ

んにご参加いただき、本格的な取 り組みを開始す

ることにな っております。

ご静聴ありが とうございました。
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パ ネ ル デ ィス カ ッ シ ョン

オ ープ ン シス テ ム が 変貌 させ る ユ ーザ ー環 境

一 ユ ーザ ー メ リ ッ トの 追 求 一

コ ー デ ィ ネ ー タ

パ ネ リ ス ト

宮 川 公 男(一 橋大学商学部教授)

明

忠

一

弓

喜

波

木

木

野

村

上

川

高

藤

長

今

三

彬(新 日鉄情報通信 シス テム㈱取締役 技術開発部長)

啓(日 本電信電話㈱情報通 信網 研究所 主席研 究員)

三(三 菱電機情報 ネットワーク㈱ネットワークサービス部 長)

隆(日 本IBM㈱ クロス システム ソフ トウェア担 当部長)

夫(UNIXイ ンターナ ショナル ア ジア太平洋本部代表)

貴(通 商産業省情 報政 策企画室長)

O司 会 ただいまか らパネルディスカ ッションを

行います。テーマは、 「オープンシステムが変貌

させるユーザー環境 一ユーザーメリットの追求一」

です。

ご出席の方々をご紹介致 します。

昨年度行われた情報処理振興審議会 ・ハー ドウ

ェア部会の部会長を務められ ました一橋大学の宮

川公男教授にコーディネータをお願いしておりま

す。

次に、パネリス トの方々を順にご紹介致 します。

新 日鉄情報通信システム㈱取締役の川波彬技術開

発部長、日本電信電話㈱情報通信網研究所の高木

明啓主席研究員、三菱電機情報ネットワーク㈱の

藤木忠三ネ ットワークサー ビス部長。通商産業省

の三上喜貴情報政策企画室長。 日本アイ ・ピー ・

エム㈱の長野一隆 クロスシステムソフ トウエア担

当部長。UNIXイ ンターナショナルの今村弓夫

アジア太平洋本部代表。オープン ・ソフ トウェア

・ファウンデーションの小松義彦 メンバー代表で

ございます。

では、宮川先生よろしくお願い致 します。

O宮 川 た だい まご紹介 いただ きま した一－ts大学

の宮川 で ござい ます。パ ネルデ ィスカ ッシ ョンの

進行 役を務 め させていただ きます。

本 シンポ ジウムの一連 のテ ーマ は、1始 動す る

オープ ンシステム実現への挑戦」 とい うことで行

われて まい りましたが、昨年度の情報処理振興審

議会で は、5年 毎の高度化 計画の うち、ハ ー ドウ

ェアの質的 目標が7項 目にわた って挙げ られて お

ります。 その第1が 「オープ ンシステム化」 とい

うことで、 トップに挙げ られてお ります。 そのほ

かの項 目もオープ ンシステ ム化に密接 に関連 して

お り、今後5年 間の コン ピュータの高度化 目標 と

して挙げ られてお ります。

これ までい ろいろな方か らプ レゼ ンテ ーシ ョン

が ござい ま して、 まず、行政、ユーザー、 メー カ

ー、そ して情報 サー ビス産業の各界を代 表 され る

方 々によ り、産業の情報化に向けた基調講 演が行

われま した。

さ らにニ ーズ とい うかユーザー側か らい くつ か

の事例が紹 介 され、 また、 シーズ側、ベ ンダー側

か らのプ レゼ ンテー ションがかな り整 理 された形

で行 われたか と思 います。

これ らを受 けま して、 さまざ まな角度か らオー

プ ンシステムにつ いて こ討論 をいただ きオープ ン

システム というものを浮 彫 りに して行 きたい と思

い ます。

全 体の進 行は大 きく三つの部分に分 けたい と思

ってお ります。第一 は 「オープ ンシステムへの期

待 」 とで も言 いますか、パ ネ リス トがそれ ぞれの

お立場か ら、例えば、オープ ンシステム とい うも
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のを どう考え るか、オープ ンシステムは どの よう す ・ナど、OA化 と称 して私 どもの会社 もた くさん

な背景で求 め られてい るのか、あ るいは、 オープ の{青搬 器が入 って きて お ります・ それは個別に

ンシステム とい うもの によ って何が どう変 わ るの1ま らば らに、必 ず しも全体がつ なカミるよ うな格好

か、オ ープ 。システム とい うのは どう・・う利 益を で はな く熾 れ小島カミで きるよ うな格好 で・連携

ユ ーザ ー、関係者に もた らす のか、オープ ンシス して使 われて お りません。 これは多分、皆様方 の

テムは どうい う技術的な背景 で可能にな って きた 会社 もある意味で は同 じよ うな状況にあ るところ

のか、 こうい うこ とについて ご出席のパ ネ リス ト が非常に多いので{まないか と思 います・ その ため

のそれぞれの立場 か ら発言 をお願い したい と思い 個男凹に難 された情報 が企業 に とって活か されて

ます 。 いない、死んで しまってい るとい った ことが問題

まず初め に、川波 さんか ら情報 ・通 信 システム とな ります。

ユ ーザ ーの立場洞 時にベ ンダーの立場C・もある ワープ ・やパ ソコン・ ワー クステーシ ・ンの利

わけで すが、 ご発言 をお願 い した したし・と思 い ま 用者が舗 して きま して・や ・と日本語で コンピ

ュータが使え る時代にな って きたのに、それ らをす
。

o川 波 細 鉄情鞭 信 システムのJll波 と申 しま つ ないで情報 を麟 の資源 として使お う とした ら・

す。 やは りオープ ンシステム囎 が非常1こ醸 にな っ

私 は主 としてユ ーザーの立場か ら、特 に、製造 て くると思い ます。

業 での情報.通 信 システムのユ ーザ ー と・・う立場 これ はまた別な話ですが・最近 の システムは非

か ら、オープ ンシステムへ の期待 とい うこ とでお 常 に大規模化 して お りま して・{青椴 資が必ず し

乱 たい と思い ます。 も付加 価値 を生んで いないんです・ も・と具体的

日本で は、情報 ・通信 シス テムの導入が オペ レ に言い ます と・例 えば1・億 円の投 資の中で ・ 唯

一 シ 。ナルな レベ ルか ら始 ま り、今や スタ 。プレ 円 は既在 システムの改造 ・変更{・使 われ・2億 円

ベル まで きてい るようですが、米国で は若 干違い が新 しい価値を生み 出 してい る格 好にな ってお り

ま して、 スタ ッフ レベ ルが先 に入 って、オペ レー ま して、現在持 って いる固有情報資源、それ はハ

シ 。ナル レベ ルは後で 、 とい う風 潮があ るよ うに 一 ドウ ・アで はな くソフ トウ ・ア・ あるい はデー

見え ます。 タその ものが継続 的に利 用で きない とし'う現状で

私 どもの事務所内では、例 えば難 所の 中だけ ござい ま して・そ うい ・た情 鞭 源の継続禾ll用性

とか、工場 の中だけ とか、そ うい う個 ・の システ のニ ーズがかな り高 ま・て くるのではないか と考

ムか ら全 社 システム といいますか、 エ ンタープ ラ えて お ります。

イズ.シ ステ ムとい 。た ものに発展 して きま して、 ○ 宮川 どうもあ りが とうございま した・ それで

今や企業間 をつな ぐシステムにな ってお ります.は 、引 き続 きましてNTTの 高木 さんに嚇 い致

それ と同時 に、海外 とつないだ り、場合に よ って します。

は個人 とネッ トワー クをつないで システムがつ く ○高木 私 は今 まで、MIA(MultivendorInte

られて きてい る.そ うします と、 当然 マ・レチベ ン 、9・ati・nArchitecture)・ 一種の雛 オープ ン'

ダー環境にな らざ るを得 ないわけであ りま して、 アーキテ クチ ・一ですが・ その開発 に携 わ ・て き

そ こか ら相互接続性 や、相互馴 生を確保 したい てお りまして・その立場 力・らお話 を したい と思 い

とい うニ ーズが出て まい ります。 ます.た だ・MIAそ の ものに立 ち入 ろうと`ま考

実 は、8。年 代にな。て スタ 。フ レベ ・しの ところ えて いませんので・ もう少 し搬 的立場で偏 し

に コンピュー タが どん どん入 って きて い るわ けで たい と思 います。
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まず 、原 点にに少 し戻 ってみ ま して、 コンピュ

ータで はない、例 えばオーデ ィオ、ステ レオの話

で少 しオープ ンシステムのイ メー ジを提 案 したい

と思 い ます。 ご存 じの とお りステ レオ装 置 とい う

のは、例 えば情報 のイ ンプ ッ ト機 器 と してCDプ

レーヤーがあ ります。CDプ レーヤー とCDソ フ

トの 間のイ ンタ フェースが 完全に規格化 されてい

るので、ユ ーザーはいろん なCDソ フ トをた くさ

ん持 って いて 、途 中で デ ンオ ンのCDプ レーヤー

か らヤマハ のCDプ レーヤーに乗 り換え て も、 そ

のCDソ フ トの資産 を捨て る必要 はない。安心 し

てCDソ フ トが買え る。

CDプ レーヤー とア ンプa)間 、 あるいはア ンプ

とス ピーカーの間 も完全に規格化 されて お りま し

て、 どの社のCDプ レーヤ ー とどの社の ア ンプを

っないで も、 ちゃん と動 くわ けですね。

使 い勝 手は どうか といい ます と、CDプ レーヤ

ー、あ るいは ア ンプの操作 とい うものは、1社 の

製 品を使 え るようになる と、他社の機器 を入 れた

ときに改 めて勉強 し直す必 要はほ とん とあ りませ

んね。使 い方 、形状 、あるいはスイ ッチ機能 な ど

のアイ コン、 こうい うものは大体 同 じです。

こうい う規 格が整理 されてい るのが普通 の工業

製品の常識 だ と思 うんです。 オープ ンシステム と

い うの は私 の観点か らします と、 コンピュータ製

品 を工業製 品の常識 に合 わせ るとい うのがオープ

ンシステムのエ ッセ ンスだ と思い ます。 よ く、標

準化をす る と差別化 できな い とい うことをベ ンダ

ーの方が言 われ ますが、で は、CDプ レーヤーの

メーカーが差別化で きない で困 っているで しょう

か、そんな こ とはあ りませんね。CDソ フ トの規

格 以外に、例 えば音の クォリテ ィーだ とか、 ある

いは信頼性、価格だ とか、 いろい ろな面で差別化

してい るわ けです。 したが いま して、規格化 と差

別化 は相矛盾す るものではない。要は どこを規格

化 し、 どこで差別化するか とい うことが問題だ と

思 うのです。

そ うい う観点か ら、オー プ ンシステムについて

私 な りに少 し整理 したい と思 いますが、話をわか

りやす くす るためにオープ ンシステム とい う観点

か ら見 て、似て非 な るものを三つ挙げたい と思い

ます。一つ はUNIX。UNIXは オープ ンシス

テムで はない とい うのが私 の第1テ ーゼです。確

かにUNIXは 非常 に近 い ところにあ ります。 し

か し、 これは意図 してそ うな ったのではな くて、

た また まそ うな った とい うのに近い。

二つ 目の似て非 なる ものは国際標準。 これはユ

ーザ ー ・ニ ーズに背 を向けてい るのではないか と

思われ る部分が あるためです。

三つ 目はベ ンダーの アプ リケー ション ・アーキ

テ クチ ャーこれは国際標準の香水 を振 りか けて い

て、かな りオープ ンシステ ムへ近づ こ うとして い

ますが、本 質はベ ンダー資産です。

こうい うことを頭に置いて、私 な りのオープ ン

システムの定義、 あ るいは満たすべ き要件を三つ

挙げてみたい と思 い ます 。第一 に、ユ ーザ ーに と

って重要性 の高 いイ ンタ フェース、 これだ けがベ

ンダー共通 にな っている とい うこと。 したがい ま

して ユーザ ーに とって重 要性の少ないイ ンタフェ

ース、例え ばOS内 部 イ ンタフェース、 こうい う

のは共通 にな って いる必 要性 はない。 ところがア

プ リケー ションとシステム ソフ ト間のイ ンタフェ

ースの ようにユ ーザー とソフ ト資産に完全に影響

を与 える ものは共通 にな っていなければな らない。

第二 は、 こ うい うイ ンタ フェースが どんなベ ン

ダーに もリーズナブルで公平 な条件 で製品化 で き

なけれ ばな らない。公平 とい う意味は、いわゆる

知的所有権 とい う意味か ら見て公平 だ とい うこと

です。権利の問題 か ら見て公平に実装で きな けれ

ばい けない。

第三は、 これ も非常に重要な点なんですが、 そ

の インタフェースの製品化に当た って はベ ンダー

間の競争原理 が十 分成 り立たなけれ ばいけない。

差別化は ここで行 っていただ きたい。決 して、ユ

ーザーに とって非 常に影 響の大 きいイ ンタフ ェー

スで差別化 なんて行 っていただ きた くない。 この
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三つが私 どもの考え るオープ ンシステ ムの 目指す

べ き要件です。

こう考 えていきます と、現実 にはユーザ ーに と

って重要性 の高 いイ ンタフェースは標準化 されて

い ません。 例えば国際標準に して も、 トランザ ク

シ ョン ・プ ロセ シングのAPI、 プ ロ トコル は依

然標 準化 されていません。それか らUNIXも 上

位はなかなか標準 化が進んでいない。UNIXだ

け使え ということは、ユ ーザ ーの選択の余地 を極

めて狭 くして しまい ます。 いわんや、各ベ ンダー

のアプ リケー ション ・アーキテ クチ ャーは権利 問

題 か らして も、あるいはイ ンタ フェースの共通性

か らして もオープ ンシステムか らはかな り遠 い。

したがい まして、ユーザー と しては漫然 と既存

の活動 に期待 して も、近い将来に本当の意 味での

オ ープ ンシステムが手 に入 る とい うことはあ ま り

期待 しない方がいい というのが私の考えで ござい

ます。

○宮川 どうもあ りが とうござい ました。

ただいま、高木 さんは情報通信技術 のエ キスパ

ー トとしての立場か ら、 またMIAの 開発 の ご経

験 か らお話 をいただ きま した。詳細 につ いては後

で触 れていただきたい と思 い ます。

続 きま して、三菱電機情 報 ネ ッ トワー クの藤木

さんか らお願 い したい と思 い ますが、藤木 さんは

特 に、共通業務 アプ リケー シ ョンであ るEDIの

エキスパー トとしての立場 か らお願い したい と思

い ます。

○藤木 私は 日本電子機械工業会のEDI標 準化

とい うものに携わ って お りま して、 そうい う立場

か らお話 したい と思 います。

いろい ろな業務 が私 どもの周 りにあ ります。例

え ば、パ ソコ ンな どの ソフ トウ ェアを利 用す る レ

ベ ル、 それか らCADシ ステムの ようにシステム

を利 用す るレベ ル、 さらに企業 レベル といい ます

か、企業 間での情報のや りと り。 その中で、企業

間での情報 の交換をオープ ンに、 自由に行いたい

とい う考 えが、EDIの 根 底 にあ ります。

例えば調達の場合、工場ですと納期 どおり物が

入って くれば生産活動は計画 どおり行きます。 と

ころが実際には非常に難 しく、特に、どうして も

他企業の協力が必要となるので注文情報を相手の

企業にうまく伝えたい。 また、受注側か ら、それ

に対する納期の回答が欲 しいなど、いろいろな局

面でのデータのや りとりが必要になります。

ところが、残念なが ら、企業が違います と経営

の考え方 も違います し、それから投資も違います。

したがって、 コンピュータ利用 レベルというのも

違いが出てきます。 この他、最 も大きい違いは業

務面での違いです。取引業務が違う企業間で情報

のや りとりをするのですから、 ここに何 らかの仕

組み、約束事をつ くる必要があります。

まず、システムが違いますから、データ交換の

ためにフォーマ ットを合わせなければいけない。

あるいは、通信手順が違うため、別の端末を置か

なければいけないとか、そういうような問題が出

てきまして、手間やコス トがかかるということか

ら、これ以上データを受けるのはやめたい という

ことにもなって くるわけです。そこで、その解決

策として、各社がある一つの約束事に従 って、オ

ープンに、自由に受発注を行う方法がEDIで あ

り、その意味でまさにEDIは オープンシステム

の一つの大きなテーマではないかと思 うわけです。

EDIが できます と、いろんなメリットが考え

られます。例えば、通信回線でデータを渡すわけ

ですか ら、相手側の担当者が休んだから注文書の

回付が遅れたとか、そういうこともな くスムーズ

に相手の方に情報が伝わる。そのまま計算機に入

って くれるわけですから、データを再入力する手

間や、入力 ミスが防げる。 こうい う直接の利益 も

あるわけです。 これがどんどん発展 していきます

と、仕事のや り方そのものを合理的に変えていく

ことになって くる。そういうようなことで非常に

EDIと いうものが重要であるし、ぜひオープン

システムという形で実現できればと考えてお りま

す。

一134一



○ 宮川 どうもあ りが とうごさい ました。

それでは、引 き続 きま して情報 ・通信 システム

ベ ンダーのお立場 か ら、 日本アイ ・ピー ・エムの

長野 さん に ご発言 をいただ きます。

O長 野 日本 アイ ・ピー ・エムの長 野で ござい ま

す。 メーカーはユーザー さんの要望に従 って製品

をつ くってい くわ けです けれ ども、私が担 当す る

クロス システム とい うの は、 まずIBMの 中か ら

始 め られま した。IBMは 事業本部 制を とって お

りま して 、汎 用機 、オ フコ ンとか、それか らワー

クステご シ ョン、パー ソナル ・コンピュータ とい

う各事業本部 で製 品をつ くってい るわ けですが、

それを クロス して、串刺 しに して魂 を入 れる クロ

ス システム とい う思想 を、87年 にSAA(シ ステ

ムズ ・アプ リケー シ ョン ・アーキテ クチ ャ)と し

て発表 しま して、 それを担 当 してお ります。

最近の オープ ンシステムに対す るニーズの背景

には、国際化を含 めた全社 的なデータの利用だ と

か、標準仕様、欧米の場合 にはゴ シップ(GOS

IP)と い う形で政府が調達す る機器 について仕

様 を決めてい るものが ございま して、 この調達 の

仕様に合わせ るため に当然 オープ ン化 され るとい

うこ とも出て きてい るわ けです。

それか らEDIで は、最近 は企業間の電子取 引

も通 常の ことにな ってお りますか ら、当然、それ

ぞれの企業で使われてい るコ ンピュータ ・システ

ムやその手続 きの違 いか ら、企業の間のや りの と

りをす るためのオープ ン化の規則が決 まって くる

とい う背景 が当然 あ ると思い ます。 これは最近 の

傾 向 といた しまして も、特に堺屋太一 さんの 「知

価革命 」、 ドラ ッカーな どもナ レッジワーカーの

出現 とい う形で、社会 的な知 識 といい ます か、 い

ま までの組織的 な上意 下達 の情報か ら、文鎮型の、

非常 に流動的 な末端 の レベルに重要 な情報 が集 ま

って きて いる とい うこ ともあ ります。 お まけに最

近の システムは飛躍的 に価格性能比 が向上 してお

りますか ら、私 どもが手が けてい ます大型機の10

年ほ ど前の能力 は、今、皆 さんの業務で使われて

い る、机上のパ ーソナル ・コンピュータ とか ワー

クステー ションが持 ってい るわ けです。 もう、 ま

さに皆 さんの机の上が創造机 とい う形 にな り、 実

際の仕事 を創造的 に、机の上で全部完結 して やれ

るとい う形 にな って きてい るわ けです。

ユーザーの机 の上に乗 ってい るワー クステー シ

ョン、パ ソコンで利用 したいデー タは、企業 間、

部門間に別かれ て混在 してい ますか ら必然 的にオ

ープンシステムへの背景 といい ますか、要求 にな

って きて いる と思 うんです。

メーカーはユ ーザ ーの要望に応え るために、 当

然 オープ ンシステムと して、 まず どうい う形 で対

応 してい くか、 オープ ンシステム と して、 どん な

仕組みをつ くってい くか とい うことになる と思 い

ます。 これは、第1セ ッシ ョンの浅野先生 も引用

されたよ うです けれ ども、昨年 の12月 、IEEE

のオープ ン技術委員会 でオープ ンシステムの定義

が され、IBMも その定義 を利用 させて いただい

て いるわ けですが、 その定義 による と、 「オープ

ンシステム環境 とは、国際的 な情報 システム技術

標準及び機 能標準 プロフィルに対応 して、整合性

を持 ったイ ンタフェース ・サ ー ビス ・サ ポー ト形

式 の定義であ り、その 目的 は適用業務、 プログラ

ム、デー タ及 びそれを扱 う人 に対 しての総合稼働

環境等、可能性 の実現で ある」 と言われてい るわ

けです。

この定義は業界か ら出て きた とい うことに意味

が あ りますけれ ども、 プログラムだけで はな くて、

デ ータと人 とい うことに注 目 して いる点 も非常 に

価値があ ると思 います。人の場合 には培 って きた

スキル、あるいは経験をオ ープ ンシステムの中で

活か していける。 プロプライア タ リーの システム

だ けに慣 れて いれ ば、別な システ ムか らのデー タ

を利用す る ときに も対応で きる。 つ まり、適 用業

務に して もこれが インターオペ ラビ リテ ィ、総 合

稼 働環境 とい う形であれば、 デー タを先 ほ どの よ

うに創造机の上 に持 って くる ことがで きるわけで

す。
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この三点の見方、切 り口で対応 して いこう と考

えるわけです。それが最初にお話 ししたSAAで

あ り、あ るいはAIXと い う形で、UNIX対 応

のIBMバ ー ジ ョンを発表 させていただいてお り

ます。 この二 つを総合稼働環境的 に結 びつ けてユ

ーザ ーの要求にお答 したい とい うのが現状です。

○宮川 どうもあ りが とうござい ました。

今 までユ ーザ ーあ るいはベ ンダーの方 々か らお

話をいただ きま したが、国際的な活動 として、 オ

ープ ン化を推進 されて いる立場か ら二人 の方 にお

話を伺いたい と思い ます。 まずUNIXイ ンター

ナ ショナルの今村 さんに ご発言 をお願い します。

O今 村 オープ ンシステムの必要 な背景 とか、 オ

ープ ンシステムは一体 どんな ものなのか とい うこ

とは、各パ ネ リス トの方たちが申 し上 げてお りま

す ので、あえて付 け加 えるこ ともない と思い ます。

オ ープ ンシステムが生 まれて きた、オープ ンシス

テ ム とい う言葉 が言 われて きいて る背景 というの

は 、ユ ーザーの側か ら、 コンピュータシステムを

長 い間使 って きた経験か らの問題 点、あるいは思

い とい った ものか ら生 まれて きた と思い ます。 コ

ンピュータ システム というのは、最 近はな くては

な らない ものにな って きてい るわ けですが、その

な くてはな らない コンピュータシステムというも

のが、周 りの ビジネス環境 に追随で きない。 ビジ

ネス環境は ものす ご く早 く変 わ って い くわ けです

ね。

細かな例で言い ます と、例 えば、証券会社 の シ

ステム とい うの は、今後、 リーデ ィング ・システ

ムか らいろん な ものの見直 しが行われ るのではな

いか と思い ます し、 ち ょっと旧聞に属 します けれ

ども、流通 関係 において は大規模店舗規制の緩和

とい うことで相当皆 さん お忙 しい と思 うんですね。

金融 システ ム、バ ンキ ングに して もBIS規 制へ

の対応があ ります。

タイム リーに、 しか も経済的に 自分 の システム

を変 えてい くのに、従来の システ ムでや っていた

のでは相 当時間かかかる とい うこ とをお考え にな

ってお られる と思い ます。 そ こか らい きま して、

求め られているオープ ンシステ ム とい うのは、何

もオペ レーテ ィングシステムな どで はな くて 、マ

イ クロプロセ ッサのチ ップか らネ ッ トワーキ ング

までを代表 いた しま した もの、あ るいは言語、そ

れか ら分散環境 におけるシステ ムソフ トとい った

ものに まで影響 して くる、 カバ ーす る ものだ と思

ってお ります。

ただ、UNIXイ ンターナ シ ョナルは全部 をカ

バー して いるわ けではな くて、やは りSystemVを

中心 にいた しま して、それがサポ ー トいた します

システム ソフ ト、分散処理 とか、 トラ ンザ クシ ョ

ン ・プ ロセ シング とか、そ うい った よ うな システ

ム ソフ トをカバー しよ うとして お ります。

実 は、先ほ ど長野 さんが 引用な さった浅野先生

のお話 の他に オープ ンシステムの非常に重要な ポ

イ ン トがある と思い ます。 それは何で あるか とい

う と、関係者 が意見をは さむ こ とがで きる。つ ま

りオープ ン ・プロセス とい うものが備わ っている

とい うこ とではないか と思 い ます。

そ うい う意味でい きます と、例えばMS/DO

Sの 利用環境にユーザー さん とか ソフ トウ ェア業

界、あるいはベ ンダー、 ライセ ンシーが発言 で き

る場があれば もっともっ とオ ープ ン化 され るので

はないか と思 い ますが、 オープ ン化 を進 めてい く

上 においての国際的 な コンソー シアムの一 つの ミ

ッシ ョン、役割 とい うのは、 そ うい うオー プ ン ・

プロセスの場を提供す る ことと確信 してお ります。

○宮川 どうもあ りが とうござい ま した。

それで は、引 き続 きま して、 日本 デ ィジタルイ

クイ ップ メン トの小松 さんに お話 をお伺 いますが、

小松 さんはOSFの メンバ ー代表 とい う立場か ら

ご発言をいただ きたい と思 い ます。

○小松 まずOSFの 理事長 の ジ ョン ・ドリル と

い う人が一つの コメン トを述 べてい ます。 それ は

OSFが スター トした ときの コ メン トで、 「標準

化 された ソフ トウ ェア ・イ ンタ フェースをつ くる

ことは今 日の コンピュータ業界 の最大 の重 要課題
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で ある」 と。 これ が まさに今討論 されているこ と

で はないか と思 い ます。 こう した背景 か ら、OS

Fは 、1988年 に9社 のスポ ンサーに よって スター

トいた しま した。

OSFの 内容は、全世 界のOSFの メンバ ーや

ユーザーか ら要求を吸収 して、 これをRFT(リ

クエス ト・フ ォー ・テ クノロジー)で 仕様 を決め、

最新 の技術 を もとに特定の メーカーの影響 を受 け

ないでニーズに応え るとい うのがOSFの 使命 で

ござい ます。

オープ ンとは複数のベ ンダーか ら ドキ ュメン ト

を公開 され、それ も安 く、公開 された仕様に基づ

き製品をつ くって も何 ら法的な束縛がない。 また

一 つの メーカ ーに縛 られ るこ とな くマルチベ ンダ

ーの環境 で システ ムが稼 働す る、 さ らに標準化 の

プ ロセスが公開 されてい る ということがオープ ン

とい う意味 ではないか と思 います。

それではオープ ン環境 下でユ ーザーに とっての

メ リッ トは何か と申 します と、一つはポータ ビ リ

テ ィ。 メーカーの異な るコ ンピュータ間で、アプ

リケー シ ョンソフ トが簡 単に移植で きる。 それか

らイ ンターオペ ラビ リテ ィ。異な るコンピュータ

を ネ ッ トワー ク上 で接続 して互換性のあ る動作が

で きる。 それか らスケ ラ ビリティ、 これは同一 の

ソフ トウ ェアがPCか らス ーパ ーコ ンピュー タに

至 るまで、 どの ようなスケ ールの コンピュー タで

も使 用で きる。 これはユ ーザ ーに とっては ソフ ト

ウェアへの投資だ けではな く、非常に メ リッ トが

あ ることと考 えてい ます。

一 つの例 と して、想像 して もらいたいんですが、

オ フィスで社 員がPCと か、 メイ ンフ レーム とか、

ワー クステー シ ョンに向か って作業を してい る。

その中でス ク リー ンには同 じ映像が写 ってマ ウス

やキーが同 じような動 きをす る。そ うい った環境

でアプ リケー シ ョンを動 か して いる と、PCで あ

れ、大型 コン ピュー タであれ、ほ とん と意識 しな

い、 その環境 を実現 す るためにOSFの プ ロダク

トとして発 表 したのがモチ ーフとい う製品で ござ

い ます。

例えばそのモチーフを作成す る場合 に どういう

プロセスを経 たか と申 します と、約40社 か ら仕様

を問い、その40社 か ら数社 に絞 って 、それを一つ

の製品 と してお ります。現在 、そのモチー フは84

%を 製造 業で使 われて お り、 またMSウ ィン ドウ

環境でのプ レゼ ンテー シ ョン ・マネー ジャー とう

ま く結合す る仕様 をモチー フは持 ってい ます。 そ

れか ら82の 企業が加 わ って145の ハ ー ドウ ェアの

プラ ッ トフt-一 ムで動 き、それか ら47のOSが モ

チーフをサポー トす る製品をっ くってい ます。現

在 に至 って、1990年 度300個 のアプ リケー シ ョン

が動 き20万 の ライセ ンスを出 している とい うプ ロ

セスです。

それは どうい うメ リッ トがあ るか と言 い ます と、

た くさんのアプ リケー シ ョンで一つ のユーザー ・

イ ンタフェースを共有 す る。一 つのアプ リケー シ

ョンをた くさん のユーザーGUIで 共有 する形を

とって きます と運 用上 もフ レキ シブルにで きると

思い ます。

また、アプ リケー ションとユーザ ー ・イ ンタフ

ェースは完全 に独立 してい ます ので、一 々ソフ ト

ウ ェアのアプ リケー ションを変更す る ことな く、

ユ ーザー ・イ ンタ フェースだけを設 計で きるよう

にな ってい ます。いろんなプ ロダク トがあ るんで

すが、一つの例 と して紹介 させていただ きま した。

○宮川 どうもあ りが とうござい ま した。

ただい ま6人 のパネ リス トの方に、 ご自分のお

立場な どご紹 介を兼ね ま して こ発言 いただ きま し

た。一通 りお考 えを伺 い したわ けですが、それぞ

れほかの方のお話 も聞かれ ま して何か ござい ま し

た らお願 い します。

○今村 オープ ンシステム とい うのが どうい う内

容か とい うことでスケラ ビ リテ ィ、イ ンター オペ

ラ ビリテ ィ、 コンパテ ィ ビリテ ィ、それか らポー

タ ビリテ ィとい うお話 があ りま したが、私 た ちが

最近いろんな業 界の方 とお話を してい ます 中で、

オープ ンシステムの一番先 に ソ リュー シ ョンど し
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て出 さね ばな らないのは、 ポータ ビリテ ィ とイン

ターオペ ラ ビリテ ィと言 われて お りま した。特に

最近 は、従来の既存 システム との相互運用性 とい

うものを どうオ ープンシステムの中で回答 で きる

のか、 とい うこ とが問われてい ると思 って お りま

す。

これは、それぞれOSFさ ん もそ うてす し、私

どもUIの メンバー さんたち もそこに焦点 を当て

て答え を出そ うと してお ります。従来の システム

を捨てて しまうわ けにいかないわけですね。 ソフ

トウ ェア資産 は膨大な ものがあ ります。 ここがむ

しろポータ ビリテ ィよ りも、イ ンターオペ ラ ビ リ

テ ィを重視 していかな ければな らない問題 ではな

いか と思 って お ります。

O宮 川 他 に どなたか ございますか。

○長 野 ち ょっと私 の考 えが違 うのは、イ ンター

オペ ラ ビリテ ィとポータ ビ リテ ィとい うこ とを定

義す る場合に、ポー タビ リテ ィとい うの はその と

お り、 データ とか物 を移動 で きる とい う意味 なわ

けですね。ですか ら、先ほ ど言 い ました運 用業務、

それ か らデータ、人 とい うことであれば、例 えば

自宅 のパ ソコ ンてつ くった プログラムを会社 に持

って きてそのまま動 く、 これがプ ログラムのポー

タ ビリテ ィになるわ けですね。 データは どこかで

作 ったパ ソコ ンの デ ィスケ ッ トを、その ままどこ

かのデ ィスケ ッ トとして動 き、人は どの端末に向

か って も、 キーボー ド配列 はみんな同 じ。ですか

ら、 まごつ くことはない とい うポータ ビリティ。

ただ、イ ンターオペラ ビ リティ とい い ます と、

これは動いてい るシステム間で お互い に話がで き

る とい うことでイ ンターオペラ ビ リテ ィと考 えて

い るわ けですね。 ですか ら、適 用業務 のイ ンター

オペ ラ ビリテ ィとい います と、 どこかで動 いてい

る システムか らプロ グラムを呼び出 して使 う。先

ほ ど私 が申 し上 げた、 自分の机の上か ら どこのプ

ログラムで も使 える とい うのがイ ンター オペ ラ ビ

リテ ィにな ります。

それか ら、人のイ ンターオペ ラ ビリテ ィとい い

ます と、 自分 の端末か らい くつ もの機 械を同時 に

動かせ るとい う形ですね。ですか ら、既存のプ ロ

グラムの投資に対 して の保護 とい うのは当然 なん

ですが、それ も既存 のプ ログラムを自由に呼 び出

して きて使え るとい う意味 で考 えたい と思 ってお

ります。

○宮川 どうもあ りが とうござい ま した。

○ 高木 やは りポータ ビリテ ィとイ ンターオペ ラ

ビリテ ィの話 なんですが、恐 らく問題は二つあ り

ま して、その二つ のケースを分 けて考えない とお

か しくな るのではないか と思 うのですが、一つは

今村 さんがお っしゃった ように、既存 のシステ ム

とどうハ ーモ ナイズ してい くか とい う話が非常 に

重要で あ り、 この ときにイ ンターオペ ラビリテ ィ

とい うのが非常 に重要 にな るとい うのはお っしゃ

るとお りだ と思い ます。

ただ、その ときの イ ンターオペ ラビ リテ ィに対

し、あ まり多 くを期待 してはい けない。当然 なが

ら、 これ までオープ ンシステムは既存 システムに

っいて何 も考慮 しないでつ くられて いるわ けです

か ら、今後は、既存資産を生 かす とい うこ とをオ

ープ ンシステム側 もや らなければいけ ません。 け

れ ども、100%イ ンターオペ ラビ リテ ィ・とい うこ

とを余 り期待 してはい けない。 ただ し、 これが一

番重要 なこ とであ るこ とも確 かです。

一方
、既存の システムではな くて、オープ ンシ

ステム とい う世界 になった とぎの こ とを考え ます

と、 この ときはイ ンターオペ ラ ビリテ ィとポ ータ

ビリテ ィの どっちが重要 か とい う議論 は意味がな

い。つ まり、本 当のイ ンターオペラ ビリティを実

現す るためには個 々の ノー ドの振 る舞 い、 アプ リ

ケーシ ョン ・レベ ルの振 る舞 い まで きち ッとセマ

ンテ ックスが合 っていない と本 当の意 味でのイ ン

ターオペ ラ ビリテ ィがで きないわ けです。 そ こま

で うまくやれ ばアプ リケーシ ョンの インターオペ

ラビ リテ ィとい うのはほ とん どそろって しまうわ

けですね。 それをアプ リケーシ ョンだけを切 り離

す ことはほ とん ど意味が あ りませんか ら、本当の
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意味でのインターオペラビリティを実現すると、

自動的にポータビリティも大体実現できて しまう

という意味で、おそらく既存システムとの接続に

おいてはイ ンターオペラビリティが重要、・最終的

にはインターオペラビリティとポータビリティは

全 く区別することな く、あるいは、不可分な状態

で実現 されているというのが我々の最終的なオー

プンシステムのゴールだと思います。

O宮 川 どうもありがとうございました。

今 まではイン トロダクションということであり

ま して、`これからいよいよ本題に入 りたいと思い

ます。いろいろなお話がありましたオープンシス

テムを実現する上でいろいろな問題があるかと思

いますが、今まで指摘されております技術的な問

題、あるいは経済的なコス トの問題、組織の問題、

それに対する取 り組みのプロセスのような問題、

あるいは競争と差別化をどうするかな どいろいろ

な問題があると思います。そういう問題を短時間

で全部網羅す ることはで きないかもしれませんが、

それぞれのお立場から、いろいろな問題の中でご

自分が一番重要 と思われるような問題を拾 って重

点的にお話を承 りたいと思います。

まず最初に、 日本IBMの 長野 さんの方か ら、

オープ ンシステムについてはいろんな要素が関係

あるわけですが、その中に密接に関係があるもの、

例えば、技術の発展であるとか、あるいはアプリ

ケーションの高度化であるとかいろいろなものが

あると思いますが、その中か ら特にダウンサイジ

ングの問題がオープン化 と非常に関係があると思

います。その辺を中心にお話をいただきたいと思

います。

○長野IBMと いいます と大型機 というイメー

ジが強いせいもあるかもしれませんけれ ども、最

近、特に雑誌なと業界のメディアでは、IBMは

恐竜のようにダウンサイジングの波の中でのたう

ち回 っているというような漫画もあるわけですが、

ダウンサイジングといいますと、当然、飛躍的な

プライス ・パ フォーマ ンスの向上によって、先ほ

どもちょっと申 し上 げ ま した ように、パ ソコンや

ワークステー シ ョンで従来だ と大型機でや らない

といけなか った ような ものが、で きるようにな っ

た。

それか ら、 こうい うパ ソコン ・ワー クステー シ

ョンが非常 に普及 して まい りまして、本当の意味

のエ ン ド ・ユーザー ・コンピューテ ィングといい

ますか、DP部 門の管理 下ではな く、 ご自分 で ど

ん どん使 ってい くとい う形 にな りますか ら、 そ う

い う意味で、従来 だ とDP部 門が大型機 を使 って

コーデ ィングを して、 プログラムを組ん で、 シス

テムをっ くって いた ものが、エ ン ド ・ユ ーザ ー部

門 とか個人の システムに移 ってい くとい う点で ダ

ウ ンサ イジ ングだ と言われているわけです。 もち

ろん我 々メーカーに とっては、これは非常に歓迎

すべ きことで ござい ま して、それだ け市場の拡大

につなが っているわ けです。

ただ、 このダウ ンサイ ジングの ところで私 がぜ

ひ申 し上げ たいの は、 こ ういう形でエ ン ド・ユー

ザーが どん どん広が って い くとい う形 にな ります

と、先ほ どご指摘があ りま した ように、 データが

どん どん部門間に広が ってい くわけですね。OA

化が進め られ ると個人のパ ソコンの中 とか、 ワー

クステー シ ョンの中にデ ータが蓄積 されてい くわ

けです。

そのデー タが どん どん 自由に使え る といい ます

か、それぞれ個人 の中に所属 されてい くような形

になれば、 これは当然 企業 としては非常に困 った

形になるわけです。個 々のデータを管理 して、 ど

このデータをだれが持 って いるか。 デ ィスケ ッ ト

ーつ をポケ ッ トに入れて、その まま持 って行 って

他の競争企業に渡す とい うこともや ろ うと思え ば

やれ る環境にな って きてい るわけです。セ キュ リ

テ ィの問題 ですね。

当然、 会社 としては野放 しにはで きない。 どこ

かでそのデータを統合化 して有効的に会 社で使 お

うとします。

ですか ら、 データ ・マ ネジメン トとか、 ネ ッ ト
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ワー ク ・マ ネジメン ト ・あるいは、 セキ ュ リテ ィ

の問題 を考 えてい きます と、 どう して もそれ らを

統合 してマネージす る機 能が必 要にな ってい る。

これは人間の組織の発展 と全 く同 じで、個 々ばら

ば らにや っていた ものが会社 として機能 しようと

すれば、や っぱ り組織力 を活か し、全部 を統括 し

て見な い とい けな くなる。

これ を、我 々は、ア ップサイ ジング ・マ ネジメ

ン トと呼んで いるわ けです けれ ども、 このア ッフ

サイ ジング ・マ ネジ メン トをや ろ うとす る とオ ー

プンに戻 って くるわけですね。い ろんな ところに

散 らばってい るデータを集 めよ うとす る と、イ ン

フラス トラ クチャー、ネ ットワー クが出て こない

といけない。 それが標準化 されない とい けない。

そのイ ンフラス トラクチ ャーの部分はデ ータだ と

か、 ネ ッ トワー クだ とか、セキ ュ リテ ィの ほか に

もい ろい ろあ ると思 うんです。

例え ば、 クライア ン ト ・サーバ ーの技術 ですね。

ホス トとワー クステー シ ョンで どの ように機能を

上 げて い くのか。 あるいはOSIで 問題に なって

きてお ります トラ ンザ クシ ョン ・プロセ シ ングの

お互いのや り方 とか、 そ うい う標準化 に どうして

もぷっか って くると思 うんです。 そ うじゃない と

異な る企業間、 システム間で の コ ミュニケー ショ

ンがで きな くな って きます。IBMは この標準化

に対 して非常 に力を入 れてお りまして、今世 界で

見 ます と、ほぼ1,000人 の人 間が1,200人 ぐらい

の標準化 団体の活動に入 ってお ります。 日本で も

ll5名 が224の 標準化団体の中 に今入 って活動 し

てお りますが、 メーカーだけで はな く、ユ ーザー

も絶対必要 にな って くる。

さて、IBMの 場合 、オープ ン化 への取 り組み

は、で きている標準を必ず尊 重 して、それをサ ポ

ー トしてい こうとい うのが第一番で ごさい ます。

二 番 目 としては、標準化 に従 うと同時 に、 やは

り積極的 に打 って出る といいますか、積極的 に協

議を進めて い く。 あ るいはデ ィファク ト ・ス タン

ダー ド的 に、業界標準的にいろいろで きてい るシ

ステムと組んでいくことを考えております。

三番目は、先ほど申し上げましたインターオペ

ラビリティ、ポータビリティをIBMの 中で異な

るシステム間を統合するSAAと 、それか らAI

Xの ようなUNIXの 総合稼働環境をつ くってい

くことを考えております。ですから、ダウンサイ

ジングというのは、非常に歓迎すべき市場の拡大

につながるものだと考えております。

○宮川 どうもあ りがとうございました。

オープン化はいろいろなファクターが関係する

わけですが、一つ大 きな問題は、オープンになる

ということが持 っている矛盾 と言うようなもの、

特にオープンに して、あるいは共通に して、ある

いは標準化に絡んで競争がどうなるのか、その競

争 と協調の矛盾のような問題をどこでバ ランスを

とるかというのは非常に大きな問題だと思います

が、藤木さんにお話を伺いたい と思います。

○藤木 物を注文するようなときに、現状では自

社の注文書のフォーマ ットに必要事項を記入 して、

そして封筒に入れて郵送で送る。そうします と相

手の方でそれを理解 して、そして注文されたもの

を手配 して納入 してくれる、こういうような仕組

みになっておりますが、これを電子的な情報のや

りとりで行うわけですから、ただ単に私 どもはこ

うい うフォーマ ットです、データを書 き込んで送

ってやって も相手の方では、相手が送 ってきたフ

ォーマ ットを知 らなければ処理ができないという

ことになって しまうわけです。そこで何 らかの枠

組み、ルールが必要なのではないか。

これは一企業だけでできるわけではないですか

ら、やは り複数の企業が集まってルールを決めて

い くのですか、取引先が複数になれば当然、競争

という問題が起こります。 しか し取引のインフラ

の部分は協調 し、競争は別のレベルで行 うべきだ

というのが我々の考えです。

ア メリカの自動車工業会では、業界 として競合

するところ、協調するところを分け、こういう分

野では協調 しましょうという事で、CADデ ータ
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やコンテナ、それからバーコー ド、EDIと いう

ような分野については、その業界内の企業が協調

する仕組みをつくって、そ してEDIの 規格化を

進めているわけです。

日本電子機械工業会に加わ っているメーカーは

大半が、自社が受注者であるという立場の企業が

多いものですか ら、そうい う意味では非常にや り

やすい業界だった思います。

では、 どういう取決めの標準化をしていったの

かというとEDIに 必要な レベルを四つに分けま

して、第一に通信 レベルでのデータを交換する際

に利用する伝送制御手順などの規約、第二にフォ

ーマット、データコー ドはどういうものを使うの

か、狭義の ビジネスプロ トコルと言われる分野の

ルール化。第三にただデータを送ればいいという

ものではなしに、例えば一度送 ったものを変更す

るときにはとうするのか、あるいはデークの受渡

しはどういうルー トでするのか、そういう運用上

の取決めも必要になって くるわけです。

第四にこれ らの上位 として法的にどうい うとこ

ろで取引が成立するのか、今 までは書面でやって

いたものをデータでや りとりをするわけですから、

そういう取引の基本契約 というレベルでの約束の

仕方、以上の四つの レベルのルール化が必要にな

って くるわけです。

日本電子機械工業会でルール化 しておりますの

は レベルの下位第一から第三 レベルの一部まで と、

基本契約の部分につ きましては、標準的にはこう

いう仕組みでやられたらいかがで しょうか、 とい

うよう標準案を提示 しています。

日本電子機械工業会では、現在540社 ほどが共

通企業コー ドを持ちまして、そして実際に注文デ

ータ、あるいは納入検収 という27種類のメッセー

ジを取り決めてお りますので、ほぼ注文を してか

ら支払いをす るまでが網羅されていると考えてお

ります。ただ、一部、例えば輸送の依頼だとか、

あるいは銀行への通知 というようなところは運輸

業界、あるいは金融業界 との調整を しなければな

らないので、まだ標準として制定 されてお りませ

ん。

EDIは やは り企業活動の取引のイ ンフラにな

り得るもの と考えているわけです。当然、こうい

うルール というのは自由に誰でも使えるオープン

な ものでないとな りません し、経済的に安 くなけ

れば電子化の意味がない。 また、一つの標準とい

うものを取 り決めたときに、やはり企業活動とい

うのは、ある枠組みを守ればそれ以外のところは

自由であるべ きという部分があると思います。 し

たがって、標準で取 り決めた項目以外の項 目も送

れる仕組み、例えば備考欄というような項 目をつ

くっているわけですが、自由に表現できるような

項 目も備えた標準が必要ではないかと考えてお り

ます。

それか ら、日本語処理について先ほど話題が出

ましたが、日本の国内では住所、氏名、それから、

製品名に関 しましては、やはり日本語 というのは

どうしても必要になって くるわけで、 この日本語

が確実に使えるようにしていきたいわけです。第

一
、第二水準で約6,300字 ぐらいは規格 としてあ

り、それ以外は補助漢字という形で整備されてい

るわけですが、こういうものも第一、第二水準並

にサポー トし、特に外字 と言われるものは、利用

できるように していきたい。

それか ら、法的な問題 と言 うことで、どこで取

引が効力を発するのか、途中でデータが変わった

としたらどちらに責任があるのか とか、あるいは

情報のや り取 りで紙がなくなるなどの問題が出て

くるわけですが、例えばそういう注文書なり納品

書がなくなったときに、注文書はまだいいに して

も、納品書がなくな った ときに税務監査 との問題

など、今後の共通業務アプリケーションとして も

注 目されるEDIだ けに、各方面の方々の参加に

よる討議が必要になると考えています。

○宮川 一つお聞きしたかったのは、EDIを 一

つのイ ンフラと考えてつ くるためにはコス トもか

かるし、それから、そのインフラから受ける利益
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も参加す る企業によって違 うと思います。例えば

情報技術の利用の進展度合いが違 うと、やはりイ

ンフラか ら受ける利益が違うこともありますが、

協力する上でのそうした利害対立というようなも

のについて、何かご経験からお話 しいただけるこ

とがあ りました らお願いしたいとい思います。

○藤木 たまたま日本電子機械工業会 とい うのは

LSIだ とか、そうい う電子部分を中心にして、

かな り多 くのメーカーさんでそういうものをつ く

っておられる。それをコンポーネントとして消費

者へ出す製品には、今度は他メーカーさんでつ く

られたLSIを 使っているというようなことから、

互いに受注者であるということで、相互取引の部

分をEDI化 しないと業界 としてのマイナスにな

るという危機感が電子機械工業会の中に芽生えて

いたわけです。従って、経営者層のご理解 も得て

実現する運びとな りました。

それで、EDI推 進センターを設立 して運用し

ているわけですが、そこに経営に直接関与 してお

られる方に参加いただいて、その理解のもとに進

めていったということが直接の利害関係を クリア

ー して標準化が発展 している要因 じゃないか と考

えてお ります。

O宮 川 どうもありが とうございました。

次に、オープン化によって幅広くユーザーがか

かわ らなければならないことになると思いますけ

れ ども、そういう意味で も、ユーザーの役割が今

までに比べて非常に大 きくな って くる。

この場合のユーザー主義ということがよく言わ

れるわけですが、そのユーザー主義の開発の進め

方 ということも非常に重要な問題ではないかと思

います。その点につ きまして高木さんの方か ら、

MIAで のご経験 も踏 まえてお話を伺いたい と思

います。

O高 木 先ほどUNIXと 国際標準、それか らX

AAと 言われているもの、そういうものを槍玉に

上げて随分ムッとされた方もいらっしゃるん じゃ

ないか と思 うんてすが、話をはっきりするために

あえて槍玉 にあげたんです けれ ども、実 の ところ、

この三つはオープンシステム化に進む出発点 とし

て非常にいい位置 にあ る と思 うのです。ただ し、

残 念なが ら歴史 の示す とお り、 どの アプローチ も

その一つだ けでは当分 うまくい きそ うにな い とい

うのが私 どもの見方です。 したがい まして、 こ う

したアプローチをイ ンテ グ レー トして、お互 いに

補完 し合 って、な るべ く早 くオープンシステム と

い うのをつ くって いか なけれ ばいけない と考え ま

す。

ひるがえ って、なぜ今 まで うま くい ってないの

かな と考えてみ ます と、 これは私見です けれ ども、

どうもコンピュータ業界 とい うもの は、総体的な

ものなんですけれ ども、 まだマーケ ットが ま とま

っていな くて、サプ ライヤー ・ア ン ド・イーブ ン

ではないか とい う気がす るんです。国際標準 を見

ま して も、 どうも国際標準の決 ま り方 はユーザー

のニ ーズを反映 してい るよ りもベ ンダーさん同士

の妥協点を反映 して いるん じゃないか。 もう少 し

ユーザ ーニーズを反映 して くれない となかなか オ

ープンシステ ムには至 らない。 したがい まして、

これか ら先 はユ ーザー との関わ りを もっ と強 くす

る。サ プライヤー主導か らマ ーケ ッ ト主導に、あ

るいはユーザ ー主導 に切 り換えて い くこ とを、 あ

る程度豪腕を もってや らなければいけない と考 え

てお ります。 そ うい う意味 で、何 かユーザー主導

のオープ ン ・アーキテ クチ ャーの開発体制 とい う

のをつ くらな ければな らない。

ユーザー主導 とい う意味 は、単 に どこかの標準

化会議にユーザ ー代表 として 出て い って意見 を言

わせて もらうとい うた ぐいの ものではな くて、 ま

ず解 くべ き問題をユ ーザーが中心 にな って決める。

どの問題 を最優先でや るかユ ーザーが決め る。 ソ

リュー ションは、 もち屋は もち屋ですか ら、ベ ン

ダーさんに ソリューシ ョンを提案 していた だ く。

最終的な ソ リューシ ョンの選択 はユ ーザーがや る

ぐらいでない と、ユ ーザ ーが望 むタイム フレーム

で ち ゃん と したオープ ンシステムがで き上 が るよ
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うには思えな い。ユ ーザ ー主導 のオープ ン ・ア ー

キテ クチ ャーの開発体制をつ くって いか なけれ ば

い けない とい うのが私の提案で ございます。

ただ、そ うはいって も一つ大 きな問題が あ りま

す。 それはユ ーザ ーの方に は何 だかんだ言い ま し

て もコンピュータの アーキ テ ク ト、 あるいは コ ン

ピュー タのア ーキテ クチ ャーに関 し、相当、専門

知識 の深い方がそんなにた くさん はい らっしゃ ら

ない。極 わずかです。従来、ユ ーザ ーが文句を言

お うと してなかなか言えなか った とい うこ とがあ

るん です が、ただ、そ うい うユ ーザ ーが集 まるは

ずで ある と。 したがい ま して、何かそ うい う問題

意識 を持 ったユーザーがあ る程度団結 して、それ

で しか るべ く知識 のあるア ーキテ ク トを集めて、

それ でベ ンダー さん と対 等な立 場で共 同作業 をや

る とい うこ とが肝 要だ と思 い ます。

も う一つユ ーザ ー側 の責任 といい ますか、義務

は何か とい い ます と、設定 したオープ ン ・アーキ

テ クチャに準拠 しない製 品を買 うのを控 える とい

うことは、や っぱ りユ ーザ ーの責任 としてや らな

ければい けな い。逆 に、 そ うや ってで きたオープ

ンシステムは どん どん、優先的 にユ ーザ ーが買 っ

てい くんだ とい う意志表示 を しない と、ベ ンダー

側 として もイ ンセ ンティブがわか ない ということ

もござい ます。 それはや は りユ ーザ ー側の責任だ

と思 い ます。

もう一つ ユーザ ー側が注意 しなけばい けないの

は、 やや もす ると、オー プ ンシステムとい うこと

をベ ンダーが差別 化す るための道具 と してお使 い

にな る可能性 があ る。 うちのはオ ープ ンシステム

です。他社 のはオープ ンシステ ムか らまだ遠 いで

す とい うこ とをおや りにな る。 そ うい うことをさ

せてい けな い。 とい うのは、オープ ンシステムは

全ベ ンダーが参加 して くれない と意味 がないわけ

ですね。特定のベ ンダーだけがつ くった って意味

がないわ けです。みんなが一様 にオープ ンシステ

ムを どん どんつ くって くれ る。 そのオープ ンな と

ころ以外で競争 して くれ るのが重要 なこ とですか

ら、そういうのを差別化のルーツや、道具にしな

いように、やはりユーザーがしっか りと監視する

ことが必要だと思います。

最後に、これは私の経験からして もオープンシ

ステム化、あるいはオープン ・アーキテ クチャの

開発というのは国境を全 く意識 しないでやってい

かなければいけないと思います。国際的にオープ

ンシステムを開発するためには、まずその開発に

従事 している我々自分 自身をオープン化すること

か ら始めなければいけない。少なくとも言葉か ら

しても世界的に共通 して使える英語を駆使 して、

いろんな方 と有益な議論ができる人が何人我々の

中にいるか、そういう意味 も含めて、私 ども自身

がまずオープンシステムにな らなければいけない

ということを結びに提案を終わ りたいと思います。

○宮川 どうもありがとうございました。

わが国の企業のコンピュータ リゼーションとい

うのは30年か ら40年の歴史があるわけで、特に業

務系のシステムの蓄積というものは非常に大 きな

ものがあ り、それと同時にユーザーの業務 という

のは多様化 し、企業、組織によって非常に個性的

なものがあ りまして、過去の蓄積、資産、業務の

多様性というものとオープンシステム化 というも

のとはある意味で非常に衝突する面も持っており

ます。そういう点につきましては非常に膨大な今

までのシステムへの投資もあるわけです し、そう

いう問題 と、それからオープンシステム化 したと

きのシステムの運用等の問題 も含め、川波さんの

こ発言をお願いします。

○川波 高木 さんの意見に同意 します。オープン

システムをやるために、我々自身がオープンマイ

ン ドまたは、オープンシステムにならないといつ

までたって もそれはできないのではないか、とい

うことは私 も非常に強 く感 じております。私 ども、

1960年代の終わ りか らシステムを構築して、今や

ホス トにあるソフ トウェアをステップするだけで

1億 ステ ップを超えようとしており、膨大な資産

があります。
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ア プ リケーシ ョン ・システムを設計す る ときに

何が必要 なのか。本来ユーザーは本 当の ピュア ・

アプ リケー ションだ けを開発すればいいのではな

いで しょうか。

コン ピュータ も最近 はマ ルチベ ンダーにな り、

どう して も業務 システムその もの をデザイ ン、設

計 してい く部門 と、 その下 のイ ンフラを設計 して

い く部門 とに分れ ます 、要す るに業務 システム と、

イ ンフラのシステムのユーザー とメーカー との境

目が必ず しもは っき りしていないのです。

私 は典 型的なイ ンフラ といえ るものはOSで あ

りネ ッ トワー ク、それか らデ ータベ ース、 それ と

もう一つ は ヒューマ ン ・イ ンタフ ェースで はない

か と思 ってお ります。先 ほ ど高木 さんが話 され ま

したが、ユ ーザ ーに とって重 要性 の高 いイ ンタフ

ェース とい うの は、多 分その四つが主 な ものでは

ないか と思います。

そ このイ ンタフ ェースさえ きちっとオー プン化

されていれば、いろん な競争 を して いただ いた方

がい いのではないか。例 えば、パ フ ォーマ ンスが

非常 にいい とか、信頼性が非 常に高 い とか 、 フォ

ル トトレラ ンス性があ るとか、 ノンス トップであ

るとか、あるいは簡単にデー タベースア クセスが

で きる簡易言語が ある とか、い ろんな意 味で競争

した方 が我 々に とって もソ リューシ ョンをい ろん

な角度 か ら選べ る機会が増えて くるので よい こと

だ と思い ます。

それ ともう一つ重要の は、我 々がつ くってい る

システ ムはいつ の間にか グローバ ル化 して い く、

例え ばユーザーの システム といえ ども一つ の企業

の システムではな くな ってい ます。 おそ ら く社会

的 なイ ンフラシステ ムにな りつつあ るわ けですか

ら、 その辺 りが非常 に重要で、特に システムの運

用や ネ ットワー ク ・マ ネージ メン トとい うものが

あ り、それぞれの ノー ドというか、 ワー クステ ー

シ ョンに入 っている ソフ トウ ェアは何が入 ってい

るか、誰が使 うか。 あるいは、 それ は個人で勝手

に使 っていい とか、そ うい うマ ネジメン ト ・シス

テ ム とい うのを きち っと構築 していかな い と本当

に信頼 を持 って使 え るシステムにな らないので は

ないか と思 ってお ります。

特 に、アプ リケー シ ョンの設計 で、本来、理想

的業務 の システムは我 々の ような システ ム部 門で

はな く、現業業務 に携わ ってい る人が システム設

計をす るのが一番 いい と思 うのです。 イ ンフラは

技術者がや らない と今 の ところで きませ んので、

多分 システ ム部門がや って い く。

現在 はきちっ とで きてい るのは少 ない と思い ま

すが、 それをやるこ とに よってオープ ンシステ ム

へのアプ ローチ とい うものが もっと近づ いて くる

のでは と思 っています。

○宮川 どうもあ りが とうござい ま した。

オープ ンシステム化を、国際的 な コンソー シア

ムの立場で進め るとい う場合 で も、標準 化 と差 別

化 の問題 とい うのは非常に矛 盾す る側 面があ って

いろいろな困難が ある と思い ます。先ほ ど藤木 さ

んのEIAJのEDIの 場合、業界全体 として利

害がかな り一致 す る面 があ り、競争 と協調 とい う

ものが比較的 うま くい ったよ うな ことをいい まし

たけれ ども、国際的な舞台にな ると、様 々な利害

が錯綜す る とい うこ とで非常に難 しい面 もある と

思 い ます が、OSFメ ンバー代 表の立場か ら小松

さんに ご発言 をお願 い します。

○ 小松OSFは いろんな人の意見 を聞 いて標準

の仕様 をつ くり、それ をマ ルチベ ンダーで提供 し

て も らうとい うのが基本ですが、最終 的には差別

化 とい う形にな ってい くとい うことで、それは避

け られない。

そ こで、OSFの 考え と しては、基本にな るア

プ リケーシ ョンの イ ンタフ ェー スは崩 しては いけ

ないので、標準の範囲 としま した。 この方針が19

92年 度 か ら93年 度 に向 けて公表 され る ことは、皆

さん ご存 じだ とお もいますが、OSF/1と い う

のは、 カー ネギー メロン大学の分散型 のマルチ シ

ステムをサ ポー トす るネ ッ トワー ク上 の コンピュ

ーテ ィングをサ ポー トす るマ ック3.0を ベー スに
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し、 それをOS/2環 境 に対 して、マイ クロカー

ネル とい う形 で提供 してい くことにな ります。 つ

まり、マイ クロカー ネルの部分 と、 シス テムイ ン

タフェースの部分を きっち と守 って、そ の上に各

メーカーのOSを 一 つの アプ リケーシ ョンとして

乗せていただ くこ とを基本 的に考えてお ります。

その環境の 中で メーカーが付加価値 をつ ける。

例えば リヤル タイム、 フ ァイル ・システムにす る

とか、セキ ュ リティを独 自に考え る とか、 そ うい

うア カウ ン トの機能付加価値 をその上 につ け差別

化 して い くような形 になるので は と思 っています。

標準化 と差別化の例 として、X.25が あ ります。

20年 、30年 も前の概念です が、そのスペ ックが非

常に しっか りしてい ま して 、今で もパ ケ ッ ト交換

は世界的 に使われて います。 しか し、そ の、イ ン

プ リメ ンテ ーシ ョンとい うのは各 メーカーが全部

違 うわ けです。 システムの や り方が違 う。 そこで

差別化 を して いる とい う形 になってい けば、オ ー

プ ンシステ ム も非常 に違和感 な く使え るよ うな環

境がで きるん じゃな いか と思 って います。

そ こで あ くまで もこの環境 を続 けるた めには、

先ほ ど川波 さん もお っ しゃ ったよ うに、ユ ーザ ー

指向で押 さな い とどう して もメーカーは独 自に走

って しま う。つ ま り、ユ ーザー指 向の環境で製品

を検証 してい くこ とが必要 にな って くる と思 いま

す。それ を、 これか ら見守 ってい くのが オープ ン

・ソフ トウ ェア ・フ ァウ ンデー ションの一一つの使

命で もあ ります。

○宮川 どうもあ りが とうございま した。

小松 さん と同 じよ うな立場 にある今村 さん も、

今の製品差別化の問題、 あるいは知的所有権 も絡

んで くる と思 いますが、 それ と同時 に、 わが 日本

のユ ーザ ー として、 日本語 の問題 とい うのは極 め

てユニ ー クな問題を もた らしてい る と思 いますが、

その問題 も加 えてい ただいて、 お願 い したい と思

います。

○今村 協調 と競合 の話 は後 か ら申 し上 げる と

しま して、 まず、 日本語 につ いて もオープ ン環

境 において、共通 化が必要なので はないか と思い

ます。簡単に言い ます と、仮名漢字変換の フロン

ト・エ ン ド・プロセ ッサの入力キ ーの使い方が違

っている問題が あ ります。 それか らUNIXに お

いては取 り扱 うコー ドが現在2種 類 あるんですね。

シフ トJIS、 いわゆるパ ソコン、PCの 業界か

ら入 って きた もの、 それか ら純然 たる、昔か らU

NIXで 使われて きたEUCで す。 どち らか とい

う とUNIXや ハ ー ドウ ェアのマイ クロ ・プロセ

ッサのチ ップで処理単位 の ビッ ト数が多 くな って

い くとEUCが いいん じゃないか と思 い ますが、

とにか く現実 として そ うい う問題 がある。

もっと極端 に言 い ます と、 グラ フィカル ・ユ ー

ザ ー ・イ ンタフ ェース、具体的 にはモチーフ、 あ

るいはオープ ンル ックな どがあるわけです。 ここ

で も、例えば 日本語 の メッセー ジの出 し方、あ る

いはアイ コンの使 い方で、 やは り日本語 に関わ る

ところを共通化 して おかない とだめなので はない
'
か。

特に現在、 コ ンピュータ ・システムは ビジネス

が どん どん拡大 されて い くにつれ まして グローバ

ルにな ってい るわ けです。東京 に置いて あるシス

テ ムがニ ューヨー クの ファイルにア クセス しな け

ればな りません し、 ヨーロ ッパ の方 にまたそれの

結果を返す とい うこ とで、非常 に ローカライゼ ー

シ ョンな各国別対応、 あ るいは国際化 とい うこ と、

二つは相矛盾 して い るようであ りなが ら非常 に重

要 な問題 にな って い ると思 ってお ります。

UNIXイ ンターナ シ ョナルでは、 この問題 に

っ いて、まず国際的 な ワー クグループで あるIW

G(イ ンターナ シ ョナ ライゼー シ ョン ・ワー ク ・

グループ)と 言 う組織 の中で、 ここではア メリカ、

ヨーロッパの メーカー さん は 日本 の ビジネスに参

入 していこ う、 あるいはア ジア地域 において は英

語環境 でない ローカル分野 を対象 に検討 して い ま

す。 また、AUDIと か、POSIXな どでの国

際化活動 が方 々で や られてい るわ けです が、我 々

もそれを進 めてお ります し、イ ンターナ ショナ ラ
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イゼー シ ョンにつ いてはSIGと い うワー クグル

ープで進めて お ります。

ところが、UNIXイ ンターナシ ョナルがで き

て1年 半 たった ところでわか って きたのですが、

イ ンターナシ ョナライゼ ーシ ョンとい うのは非常

にブ ロー ドに物 を決 めてい くわけです。 これは一

つの原因 と言 って はいけな いんです けれ ども、 そ

れぞれの ローカ ライゼー ションとい うこ とにつ い

ては各国でや りな さい とい うことは余 り定義 して

いない。そ うす ると、イ ンターナ シ ョナライゼー

シ ョンというのは どん どん決め るんですけれ ども、

や は り各国の状況、例えば 日本でいえば平成何年

何 月何 日とい う表現をす るこ とを決めておかな け

ればいけないわ けですね。 コー ドの問題だ けでは

な くて、単純 にい うとそ うい う問題 もあるわ けで

す。

そこでUNIX環 境下 で、 日本語 処理 における

APIを 共通化 しなければな らないのではないか

とい うことが去 年の1月 頃か らUIの メンバーの

間 で も要望が出て きたのだ ろう と思 うです。

また ソフ トウ ェアハ ウスで も、現在の 日本語処

理環境 において アプ リケーシ ョンをつ くる とい う

ことに対 して非常 に不安感が あ り、 なにか リフ ァ

イ ンで きる もの はないか とい うことで、今年の6

月に 日本語共通規約 ドラフ ト1を 出 したわ けです。'

ただ し、 これが テ クニi々ル的 にすべ てをカバ ー し

てい ると思 って お りません。

例えば、 コー ドにつ いて はEUCだ けで シフ ト

JISと い うものを どうこれか ら取 り上 げ るか と

い う問題が残 っていた り、 グラフィカル ・ユーザ

ー ・イ ンタフェースについての 日本語 インタフ ェ

ースは、残念なが らオープ ンル ックの範囲だ けで、

これ はモチ ーフで も取 り入れて いかな ければい け

ない。

あるいは、補助漢字、今 は第3水 準 と言わ ない

で補助漢字 とい うこ とにな って い ますが、 この規

定 も入 って お ります。

それか ら仮名漢字変換 の フロン ト・エ ン ド ・プ

ロセ ッサ、 これは残念なが ら併記す るだけあ って、

は っき りとと リファイ ンす ることはで きない。

現在 いろんな業 界の方か らご意見をいただ き、

UIと しての第1版 を近 々だそう としてお ります

が、 これな どもゼ ロか ら始 める とこれは ものす ご

い時間 とお金がかか る。 そ こで既存の たた き台を、

どこが まず くて、 どこがいいのか と言 うことを検

討 していかなけれ ばい けない と思い ます。

次に協調 と競合 とい うこ とを考え ます と、世 の

中で言 うOSF/1対UNIXイ ンターナ シ ョナ

ル ・SystemVRel.4と い う関係があ るわ けですね。

今 まで はこの コンピテ ィーシ ョンとい うのは よ

か った と思 うんです。互 いにイ ンプルー ブ して い

くわけです。 ところが両方 とも、例え ばOSFも

DCを 出 し、DMEと い う分散環境 の答 えを出す。

UNIXイ ンター・一ナシ ョナル もUI-ATLAS

とい うものを出す。 いわゆ るシステム ・ソフ トの

環境 に入 ってい く。 ま してや それに 日本語 とい う

問題が入 って くるわけです。

よりユ ーザ ーさんに近 い環境 になれ ばなるほ ど、

これはや は りコ ンピテ ィー シ ョンで な くて、互 い

にAPIな どの イ ンター フェースの共通化 を図 る

ことは必 要なので はないか と思 ってお ります。

一 つ、本 当に コンピテ ィー シ ョンと言 い ますか、

実験がで きるんです。UNIXビ ジネス ・サポー

トセ ンター とい うのがUNIXイ ンター ナシ ョナ

ルのア ジア太平洋本部の事務所に開設 され ま した。

そ こにUIの メンバ ーさんのマ シンを12シ ステ ム

置 いて あ ります。 ここの中で それぞれの、例え ば

SystemVRel.4準 拠 とい うのは どこまでで きて い

るんだろ うか。 正直言 って イ ンターオペ ラ ビリテ

ィどころか コネクテ ィビテ ィもなか なか とれない

わけですね。 こうい うことろを、 日本語 を含 めた

意 味でのテス トをす ると、は っきりどこが違 うの

かを知 っていただ くために も、 こう したオ ープ ン

セ ンターが必要 ではないか と思 ってお ります。以

上です。

○宮川 どうもあ りが とうございま した。
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それぞれの方 に問題 を絞 ってお伺いいた しま し

たせれ ども、通産省 の三上 さんか ら今 まで のお話

を聞いて行政の立場 か ら問題 を どの ように見てお

られ るか、 あるいは、 行政の立場か らの課題 を ど

う考えがえて お られるかをお話 しいただ きたい と

思 います。

〇三上 今 まで のお話 をお伺い してお りまして、

オープンシステム化 の進 展 とい うのは メーカー、

ユ ーザー、 ソフ トハ ウスの三 者の関係 を基本的 に

変えてい くだ ろ うし、 また、三 者の関係の変化 と

い うものが、いわ ばオープ ンシステムのテ ンポを

決めてい くとい う感 じを非常 に強 くいた しま した。

では、 どうい う方向で変 わ ってい くのか、ユー

ザーが もっと大 きな声 を持 ってい くということだ

ろ うと思 うん ですが、か のMAP/TOPの 例 で

あれば、ユ ーザー 自 らが スペ ックまでっ くって し

まうとい う勢 いのいい世界か ら、それか ら政府 ユ

ーザ ーを考え てみれば、GOSIPの ような政府

ユ ーザ ー ・プロ ファイルをユ ーザ ー自らつ くって

いる。 これは もちろん、あ る程度国際的な標準化

活動の成熟 とい うものが前 提にあ っての話です け

れ ども、 こうい う活動 が一 方にあ る。

また、 リクエ ス ト ・フ ォー ・プ ロポーザル とか、

リクエス ト・フ ォー ・コメン トとい うオープ ンな

プロセスの中に鋭 いコ メン トを突 きつ ける力の あ

る専門家がユ ーザ ーの中に もお られ る。 こ うい う

ものがオープ ンな プロセスを刺激 する。

こうい う状 態 と対 比 して み ます と、や は り日本

のユーザーの声 とい うの は、 まだ、 オープ ンシス

テム とい うプ ロセスに十分 に反映 されていないの

かな と思 います。 もちろん、ユ ーザ ー会 とい うも

のが あ ります けれ ども、そ うい う意味ではベ ンダ

ーご との縦割 の組織 にな ってお ります。 まだ、要

求 を出 して くる、 あ るいは プロセ スに参加 して い

くとい う意味での成熟度 にはな っていない。 その

ために も、ユ ーザ ーの横 の連携 とい うか、 こうい

う ものを強化す るた めのイニ シアチブを、ぜ ひ と

っていただ きたい と思 います し、我 々として も大

いに応援 していきたいと思います。

この問題はユーザー、ベンダー、 ソフ トハウス

という関係のみな らず、先ほ ど藤木さん もご指摘

になっておられますEDIの 推進という問題をと

っても、ユーザーの横の連携 というものが実は大

変重要なことじゃないかと思っているわけです。

チーフ ・インフォメーション ・オフィサーの国

内組織が3年 前に発足されたそうですけれ ども、

あるCIOの 方に、戦略情報システムは、要する

に自分の情報システムに囲い込み、他社な り他業

界の情報 システムとの接続 という問題は否定的で

すかということをお伺いしましたら、rい や、そ

れは逆です。む しろ会社全体の情報システム資産

の価値をより高めるためには同業、あるいは異業

種の情報 システム、あるいは他業種の情報システ

ムをにらみながら、いかにシステムを社会化 して

いくか、共通的なインフラにしていくか というこ

とを考えている。そのためにも業種を超えたCI

Oの 横のつながりが必要だ と。そ ういう認識か ら

CIO協 議会をつ くりました』とい うご返事が返

ってきまして、なるほどと思、ったわけです。

標準化活動へのユーザーの参画 というのは、私

も昔、標準化行政に携わってお りまして感 じたこ

となんですけれ ども、今の標準化活動自身は開発

的な要素が強いので、断片的な要求を標準化のプ

ロセスに投入いたところでなかなか受け入れ られ

てもらえない。ある程度一貫 した形で要求 してい

かないと、それ自体なかなか大 きな力にな らない。

そうなります と、ユーザーの中の非常に小数のエ

キスパー トだけで、そこまでをやり切 るのは現実

的に大変難 しい面があると思いますが、これもユ

ーザーの横の連携によって もう少 し発言権を大 き

くしてい くことができないのか と考える次第です。

それからもう一つ、ソフ ト産業にも同様な意味

でオープンプロセスの中で もっと積極的な役割を

果た していただきたいなと期待をしているわけで

す。

長期間にはソフ トハウスというものが、 もっと
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オープ ン ・プロセ スの リー ダー シップを とる ぐら

いの成長が あって いい と思い ます し、 よ り短期的

には、 システム ・イ ンチグ レ一 夕が ソフ ト産業 の

中心 と してユーザ ーか ら期待 され る、あ るいはベ

ンダーか らも期待 される一つの社会的な役割を担

って くる と思 うわ けです。 やは りオー プ ンシステ

ムの 中の選択の 自由はいいけ ど、選択 は苦悩で も

あ ります。 シ ングル ・ベ ンダーでベ ンターお任せ

とい う時代はよか ったけ ど、 自分で選ぶ とな ると

それな りに大変で ある と思 います。

そ うい った ときに、エキスパ ーテ ィーズで もっ

て システ ム ・イ ンテ グ レー シ ョンをや ってい くと

い う意味での システ ム ・イ ンテグ レー トの役割み

たいな ものが ソフ ト産業の皆 さん方 に、社会 的な

期待が集 まって いる とい う状況 じゃなかろ うかな

と思 ってお りま して、我 々 として もこうい った面

での支 援をぜ ひ させ ていただきたいな と思 ってい

るわ けです。 それか らまた、ユ ーザ ー、ベ ンダー、

ソフ ト産業 とい う言 い方 を しま したが、実 は4番

目のプ レーヤー と して ネ ットワー ク事業の問題 も

あろ うか と思い ます。 オープ ンなネ ッ トワー クと

い うことにな ります と、 ネ ッ トワー クの相互接続 、

ア クセス とい った点 について も、 まだ残 された問

題 はな くはな い と思 い ます。

ここで行政 の役割 につ いて は基本的には、 よ り

広 い意 味での基盤整 備 としま して人づ くり、 ある

いはセキ ュ リテ ィの問題 がある と思 ってお ります

し、 また、オー プン化に関 して は標準化 の問題で

ある とか、あ るいは試験検証の問題 も国際 的な課

題 だろ うと思い ます。 ヨーロ ヅパを見 まして も、

ア メ リカを見 まして も、 アメ リカであればNIS

Tな り、イギ リスであれば国立のNPLな ど、 あ

あい った国の組織 も支 えの役割 をい ろい ろ して い

るわ けで して、引 き続 き国際 的な協調 を とりつつ 、

そういった面での役割を果た してい きたい と考 え

て お ります。

○宮川 どうもあ りが とうござい ま した。

皆 さん、充実 された発言をされ ま して、時間が

ほん のわずかにな って しまい ます けれ ども、今 ま

で の討論 を振 り返 りまして何 か一言 ずっ、お話 し

を伺いたい と思 います。

○川波 オープ ンシス テムのユ ーザ ーに とっての

本当の メ リットは、や っぱ り経済的 な メリッ トに

つなが ると思 うんです け ど、経済的 とい うのは コ

ス トだけではな くて、特 に短期 間に システムがで

きる とい うこ とが非常に重要 じゃないか と思 って

い ます。

○今村UIと いた しま して、 これか らの オープ

ンシステムを進 めて い くとい うことは、 やは り経

済的原則の上に立脚 して、早 く言 えばエ ン ドユー

ザ ーの メリッ トにな る、得 にな るようなオープ ン

システムの推進でな ければな らない と思 ってお り

ます。 そ うい う意味で、 こうい うオープ ンシステ

ムの標準化 とい うか、い ろんな活動 にエ ン ド・ユ

ーザーが参加 して い くこ とをぜ ひお願 い申 し上げ

たい と思 ってお ります し、X/Openも ユ ーザ

ーに焦点を合わそ うとい う動 きを してお ります。

日本語 の共通化契約は、UIだ けでで きるわけで

はない。ユ ーザ ー主導のオープ ンシステ ムを推進

す るには、や は りユ ーザ ーの参加が必要 と思 って

お ります。

○宮川 小松 さん、何か ござい ます か。

O小 松 オー プ ンシステムの環境 づ くりにつ いて

三上 さん、川 波 さんがお しゃっていたんです が、

例 えば、マ ウスは1970年 につ くられたわ けです。

そのマウスが本当に使え るように なったのが1980

年 、10年 後なんですね。だか らマ ウスが使え るよ

うな環境 がで きて初 めてマ ウスが生 きる とい うこ

とが重要で、 メーカーがオープ ンシステム とい う

一つの ルーツをただ売 るのではな く、本 当にユー

ザ ーに とって どうい うメ リッ トがあ るか とい うこ

とを メーカーか ら提案 しない と、その メー カー も

生 き残れ ないん じゃないかな と思 います。

○宮川 高木 さん、いかがですか。

O高 木 例えばUNIXイ ンターナ シ ョナルな り

OSFは 、 もともとUNIXの 標 準化、標準製 品
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の開発、提供 ということでスター トしたと思いま

すが、UNIXは この数年の間に非常に進みまし

たし、重点は、だんだんユーザーに近いところに

移 っている。そうだとすれば。UNIXを 超えて、

もう少 し広い範囲のプラットフォームを包含 した

ようなオープンシステム化にこれから向かってい

くと思 うんです。

したがいまして、そうい う局面において私ども

ユーザーも協力 しあって、共通のオープ ンシステ

ムをこれか らつ くってい くべきだ と思うんですが、

ぜひ協力させていただきたいと考えてお ります。

○宮川 藤木 さん、いかがで しょうか。

○藤木 オープ ンな共通的アプリケーションとい

う意味でのEDIは 非常に重要なことだ と考えて

お ります。 これは例えば資材部門だとか情報シス

テム部門が対応すればいい というような ものでは

な しに、経営 として企業として取 り組むような体

制が非常に大事 じゃないか と考えてお ります。

それか らもう一つは、オープンシステムでもE

DIで も最初にやるときには現行システムに継ぎ

足す ということになるわけですけれ ども、システ

ムの見直 しの際には、こうしたものをベースに し

たシステムづ くりを前向きに検討 していただけれ

ば非常な効果が期待できるのではないか と思いま

す。

それか らもう一つは、標準 というのは一度決め

たらそれでお しまい ということではなしに、 どん

どん進歩 してい くものだと考えております。それ

に追随す るのは非常に大変なんですけれども、 メ

ーカーもユーザーも最新バージョンにで きるだけ

早 く取 り組んでいただく、そして実現 していただ

くことが必要 じゃないか と思 っております。

○宮川 長野さん、 どうですか。

O長 野 日本の自動車 メーカーさんが10年 ほど前、

技術管理 システム研究会 というのをっ くりました。

これは自動車の技術管理システムをどうするかに

ついて、それぞれ自動車のメーカーさんが非常に

フランクに、例えば設計変更にどれ ぐらい時間が

かか ったか、 どうい う仕組 みをつ くってい るか と

いうのを皆 さん オープ ンに されて、私 もオブザ ー

バで聞いて いて び っくりしたわ けです け ど、 あれ

だけ非常 に シビアな競争 を しなが ら管理 システム

は全 くオープ ンに して、後は技術で競争 しよ うと

い うことを 目の当た りに見て驚いた記憶 があ りま

す。

このオープ ンシステ ムの 中で もOFSもUIも 、

コンピュータ ・メーカーが コンベ ンシ ョンをや り

なが ら、 コアの管理 システムをつ くるとい うこと

では協議を行 ってい るわ けです。IBMも 、イ ン

ターナ ショナル ・ビジネス ・マシ ンか らイ ンター

オペラプル ・ビジネス ・マ シン(笑 声)と い うこ

とで今後はや りたい と思 って お りますので、、よろ

しくお願い します。

○宮川 三上 さん、何か ございますか。

〇三上 藤木 さんの ところの電 子機械工業会 と他

の産業界、電機、電力、電線 とい う4業 界でED

Iの ための シンタ ックス ・ルールをつ くってお り

ます。 この シンタ ックス ・ルールは電子機械工業

会 でつかわれ、それを今 日の シンポジウムの主 催

者である産業情報化推進 セ ンターが拡張 した とい

う意味で、ユ ーザ ー自 らがつ くり出 したプロ トコ

ル、標準 とい うものの非常 にいい例 だ と思い ます。

これか らの標準化 プロセ ス といい ますか、 これが

ナシ ョナルな コンセ ンサ スの一 つのベースにな っ

てい くような役割 を果 た して くれればな とい う意

味で大変期待 を して お りますので、一言 ご紹介 さ

せていただ きます。

○宮川 どうもあ りが とうござい ま した。

2日 間の シンポ ジウムを振 り返 ってみ ます とオ

ープンシステム化 の基本 的な背景 とい うのは、何

とい って も情報技術 が非常 に身近な ものにな って

きてい ることです。 コンピュー タ技術 の進歩 に よ

って コンピュータの価格 低下、マイ クロ ・コン ピ

ュータの驚異 的な進歩 、通信制度の 自由化 とい う

ような こともあ って非常 に身直な ものにな って、

今 まで どち らか とい うとITの 専門家の独 占物 で
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あ った コンピュータが、 もっとユーザーに近 くな

って きて いるとい うこ とが背景 の一つだろ うと思

い ます。 それ と長い間の コン ピュー タ リゼー シ ョ

ンの中で アプ リケ ーシ ョンが非常に高度化 して、

またユーザーの広が りによって多様化 して きてい

るとい うような こ とが もう一つ大 きな背景で はな

いか と思 います。

今朝の話の中に、ユ ーザ ーが最大の受益者であ

るとい うような話があ りま したけれ ども、ユ ーザ

ーのみが受益者で あ った らオープ ン化 は進 まない

と思い ます し、や は りベ ンダー も、 あるい は ソフ

ト産業 も、あるいはシステム ・イ ンテグ レー ショ

ン産業 とい うもの も、競争が それ によ って激化す

る面 はあ るわけですが 、 しか し一方で、 ビジネス

・チャンスがその中に含 まれ ている とい う認識 は

十分 にお持ちな ようです。

他方で、IT'に 対す る企業 の投資 が非常 に膨大

に な って きてい る。例 えば トップマネ ジメン トの

ような立場か ら見る と、いつ まで投 資の拡大 が続

くのか、投資は少 な くとも収益 低減 の時期 に入 っ

て きて るん じゃないか とい うような懸念、疑 問 と

い う もの もあるか と思 い ます。投資か らのベ ネフ

ィ ッ トを得るの はだん だん難 しくな って きている

ことだ けは確か だ と思 います。

そ うい う状況で オープ ンシステム化が進 む とき

に、競争 のみで はな くて利害の一致す る ところで

は協調 の行われ る。 いわ ば一方で短期的に は共通

化 、長期 的には標準化 とい うこ とにな るか と思い

ます が、その差別化 と共通化、標準化の ミックス

とい うのは、その ときの技術な りユ ーザ ーの レベ

ルな りに よって さまざ まに異なる もので はないか。

そ うい うことか らオープ ン化の程度 も時 間的 に変

化 して くるのではないか。そ うい う時間的な変化

をユーザ ーと しては的確 に見詰 め る必要 があるの

ではないか。 しか も、オープンシステム化 の広 が

りとい うのは、好む と好 まざるとにかかわ らず グ

ローバ ルに展開 して きてお りま して、た とえ国内

に限 られ たシステムであ って も、そ うい うグロー

バ ルな動 きを無視で きない とい うような状況に き

て いるので はな いか と思います。

この2日 間を振 り返 ってみ ます と、第1'日 目の

さまざまな分野 にわた る基調講演 に続 きま して、

第1セ ッションは 「本格化す るオ ープ ンシステ ム

へ のニ ーズ」、今朝の第2セ ッシ ョンで は、それ

に対 して シーズ とい うか、環境が整いつつ あると

い うことが ございます。 ニーズが本格化 し、環境

が整 いつつ ある中で、 この第3セ ッシ ョンは、い

か に して それを現実 してい くか とい う問題で、 そ

うい う意味で、 ここで全体を終わ ってみて振 り返

って みます と、非常に うまくで きたプログラムで、

どなたかが おっ くりにな ったかわか りませんが、

本格化す るニ ーズ、整いつつ ある環境、 そ して そ

の 中での実現の あ り方 とい うような こ とで、大変

意義のあ るシ ンポジウムで あった と思 いま した。

どうも長 い間 ご静聴あ りが とうございま した。

(拍 手)
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